
























ア トピー症向け食品の開発に関する研究

(H9～ 11)

加工食品部 浅 野行蔵  農 産食品科 中 野敦博

1.研究の目的と概要

日本の 5大 食物アレルギーは、牛乳、米、小麦、大豆、卵が原因である。大豆は

卵についでア トピー症の原因となっている一方、加工されて種々の食品となってい

る。本研究では、大豆に含まれるアレルゲンに反応する抗体について調べた。

アレルギーの原因物質 (アレルゲン)は 、特異的な抗体によって認識され
一連の

アレルギー反応の引き金となる。抗体は、Bリ ンパ球において特定の 1種類のみ

が産生されるが、これはB細 胞内で遺伝子組み換えされた結果である。

本研究では、大豆アレルゲンに対する抗体の産生機構を調べるためにB細 胞の

中から大豆に結合する抗体を産生する細胞を選択して、大豆に含まれるアレルゲン

を識別して、加工方法の指標として使用することを目的としている。

大豆アレルゲン特異抗体を産生する細胞を、Epstein‐Barrウ イルスで不死化さ

せた Bリ ンパ芽様細胞(BLC)のライブラリ
ー (農水省食総研)か らスクリーニン

グした。BLCが 産生する抗体の生成量及び特異性を試験した。

2.試験研究の方法

細胞 BLCラ イブラリーには、食物アレゲンに特異的な抗体を産生する細胞が多

数存在することが確認されている。それらの中で大豆アレルゲンに反応する5株

∈[S4,Y94,AKlll,KN152お よび KN331)を 用いた。これらの細胞は Eps"in‐

Barrウ イルスに感染済みで、産生する抗体は IgMク ラスであった。これらの株

を 10%ウ シ胎児血清(GIBCO)を 含む ERDF培 地 (極東製薬)を 用いて、炭酸ガ

スインキュベーター中で培養した。細胞数のカウントは、血球計算版を用いた。

ELISA BLCの 大豆アレルゲンに対する抗体価をELISAで 測定 した。大豆アレ

ルゲンを固定した96穴 ELISAプ レー トに、10日間培養 した各 BLCの 培養上清

を添加し、上清中の抗体をプレートに結合させた。これに西洋ワサビベルオキシダ

ーゼを標識した抗 IgM抗 体 (Bloso・llce)を結合させ、基質として 2,2‐アジノ‐ビ

ス‐(3‐エチルベンゾチアゾリン‐6‐スルホン酸)ニアンモニウム塩KABTS)を用いて

検出した。

ウェスタンブロティング BLCが 分泌する抗体がどの大豆アレルゲンを認識する

のかを調べるためにウエスタンブロッテイングを行つた。大豆蛋白をSDS‐PAGE

で分離し、ニトロセルロース膜に転写し、BLCの 培養(10日)上清中の抗体を結合

させ、二次抗体として西洋ワサビペルオキシダーゼを標識した抗 IgM抗 体を結合

させ、イムノステインHRP‐1000(コ ニカ)を 用いて検出した。
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実験結果

BLCの 培養経過と抗体価 ラ イブラリーの各 BLC細 胞 10x104●ellS/m)を培養し

たところ、HS4、 Y94お よびKN152は 、10日間で200x104cellSノmDま で増殖し

たのに対して、AKlllお よびKN331で は 100x104cellS/m)までしか増殖しなか

つた (図1)。

培養上清の抗体価は、HS4株 がきわめ

て高い値を示し(図2)、吸光度 0.4以下

の値で比較すると、Y94,AKlll,KN152

および KN331よ りもそれぞれ 220,140,

190,42倍 を示した。すなわちHS4中 の

BLCは 、抗体産生細胞が多いと推測され

抗大豆アレルゲン抗体を産生するハイブリ

ドーマを樹立する可能性が高い株であると

考えた。

BLCが 分泌する抗体が認識する大豆アレ

ルゲンタンパク質の確認 各 BLCの 分泌

する抗体が、どのサイズの大豆アレルゲン

を認識しているかをウエスタンブロツテイ

ングで調べた(図3)。Y94、 AKlll、 KN

152お よび KN331中 の抗体が認識する

大豆アレルゲンのパターンは、非常に類似

していた。たくさんのタンパク質バンドが
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検出されたことから、これらの株中の抗体は特異性が低いものであると考えられた。
一方、

HS4で は、他の BLCと 異なり80と 20kDa付 近にタンパク質バンドが見られた8 20kDa

のタンパク質は、Kunitz型 トリプシンインヒビターであると推測した。

4。 今後の研究の方向

これらの抗体が食材のどの部分に結

合するかを知ることによって、結合部

分を改変するような食品加工法が見つ

かると期待される。

本研究は、津志田藤二郎博士 (農水

省食総研、機能成分研究室長)お よび

新本洋士博士 (農水省東北農試)の 指

導を得た。
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図 抗大豆抗体が認識するタンパク質のウェスタンプロテ イングによる検出
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ジャガイモのレトル ト製品の品質向上に関する試験研究   (H10～ 11)

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木
一史 田 中彰 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

北海道内で製造されているジャガイモのレトル ト加工品は、総菜向けの
一次加

工品や常温流通可能な製品として販売されている。ジャガイモの加工特性は、水

煮、ポテ トチップスおよびフレンチフライなどの用途で研究されてきた。しかし

レトル ト加工特性は、あまり研究されておらず、軟らかすぎる製品 (不良品)が

発生する問題が生じていた。そこでレトル ト加工適性を、ジャガイモの品種別に

評価した。

実用又は予定される成果

(例)・軟らかすぎる製品 (不良品)の 発生を品種によつて抑制する知見の確立

2.試 験研究の方法

材料 :平成 10年 に道立農業試験場で収穫された4品 種 (男爵いも、 ト ヨシロ、

メークイン、ホッカイコガネ)を 重量で選別し、80か ら 120gの ジャガイモを試

験に供した。

レトル トカロエ :ジャガイモを比重別に5個 採取し、剥皮、真空包装後、10反 復

でレトル ト加工した。殺菌条件 (116℃、14分 )は 、製造現場の条件に基づいて

おり、厳密な意味でのレトル ト殺菌ではないが、便宜上レトル ト加工とした。

分析 :加工後 3日 間してから、レオメータ
ー (サン科学、CR‐200D)を 用いて、

イモの中心付近 8カ 所を円筒形プランジャー (5mmIoD。)で 最大荷重を測定した。

測定値は、5個 のジャガイモの平均とした。別の 3個 のジャガイモを剥皮し、混

合後、デンプンを測定した。

3.実 験結果

レトル ト加工品の硬さをレオメーターによる最大荷重で評価した。最大荷重の

平均値の統計的処理 (表 1)か ら、男爵いもおよびメークインよりも、 ト ヨシロ

およびホッカイコガネの方が硬いことが示された。また、男爵いもとメークイン、

トヨシロとホッカイコガネの間に硬さの差異は見られなかつた。しかし、ジャガ

イモには個体差、産地差および年時差がある。よつて最大加重のみの比較ではな

く、硬さに影響する因子を考慮する必要があつた。

硬さ (最大荷重)と 比重およびデンプンの間には、各品種ともに高い相関関係

があつた (図 2、3)。つまり比重やデンプン量が高いジャガイモほど、加工品が

硬いことが示された。図 2、3中 の直線および点線で示した回帰直線の位置関係

から、品種内の固形分やデンプン量の個体差を考慮した上で、男爵いもおよびメ

ークインよりもトヨシロおよびホッカイコガネの方が硬いことが示された。

ジャガイモの水煮の研究では、デンプン量の高いイモほど煮崩れし易いと言わ

れている。対照的に本研究からは、レトル ト加工品では、デンプン量が高いほど

硬くなるという結果が得られた。
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図1 最 大荷重の平均値

表1最 大荷重の平均値の差の検定(最小有意差法)

男爵いも トヨシロ  メ ークイン

トヨシロ    **

メークイン   N.S.    **

ホッカイコガネ  **     N.S.    **
**:1%有意
N.S.:有意差なし

表2平 均比重と最大荷重との間の回帰分析

標本数(n)相関係数(R)回 帰係数  定 数項 検 定

男爵いも   1 0    0 . 8 8 2 6    7 5 2 4   - 7 5 5 6

トヨシロ       10     0.9056     7279    -7174

メークイン    10    0.8576   9014   -9195

ホッカイコガネ  10    0.9247   11216  -11502
**:1%有意

表3デ ンプンと最大荷重との間の回帰分析

標本数(n)相関係数(R)回 帰係数  定 数項

5]葺手いも       10       0.8540     55.10     -151.0

トヨシロ         10       0.8099     30.87     3293

メークイン    10    0.7579   30.45   2205

ホッカイコガネ  10    0.8648   68.69   ‐ 288,7
*:5%有意
**:1%イ守1晨
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品種別にデンプンの性状や細胞壁構成成分も分析し、

因果関係を解明する。
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道産小麦を用いた麺の高品質化に関する研究      (H10～ Hll)

加工食品部農産食品科 山 本
一史 中 野敦博 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

北海道産の小麦は、うどんについては評価が高いのだが、外国産小麦と比較する

と品質がやや劣つている。間近に迫つた小麦の民間流通に向けて生き残つていくた

めには、うどんにこだわらない用途の拡大を図ることが急務となつている。本研究

では、道内の製麺業界において兼ねてから強い要望がありながら、これまで道産小

麦では製造が難しいと言われてきた中華麺に注目し、道産小麦を用いた高品質な麺

を開発することを目的とする。

本年度は、道産小麦の成分分析と麺類のカロエ試験を実施し、各m/1 麦ヽ粉の特性と

品質について比較を行つた。

予定される成果

(例)0道 産小麦でつくるラーメン

試験研究の方法

小麦はいずれも市販品で、ホロシリコムギ、チホクコムギ、ハルユタカ、タイセ

ツコムギ、ホクシンの道産主要5品種を用いた。また、コントロ
ールにはやはり市

販の中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

中華麺 (ラーメン)の 試験配合は、カロ水量を36%、 かんすいと食塩はそれぞれ

が小麦粉に対して1%と した。小麦粉の量は水分が 13.5%に なるようにそれぞ

れ調製した。小麦粉の特性をより明確にするためかんすいと食塩以外の添加物は使

用しなかつた。ラーメンは、チャック付ポリ袋に入れ 20℃ で保存した。

試作ラーメンの評価は、製造日 (0日 )と 翌日 (1日)に 色調を調べ、物性試験

はレオメーターを用い、生めんについて引つ張り試験と切断試験を、ゆでめんにつ

いて切断試験のみを翌日に行つた。ゆでめんはいずれもゆで時間を2分 30秒 とし、

ゆで後に熱いスープにつけたものを用いた。

実験結果

成分の比較を行うと、道産小麦はハルユタカを除くとコントロ
ールに比べたんぱ

く質が少ない (表)。これら4品種はいずれも秋播小麦であるためたんぱく質量が

少ないと思われる。たんぱく質は麺の構造を形成するもので、ラ
ーメンのような細

物には重要である。製麺作業は、チホク、タイセツ、ホクシンは生地がかなり柔ら

かく、扱いに注意を要した。特にホクシンは圧延時に麺帯の表面が剥がれる状態を

示した。ハルユタカとホロシリの作業性は良好であつた。色調はハルユタカとタイ

セツを除くといずれも色相は明るい (図1)。特にハルユタカは1日後の変色も大

きく、かなりくすんでいた。引つ張り強度はいずれもコントロ
ールより悪かつた (図

2)。伸張度はハルユタカを除くとコントロールとほぼ同じ値を示した (図3)。ハ
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ルユタカは引つ張り強度はやや良好なのだが伸張度も大きく、ある程度の強さがあ

るが、伸びやすい生地でもあることがわかる。切断試験においては、ゆでめんにな

るとコントロールにタイセツとホロシリが並び、ハルユタカは上回つた (図4)。

食感的には、ハルユタカはややかたく、タイセツとホクシンが適度なかたさ、チホ

クとホクシンはやわらかい、ということになる。

総合的に見ると、単品種でのラーメンの製造はハルユタカ、タイセツとホロシリ

に可能性があるが、チホクとホクシンでは難しいことが判明した。
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図 3  生 め ん の 伸 張 度 図4 ゆ でめんの切断強度

平成 11年 度計画

比較的良好な試験結果を示したハルユタカ、タイセツとホロシリについて品質改

良材による製麺試験を実施する。また、新たな品種が登録されそうなことから、単

品種 100%に こだわらず各品種のブレンドを行うことにより製麺試験を行い、製

品化への検討をする。さらに、これらの試験を通じて小麦粉におけるラーメン適性

の因子についても解明を行う。
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生ラーメンの保存性向上に関する研究        (H10～ H12)

加工食品部農産食品科 山 本
一史 中 野敦博 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

生ラーメンは日配品として市場が地域内に限定されており、保存温度などについ

ても大きな注意は払われていなかった。しかしながら、近年流通システムの変化に

より北海道の生ラーメンは販売環境が多様化し、全国への出荷の他に贈答品、お土

産品として市場が拡大したため、保存性に一層の向上が求められている。さらに、

消費者の天然指向で添加物が敬遠されるようになり、従来の添加物に頼る製麺方法

には厳ししヽ情勢となっている。そこで、本研究では生ラーメンの保存性改善を目的

として、流通における生ラーメンを取り巻く様々な要因を包装材料や販売環境など

の視′点から検討を行う。

今年度は販売店における環境調査を実施し、その問題′点について検討を行つた。

また、店頭の生ラーメンは包装袋内結露が目立ち、商品価値を下げていることから、

袋内結露についても検討を行つた。

予定される成果

(例)・保存性の優れた生ラーメンの開発

試験研究の方法

販売店の調査は、江別市内のスーパーの生麺類を陳列しているショーケース内の

各棚ごとに温度記録計を設置し、温度変化を解析した。結露については、結露の目

立つ商品を購入して麺の水分と袋内の水分を測定した。さらに、袋内の上部と下部

の麺についても水分を測定し、併せて包装材料を赤外分光光度計にて吸収スペクト

ルと反射スペクトルを測定し解析した。また、包装材料の差異を調べるために、市

販のラーメンとほぼ同じ配合にて試作品を製造し、4種 類 (防曇フィルム、ポリプ

ロピレン単体、ポリエチレン単体、ポリ塩化ビニリデン系包材 (キュ
ー/ ッヾク))の 包装

材料で包装した。これらを恒温器内に配置した蛍光灯のすぐ下に置いて、強制的に

結露を発生させるような環境に保存した。このラ
ーメンについても同様の試験を行

った。

実験結果

ショーケースの設定は10℃ であった。営業時間内 (10時 から20時 )は ケ

ース内の各棚によつて温度が異なつており、その差は1～ 2℃であった。しかし、

上段は営業時間内と時間外で約 3℃ の差があつた。ショ
ーケースの種類によつて

違いがあると思われるが、今回調査したケ
ースの上段手前には、棚のすぐ上に蛍光

灯の照明があつた。営業時間外には温度が下がることから、蛍光灯の熱がかなり影

響を及ぼすことがわかる。下段も時間内と時間外で1℃の差があるのだが、中段

は1日 を通じて温度差は無かった。
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結露の状況を調べるために、結露の日立つ4種類のラーメンを購入し水分を測定

した。袋内の水分のばらつきは上部が少なく下部が多いと予想したが、むしろ逆の

ものもあつた。これは結露のある部分との接触があるためと考えらた。この4種 類

の包装材料はいずれもポリプロピレン系であつた。

モデル実験では、ポリプロピレンが最も結露が目立った。結露に優れた効果を示

すという防曇フィルムも、よく観察すると結露はするが量的にはわずかであつた。

この試験では上部の水分が下部よりも少なかつた。また、照明下に置かなかったも

のはどの包材であつてもほとんど結露が見られなかつた。一般に結露の目立つ商品

は、ショーケースの常に手前にあるものが多く、ケース内の冷気と外気の温度差に

よるものと考えられた。照明下の商品は手前になくても結露が見られたことから、

蛍光灯による熱が影響するものと思われる。

表 1 シ ヨーケースの温度

上段   中 段   下 段

(CC)     (°C)     (°C)

平均      10。9    10.3    10.5

営業時間   12.4  10.2  11.1

営業時間外   9.7  10.5  10.0

最高    12.6  12.3  13.0

最低    9。 3  9.5  9。 3 15:00          21:00          3:00

図 ショーケースの温度変化

寿 2 市 師結霧ラー メンのll■状

時間

麺の水分(%) 結露の状態 包装材料

全体  上 部  F部

試料1 32.3 32.0 30。 6  か なりひどい     ホ
°
リフ
°ロヒ°レン系

試料2 32.2 29。 2 31.1

試料3 32.2 33.5 29.4
ひどい

ひどい

ホ
°
リフ
°
ロヒ
°
レン系

ホ
°
リフ
°
ロヒ
°
レン系

試料4  31.6  30.1  30.3   か なりひどい      ホ
°
リフ
°ロヒ°レン系

麺の水分(%)         結 露の状態

全体  上 部     下 部

防曇フイルム  32.7 31。 2    33.1        わ ずかに

ポリプロピレン  32.8 30。 2

ポリエチレン  32.7 31.0

32.8
33.1

ひどい

かなりひどい

かなりひどいキューパック  32.9 31.9    32.1

平成 11年 度計画

結露について、製麺技術または工程を見直すことによる結露防止策を検討する。

また、贈答 ・土産用ラーメンについても販売環境の調査を行い、保存性に関する

因子を解明する。さらに、包装形態や包装材料について結露以外の面からも検討を

行う。
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食品素材由来の抗菌性物質に関する研究 (H9～ H10)

―道産カバノアナタケに見出したエイズウイルスが持つタンパク分解酵素の阻害物質
―

加工食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  井 上貞仁

1 .研 究の目的と概要

近年、食品中に存在 して生理機能を発揮する成分が注目されている。我々はAID S

(後天性免疫不全症候群 )の 予防、治療効果をもつ食品由来成分についての研究を

行つた。

AID S攻略法としては、主に (1)ウ イルスの細胞への接着や進入を阻害する、

(2) H I V (ヒ ト免疫不全 ウイルス)が レトロウイルスであることを利用 して逆転写

酵素を阻害する、 (3)ウ イルスRNAから作 られた前駆体タンパク質が機能性タンパ

クに変換されウイルス粒子を形成するときに作用するプロテア
ーゼ (アスパラギン

酸プロテアーゼの一種 )を 阻害する、 (4) H I V外 套膜にRNAを取 り込むときに作用

するグルコシダーゼを阻害する、の 4つ がある。今回は (3)の HIVプロテア
ーゼ阻

害成分の検索を行つた。

実用又は予定される成果

・経口摂取による抗 ウイルス活性物質の開発

2.試 験研究の方法

上川地方で採取 したカバノアナタケの他、たもぎたけ、えのきだけ、まいたけ、

マッシユルーム、 しいたけ、ひらたけ、しめ じ、なめこの計 9種 類を試料 とした。

これ らを細断 した後、10分間熱水抽出 し、凍結乾燥 して粗抽出物 とした。阻害活性

の測定は、酢酸Na緩衝液 とHIVプロテア
ーゼ用のアミノ酸12残基からなる基質 (HI V

P r o t e a s e  S u b s t r a t e  I H、Ba c h e m )に粗抽出物を加えて37・Cで 5分 間保温 した。こ

れにHIV - l  P r o t e a s e ( B a c h e m )を加え、15分後10%トリフルオロ酢酸を加えて反応を

止めた。HPL Cで基質由来のペプテ ドを測定 し、阻害活性 とした。粗抽出物の部分は

陰イオン交換 クロマ トグラフィ
ー (Fr a c t o g e l  E M D  D M A E  6 5 0 )にかけ、4 5 M  N a C lの

溶出液を分子量 1万 の限外濾過膜で濾過 し、残つた高分子画分をゲル濾過で分画 し

た。

水溶性 リグニンの阻害活性を調べる目的で、小麦ふすまをα
―アミラーゼ及びプロ

テアーゼで処理 した後、強アルカ リで抽出 したものをサンプルとし、さらに類似化

合物の阻害活性を調べる目的で、p―クマル酸またはフエルラ酸を用い、ペルオキシ

ダーゼにより重合 させ、得 られた重合体を限外濾過により4つ の分子量範囲に分画

し、阻害活性を測定 した。

3.実 験結果

HIVプロテアーゼ活性に対する粗抽出物の影響を調べると、カバノアナタケに最も

強い阻害活性が見 られた。
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カバノアナタケのHIV- 1プロテアーゼに対する活性阻害の機序がプロテア
ーゼの作

用機構の違いによる特異的なものなのかを調べた (表)。 カバノアナタケはHIV‐1プ

酵 素   粗 抽出物濃度  残 存活性   ロ テア
~ゼ の他、カルボキシペプチダ

ー

(μo/ m l )   ( % )    ゼ Aを 若干阻害 し、またプロリルエン ド
HIV‐1プロテアーゼ    2 . 5      5 0

トリプシン      1 0 0     9 2     ペ プチダーゼに対 して高い阻害活性が認
ペプシン         2 0 0      1 0 4

め られた。よつて阻害は酵素の特異的機パパイン           2 0 0       1 0 1

カルホ
゛
キシヘ
°
フ
°
チタ―゙セ
゛
A   2 0 0     4 0     構

によるものではないことがわかつた。
アンシ
・
オテンシン変換酵素    100     105

フ
°ロリルエント
・へ°フ
°
チタ―゙セ
・
   1 . 4     5 0     カ バ ノアナタケ粗抽出物 を部分精製 した

表 各 種酵素に対するカバノアナタケ粗抽出  と ころ、分子量約30kDaの画分の阻害活性

物の残存阻害活性           が 最も強く (図)、 HIV-1プロテアーゼに

対するIC50値は1.4μg/mlであ つた。IR

の類似性 (芳香環のC=C伸縮 :1594cm lと

⌒  1422cm l、メトキシ基のC―H伸 縮 :2850

5 cm-' .  c-of f i f f i  :  1126cm-'  Iz,  7 t  /  - )b

ЮO程 の針呻縮J"8cm lと"25cm¬)から主

Υ  成
分は水溶性 リグニンの一種 と推定 した。

50 な   さらに本画分の阻害活性は、タンニン

長  を効率よく吸着するペプチドであるヒス

。 コ  タチンを添加すると失われた。このこと
目  か らカバノアナタケによる阻害機序は、

水溶性 リグニンがHIV- 1プロテア
ーゼに吸

図 カ バノアナタケ粗抽出物のゲル濾過   着 することによつて起こると考察した。

〇
∞
●メヽ

10 20 30

Fraction number

による分画

カラム :Su p e r d e x - 2 0 0

波  長 :28 0 n m

酸及びフェルラ酸の重合体は、両化合物とも高分子量画分でより強い阻害活性を示

したが、分子量500-1,000の画分でも3μg/ml前後のIC50値を示した。

要約

HIVプロテアーゼの活性阻害物質をカバノアナタケの熱水抽出物中に見出し、その

活性が高分子の水溶性 リグニンによることを見出した。またヒスタチンの添加によ

り阻害活性が低下 したことから、阻害機構は物理的吸着であると推測 した。さらに

小麦ふすま抽出水溶性 リグニン、及び水溶性リグニンのモデル化合物である重合体

で阻害活性が認められたことより、水溶性 リグニンにHIVプロテア
ーゼの活性阻害能

があることがわかつた。

この研究は通商産業省工業技術院生命工学工業技術研究所の丸山進博士のグル
ー

プと共同して行つた成果である。

小麦ふすま抽出物のHIVプロテアーゼに

対するIC50値は5.5μg/ml。またp―クマル
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バッチ式アイスクリームの物性改良に関する研究        (H9～ 10)

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  渡 邊 治  井 上 貞 仁

研究の目的と概要

近年、北海道の各地で生乳を主原料としたアイスクリームが製造がされ始め、多 くがバッチ式

フリーザー (BF)を 用いて製造している。BFは オーバーランの制御が難しいことに加え、製

造者の大部分は生乳、生クリーム、砂糖といつた原料を主に用いているため、冷凍保存時にスプ

ーンがささらないほど硬 くなってしまい、食べにくい問題点がある。BFで 作られたアイスクリ

ームの物性試験を行つた結果、アイスクリームの硬度はオーバーラン、全固形分、糖分に主に影

響されることが示唆された。これらの結果をふまえ、糖分および種類、乳脂肪分、安定剤がアイ

スクリームの物性に及ぼす影響について検討を行ない、冷凍時でも柔らかいアイスクリームの配

合を模索した。

実用又は予定される成果

・冷凍してもスプーンが通 りやすいアィスクリームの実用化

・バッチ式フリーザーで作 られたアイスクリームの物性改良

試験研究の方法

1.ア イスクリームは図 1の製法により調製した。

2.成 分分析 :乳月旨肪分はレーゼゴットリーブ法、無脂乳固形分はケールダール法、および全

固形分は 70°Cの減圧乾燥による恒量法で行つた。

3.物 性分析 :硬度はアイスクリームを冷凍庫(-18°C)か ら常温(22± 1℃)へ移動 し、3分 間

静置 してから行なった。レオメーターにくさび形(No.34)のプランジャーを装着 し、40mm/mh

の進入速度で、2kgの 荷重がかかった時の進入深度を硬度とした。粘度はエージング後(5°C)

に B型 粘度計で測定 した。オーバーランはカップ容積(130ml)とアイスクリーム重量より求め

た。融解率は常温(22± 1°C)下でアイスクリームを lclll角のプラスチックの網に乗せ、自然

に融けた重量を 10分おきに測定した。

実験結果

1.ア イスクリームの硬度について

アイスクリームの硬度は配合中の砂糖比率および糖の種類に最も大きく影響された。すなわ

ち、糖分の増加に従い進入深度は大きくな り (柔らか くなる)、糖分 30%で は柔らかすぎるた

め測定不可能となった (表 1)。 実際にアイスクリームを食べる時を考慮 した場合、ちようど

良い進入深度 (スプーン通 りが良い)は 10～15mm付 近であることから、砂糖の配合量は 20～25%

が良いことがいえる。しかし、実際の配合では甘すぎるため、使用する糖の種類を考慮に入れ

た上で全糖量として 20～25%程 度に調整するのが良  牛 乳・生クリームを6Cl℃に加温

いと考えた。糖の種類では砂糖 (二糖類)と ブドウ 脱 譜粉乳・砂精・安定剤を加え授拌溶解

糖 (単糖)、フラク トオリゴ糖 (三糖以上)、粉糖
 ホ 圭ゲナイズ(150kg/cm2)

(デキス トリン)、およびエ リスリトール (糖アル   ↓

コール)と の相互関係を検討した (表4)。 その結  殺 〒
(68℃、30分間)

果、プドウ糖の増加に伴い進入深度が大きくなっ  lで

~晩 エージング

た。これは単糖の氷点降下の影響であろう。その  ア イ
スクリームフリーザー

他の糖類では進入深度の変化はほとんどみられな  力
(プ
に充填

かった。しかし、ブドウ糖以外の糖は甘味度の少  -40ド で急速冷凍(一晩)

ないものが多 く、これらを併用することで甘味度  _20℃ 冷凍保存

を調節できるため、砂糖とこれらの糖類の組み合     図 1 ア イスクリームの調製

3.
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わせで進入深度の調整ができる。なお、脂肪分の配合比率の増加は進入深度をわずかに減少さ

せ、安定剤の使用は進入深度に大きな影響がなかった。一般的に単糖 (ブドウ糖、果糖)は 温

度耐性が落ちる (融けやすい)た め大手メーカーでは使用量を少なくする傾向がある。道内の

製造者のほとんどは製造、保存場所と販売するところが同じであり、流通性はさほど問題では

ない。糖類の使いかた次第で物性改良が可能と考えられる。

2。 その他の物性について

オーバーランは全固形分の増加に従い減少し (表 1,2)、 全固形分を
一定にして安定剤、

糖の種類を変えても大きな変イヒがなかった (表3,4)こ とから、全固形分がオーバ
ーランと

関係しているといえる。砂糖の増加に従いミツクス粘度、融解率は増加し、乳脂肪の増加によ

リミックス粘度の増加、融解率の低下がみられた。安定剤の種類でミツクス粘度は大きく変化

した (表3)力 S、硬度、オーバーラン、および融解率との間では明確な相関はなかった。

表1配 含中の精分比率の影響

砂糖配合量
0%      5夕ら     10%     159ろ      209る     25%     30%

進入深度
ミックス粘度

オー′ゞ―ラン

融解率・60mh

全固形分

(mm1     2.3      2.6      4.2      4.5     103     18.7       ∞

(mPa・S) 8.5  11.8  17.1  20.2  285  42.1  105.5

(%)  27.4  18.2   167   52   7.8   76   3.5

(%)     0・ 0     0・ 6     13.0    22.9     31.2    57.2    81.4

(%  ヽ   23.5    28.7     33.6    38.6     43.8     48.7     566

無脂乳固形分 =11.1～11.3%:脂肪分 =123～ 12.4%

表2配 含中の乳脂肪分比率の影響

乳脂肪配含量
3%     7%     10%    15%    20% 25%

進入深度   (nlln)
ミックス粘度  (mPa・S)

オーハ
・―ラン   (%)

融解率・60mm(%)

全固形分   (%)

5.9     6.0     58     5.4     49     4.0

7.7     10.0     13.6     23.0     53.8    1045

27.5     15.5     150     13.3     12.9      9.3

24.0     236      7.3      2.5      0.8      0.0

27.5     31.4    34.7    396     44.8     49.8

無脂乳固形分 =11.1～113%:砂 精分 =13.0%

表3安 定剤添加による物性変化

アイスター側  タマリント
・
力
・
ム  アルキ
・
ン酸    へ

・
"ン  ウシセ

・
ラチン サケセ

・
ラチン コーンスターチ 昆 布粉末

進入深度   (nm)
ミックス粘度  KmPa・S)

オーハ
・―ラン    (%)
融解率・60min ■ ヽ

4 . 5

1763

15.6

2 . 7

4 . 3

648

14.1

22.0

5 0

1236

19.6

23.1

3 9

63.4

169

郎 2

4 . 7

19.8

184

15.7

4 1

18.3

154

257

6 . 6

13.5

19.8

26.3

5 2

29.2

13.7

29.2

安定剤 =o.2%:無脂乳固形分 =113%:脂 肪分 =12.3%:全国形分 =35.6%:砂糖分 =12.0%

表4糖 の種類の検討

砂糖:ブドウ糖    砂 糖:オリコ
・
糖    砂 糖:粉糖    砂 糖:エリスリトール

3:1    1:1    1:3      3:1    1:1    1:3      3:1    1:1    1:3      3:1    1:1    1:3

鮒L′ヽフR層=      (Hun)   5.8    5.5    8.7     5.7    5.4    5.2     69    5.2    44     5.8    3.0    3.1
ミックス粘度    (mPa・S) 15.4  16.0  14.2    18.2  20.6  197    184  23.5  201    16.8  18.9  159
オーハ
・―ラン    (%) 26.2  125  16.7   17.8  15.5  18.0   18.7  16.2  177    8.8  6.8  168
融解率・60min(%)24.5 7.4 18.1  20.1 25.6 21.1  3.8 12.4 9.2  7.8 0.2 14.4

無脂浮L固形分 =11.1～11.2%:脂肪分 =12.2～12.3%:全国形分 =36.3～37.3%:全糖分 =13.3～14.0%

4.要 約

アイスクリームの配合を適時変化させ、硬度に関する検討を行つた。その結果、アイスクリ
ー

ムの配合中の砂糖比率が硬度に大きな影響を及ぼしていることがわかつた。さらに糖類の種類を

変えることで、硬度 ・甘味度の調整ができることが示唆された。安定剤の添加によリミックス粘

度は変化したがアイスクリームの物性への影響は小さかつた。
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2.

水産食品の微量金属の機能性に関する研究       α lo～12)

加工食品部水産食品科 大 堀忠志 太 田智樹 佐 々木茂文

研究の目的と概要

北海道で漁獲される水産物で貝類 (カキ、アサリ)、軟体動物 (イカ、タコ)、海

藻類や魚類の加工残滓には鉄、銅、亜鉛などの微量金属が多く含まれていると考え

られる。特に亜鉛は酵素系において重要な働きをしており、欠乏症すると皮膚炎や

貧血、生殖機能及び味覚 ・臭覚機能の低下などが知られている。また、銅は生体内

では多くの銅結合タンパク質の構成成分であり、骨異常、神経障害が欠乏症として

知られ、一方では過剰障害としてウイルソン病が報告されている。

本研究では、水産物及びその加工食品に含まれる微量金属含量を明らかにすると

ともに、その存在形態やバイォアッセイ等による微量金属が健康機能に及ぼす影響

を明らかにし、健康の維持 ・増進、成人病の予防など機能性に優れた水産食品を開

発する。本年度は、微量金属が多く含まれていると考えられる水産物の内臓等の金

属含量及びイカ肝臓中の金属の存在形態について検討した。

実用又は予定される成果

。安全で健康機能に優れた微量金属を含む水産食品の開発

試験研究の方法

(1)水 産物の微量金属の測定

各試料を 105°Cで乾燥 した後、550°Cにて乾式灰化し、これに6N塩 酸溶液を加

えて試料液を調製した。試料液の微量金属 (Fe、Cu、 Zn、 Cd)は 原子吸光分光光

度計 (Z‐6100。日立)を 用いて直接噴霧法により測定した。

(2)イ カ肝臓中の微量金属の検討

スルメイカ肝臓に2倍 量の 100mMト リス塩酸緩衝液 (pH8.5)を 加え 1分間ホ

モジナイズした後、遠心分離 (10,000×g、15min)し て抽出液を得た。抽出液は

さらに同条件で遠心分離を行い、抽出液 2 mlをゲル濾過に供した。ゲル濾過はセ

ファデックス G‐50を ガラスカラム (2.5×75cm)に 充填し、100mMト リス塩酸

緩衝液 (pH8.5)に て平衡化した後、平均流速 38m1/hで ゲル濾過を行つた。得

られたフラクションについては紫外部吸収(280nln)および微量金属を波1定し、分子

量分布の検討を行つた。なお、分子量は標準タンパク質 (Al,A2,A3,A4・

pharmacia製 )の 溶出位置から推定した。また、遠心分離後の沈澱物についても微

量金属を測定した。

実験結果

分析した水産物内臓及び市販イカ塩辛の微量金属含量を表 1に示した。鉄ce)は

サケ肝臓に多く約 30mg/100g含 まれ、他の内臓は 11～15mg/100gで あつた。

また、銅(C→はスルメイカ肝臓に多く(約14mg/100g)、 亜鉛(Z⇒ではカキ内臓が

3.
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特に多く約45mg/100gで あつた。イカ肝臓を添加した伝統的発酵食品であるイカ

塩辛には、loog中に鉄 0.5～0.9mg、銅 0.8mg、亜鉛が 1.2～1.4mg含まれていた。

表 1 水 産物の内臓汲び市販イカ塩辛の微量金属含量

水 分 灰 分 Fe

g//100g mg/100g

サケ肝臓

ホタテ中腸腺

カキ内臓

ケガニ肝臓

スルメイカ肝臓

8136

7520

80,03

66.63

4175

1.25

223

221

2.56

182

2935

14.59

11.01

1182

1146

4.78

079

3.32

189

1387

364

2,92

45,17

430

996

イカ塩辛(A社)

イカ塩辛(B社 )

66.47

6944

633

736

056

097

083

0,88

141

128

イカ肝臓抽出液のゲル濾過における紫外部吸収のクロマトグラムを図 1に示した。

分子量 40,000付近に大きなピークと約 1,500以下にいくつかのピークが認められ

た。イカ肝臓抽出液のゲル濾過による微量金属のクロマトグラムを図2に 示した。

鉄 ・銅 ・亜鉛とも分子量 40,000付近にピークがみられ、鉄 。銅は分子量約 2,000、

亜鉛では分子量約 1,300付近の低分子域にもピークが認められた。また、遠心分離

後の沈澱物には微量金属が多く含まれ各金属とも全体の70～ 80%を 占めていた。

哺乳動物や魚介類の内臓には金属とタンパク質が結合した分子量が数万～数十万

のメタロチオネインの存在が知られているが、本試験からイカ肝臓中には高分子の

メタロチオネインの存在が推察されるともに低分子領域にも微量金属が存在するこ

が明らかとなつた。

（目
８

０

∽
ｍ
く

ん  島    A4

0   100   200   300   佃    51Xl

溶翻瞳 ( m l )

図 1 イ カ肝臓抽出液のグル濾過クロマトグラム

MW:Al(43,000)ん (25,000)Al(6,tX10)A4(1,50)

平成 11年 度計画

(1)微 量金属の存在形態に関する検討

(2)微 量金属の機能性評価法の検討

100      200      300      400      500

溶出液量 (ml)

図2 イ カ肝臓抽出液のグル流過による

微量金属のクロマトグラム

1 5

毀10

5

0

4 .
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水産物の生殖組織を利用した食品の開発      010～ H12)

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、太田智樹、大堀忠志

1.研究の目的と概要    ´

水産物の卵巣はウエ、イクラ、カズノコ、タラコに代表されるように高級食材で

あり、北海道の重要な水産加工品として広く流通している。そもそも卵巣には生命

の発生に必要な栄養成分や多くの外的要因に対する防御機構が備わつていると推定

される。卵巣には EPA・ DHム ビタミン E、 アミノ酸などの各種栄養成分がバラ

ンス良くかつ豊富に含まれており、
一方これまで明らかにされていない多くの機能

性成分の存在も予想された。この研究ではイクラ、カズノコ、タラコに含まれる抗

酸化成分に注目し、魚油を基質として活性評価を行つた。

実用又は予定される成果

。活性酸素種を消去する機能を活かした健康機能性に優れた魚卵食品の開発

・生殖組織から抽出した抗酸化食材の開発

2.試験研究の方法

1)トコフエロールの定量

日本食品標準成分表分析マニュアルに従つて定量した。すなわち、魚卵 (イクラ、

カズノコ、タラコ)か らBligh&Dyer法 に従つて抽出した全脂質 20m gを 精秤し、

塩化ナトリウム、ピロガロール・エタノール溶液、水酸化カリウム溶液を加えて 70°C

で 30分 間ケン化を行つた。ケン化終了後、塩化ナトリウム水溶液を加えて酢酸エ

チルーヘキサン溶液()lv/VLでトコフエロ
ールを抽出し、蒸発乾固した後、ヘキサン

で再溶解して高速液体クロマトグラフィ
ーで定量した。

2)抗酸化活性の評価

魚卵に 3倍容のリン酸緩衝液を加えてホモジナイズした後、遠心分離 (10,000g X

15min)で 得られた上清を水溶性成分 伸亀ole)と した6ま た、Wholeを さらに限

外ろ過し、分子量 10,000以下を低分子成分oMW⊃ としたo反 応液は 10%イ ワシ

油乳化物、1/10容の VLoleあ るいは LMWFと 酸化促進剤からなり、37°Cで 90分

間反応した後、チオバルビツール酸反応生成物法 (TBA法 )で 酸化を測定した。金

属イオンによる酸化反応を測定するには酸化促進剤としては塩化鉄とアスコルビン

酸 (Fe‐asc)を 用い、ラジカル反応による酸化反応を測定するには 2、2‐Azobis(2‐

amidinopropalle)Dihydrochloride KAAP⊃ を使用した。反応液の溶存酸素量の

測定には酸素モニターαSISCO社)を用いた。

3。実験結果

脂溶性抗酸化成分であるトコフエロ
ールは分析した試料ではα型のみで、他のト

コフェロールは検出されなかった (表1)。タラコではイクラやカズノコと比べ著量
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のトコフェロールを含有していた。

タラコでは金属イオンによる酸化反応

(Fe‐asc)でもラジカル反応による酸化

反応 (AAPH)で も抑制し、特にLMWF

(Fe‐asc 60%, AAPH 96%) は

Whole∈b‐asC 20%,AAPH 93%)よ りも

抗酸化活性が強かった。

次に LMWFに 注目してタラコ、

イクラ、カズノコの抗酸化活性を比

較する(図 1)とタラコが Fe‐asc、

AAPH共 に最も強く、イクラでは

Fe‐ascで 16.7%であつたが、AAPH

では 80.4%酸化を抑制した。また、

カズノコは Fe‐ascも AAPHも 共に

20%の 酸化抑制であった。

反応液にイクラから抽出した

Wholeを 添加して Fe‐ascで酸化促

進した時の溶存酸素の減少量を測定

した(図の。対照区は反応開始直後か

ら急速に溶存酸素量が減少するが、

イクラ WhOleを 添加した区では減

少は少なく、60分でも82.8%の酸素

が残存し、酸化が抑制されているこ

とが明らかとなつた。

表 1 魚 卵の トコフェロール含量

/-Lsls

（Ｓ
）冊
仰
日
翠
饉

（Ｓ
）唱
０
贅
礁
翻
性
壇

タラコ

イクラ

カズコ

1,160.0

164.3

133.2

100

80

60

40

20

0

タラコ  イ クラ  カズノコ

図1水 溶性低分子量画分の抗酸化活性

100

90

80

70

00

50

:0   20   30   40   50   60

反応時間(分)

図2イ クラ水溶性成分の抗酸化活性

4・平成 11年度計画

魚卵の水溶性成分には金属イオンをキレートする活性を持つものとラジカル消去

能を持つ成分が存在し、酸化を抑制する能力があつた。これらの機能を持つ成分を

同定すると共に製品化への取り組みとして生殖巣組織のペ
ースト化と凝固方法を検

討する。また、乳製品との複合化を検討する。

―●―イクラ
ー 対照区
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バレイショみ りんの開発 佃[9～Hll)

発酵食品部 本 堂正明

1.研 究の目的と概要

デンプン質野菜のユリネ,バ レイショやカボチャ等は,北 海道の気候や土壌に適し

た農作物である。そのため品質良好なものが生産され需要が多いため,北 海道の生産

シェアが極めて高い。
一方で社会の成熟化 。高齢化 。少子化やライフスタイルの変化

により,大 量生産よりも商品の差別化,個 性化や高付加価値化が求められ,ま た経済

のグローバル化により輸入製品と競合する時代である。そのため従来の生食用や加工

製品のみでは,生 産量の維持や増大は期待できず,新 規用途の研究開発が不可欠であ

る。すなわち市場競争力があり,安 価で品質が良く,安 全で健康機能を有した高度加

工食品の開発が重要な課題である。そこでいずれも大量に含まれるデンプンに着日し,

これを利用したみりん様調味料又はアルコール含有糖質甘味料の開発を目的に試験を

行った.と りわけバレイショについては,デ ンプンやその加工品は海外輸入品と比べ,

市場競争力が弱く,こ れを打開する技術開発が早急に求められている。バレイショデ

ンプンは約 20%の アミロースを含み,デ ンプンの老化による溶けの悪さが予想される

ため,本 研究ではバレイショの前処理と酵素剤添加の検討を行った。

実用又は予定される成果

・バレイショみりん製造技術の開発

。バレイショを用いたアルコール含有糖質甘味飲料製造技術の開発

2.試 験研究の方法

供試原材料 ;バ レイショみりん用仕込原料として,市 販品バレイショ (千歳農協産),

清酒用米麹(日本清酒製)と35%(w/vyエタノ
ール水溶液を用いた。市販酵素剤として,

アミラーセ
゛
AD「 アマノ」1(天野製薬製),ノハ

゛
ミル1500MG(ノホ

゛
製),プ ロテア

ー・t A゙「 アマノ」(天野製

薬製),テ
゛
サームAP(長瀬産業製)を用いた.

浸漬 ;剥皮バレイショを用いて,酢 酸緩衝液⑬H4と pH5)中 で浸漬 した。

加熱 :未剥皮&未 浸漬バレイショを用いて沸騰水(100℃)中で,及 び未剥皮&未 浸漬バ

レイショと剥皮後の浸漬バレイショを用いて加圧蒸気(105℃と 121℃)中で,そ れぞれ

30分 加熱処理後急冷した。

バレイショみりんの調製 ;加熱処理バレイショ200g,米 麹 40g,35%行 0エ タノ
ール

水溶液 100gと 酵素剤を混合して仕込み,30℃ 045日 間熟成させた。この間 1週 間お

きにもろみを撹拌した.熟 成後もろみをさらしで絞り,絞 り汁を遠心分離6000rpm・

20分 )して得られた清澄液をバレイショみりんとした。

分析方法 ;み りん収率は,仕 込原料に対するみりんの重量%で 示した.仕 込原料の水

分,全 窒素と全糖並びにみりんの全窒素,グ ルコ
ース,エ タノ

ール.pHと br破 を,

いずれも常法で測定した。

3.実 験結果

みりん収率はH)は,酵素剤未添加試料より添加試料でいずれも高く,そのうちpH4

―-30-



4 .

浸漬 。105℃加熱とpH5浸 漬 0121℃加熱試料で最も高く,そ れぞれ約 71%で あつた。

全窒素含量(表2)も,い ずれも酵素剤添加試料の方が高かった。そのうち pH4浸 漬 。

105℃加熱と 121℃加熱試料で最も高く,そ れぞれ約 0.27%で あった。グルコース含

量俵 めもまたいずれも酵素剤添加試料の方が高かつた。そのうちpH4浸 漬 。105℃加

熱とpH4浸 漬 。121℃加熱試料で最も高く,そ れぞれ約 20%で あつた.以 上のことか

ら,結 論としては,み りん収率,全 窒素含量とグルコース含量の向上には,仕 込時に

酵素剤添加が必要であり,ま たこれらを同時に向上させる前処理方法としては,pH4

調整緩衝液で浸漬後,105℃ 加熱処理することであつた.

平成 11年度計画

バレイショみりんの機能性を検討する。

表 1   バ レイショみりんの収率に及ほす前処理及び酵素剤添加の影響
(みりんg /仕込原料1 0 0♪

酵素剤

剥皮・pH5緩衝液浸漬・加圧蒸気加熱(105℃・30分)

液浸漬。加圧蒸気加熱(105℃・30分) 108

圧蒸気加熱(121℃・30分)・剥皮

剥皮・pH5緩衝液浸漬・カロ圧蒸気加熱(121℃・30分)
浸漬・加圧蒸気加熱(121℃・30分) 104

バレイショみりんの全窒素含量に及ぼす前処理及び酵素剤添加の影響

未添加

(相対% ) 収率

0253

加圧蒸気加熱(105℃・30分)・

剥皮・pH5緩衝液浸潰・加圧蒸気加熱(105℃・30分)

気加熱(105℃。30分)

加圧蒸気加熱 ( 1 2 1℃・3 0分)・剥皮

剥皮・pH5緩衝液浸漬・加圧蒸気加熱(121℃・30分)
皮・pH4緩衝液浸漬・加圧蒸気加熱(121℃・30分)

(105)

(102)

(107)

(109)

0246

0266

(130)

(122)

6 1 1

5 7 7

6 9 8

0274

0231

0240

(136)

( H 4 )

132

11

115

114

パレイショみりんのグルコース含量に及ぼす前処理及び酵素剤添加の影響

添加

%) 収率

676

(105。C・30分 )・

剥皮・pH5緩衝液浸漬。加圧蒸気加熱(105℃・30分)
加熱 ( 1 0 5℃・

加圧蒸気加熱(121℃・30分)・剥

剥皮・pH5緩衝液浸漬・加圧蒸気加熱(121℃・30分)
・加圧蒸気加熱(121℃。30分)

1 9 4

199

202

185

194

200

( 1 1 1 )
( 1 1 3 )

643

623

703

5 7 8

6 7 4

6 2 6

(105)

( H O )

626   (96)

649   (100)

638   (98)

656   (101)

0203  (100)       440

0181  (90)        417

0195  (97)        459

0226  (112)       506

0183   (91)         438

0180   (89)         453

184   (105)       56.4

192   (109)       588

19_0   (108

175   (100)       513

183   (104)       576

182   (104)       557
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味噌用優良酵母の検索             ( H 1 0～ 12)

発酵食品部調味食品科 山 木携 濱 岡直裕 池 田隆幸

研究の目的と概要

北海道産の味噌は、出荷量に比して自給率 。移出率が低く、その品質の向上が望ま

れている。味噌の製造に利用されている有用微生物として酵母があるが、酵母は、未

熟臭 ・温醸臭の除去や芳香性の付与などに効果があり、優良酵母を選択利用すること

は、味噌の品質向上につながる。本研究では、道産味噌の更なる品質向上の
一方法と

して、北海道独自の優良味噌酵母を選択し、それを味噌醸造に利用することを目標と

する。優良味噌用酵母の検索には、味噌用酵母を迅速に分離
。同定する技術が必要で

あり、この技術を確立することは、微生物汚染防除の面からも有効である。そこで、

本年度は迅速かつ簡便な味噌用耐塩性酵母の分離 。同定技術に関しての検討を行つた。

*予 定される成果

。優良味噌用酵母利用による道産味噌の品質向上

。味噌用酵母の迅速かつ簡便な分離 。同定技術の確立

試験研究の方法

1)供試菌株 :当センター発酵食品科所有の力θθ力ar岬 οθS θθrθ7おゴaθ 5株及びZ"ο
―

s∂θθ力ac圏 tθs“ ″ゴゴ1株 (IF018 7 6 )、発酵研究所より購入 したZ rο″χガ5株 (IF0

1130,0525,0505,0523,0439)、  Zi b′ゴffゴ(IF01098)、 Z:″」iθrοθ′′̀ρSοゴどθs(IF01740)、

Z″θf″s(I F 0 1 6 1 5 )各1株 の合計14菌株を用いて試験を行つた。

2)DN Aの抽出 :各酵母をYPD培地で培養後、グノムDNAの抽出を行つた。抽出方法は、

①キット法 (Genとるくん
TM酵母 。グラム陽性菌用;TaK a R a )、②細胞壁溶解酵素

(Zym o l y a s e  2 0 T ;生化学工業)による前処理 (100 U / m lの酵素液にて30℃、10m i n .反応)

をカロえたキット変法、③ガラスビーズを利用した物理処理法のいずれかによつて行

った。

3)P C R法:S  θθrθ7おゴaθで菌株 レベルまでの分離が可能な δ配列をプライマ
ー として

用い、PCRを行つた。PCR条件は、95℃ 1分 ・58℃ 1分
・72℃ 1分の反応を35サイク

ル行 つた。2%アガロースグル電気泳動により増幅産物を検出 し、そのパタ
ーンを比

較 した。

実験結果

試験に供 した'θθrθ7ゴSゴaθ5株 は以下 Sl―S5と略す。Z Fο″χゴゴ6株 はRl～R6、

Zb∂ゴ′f」、Z〃ゴοFοθf力sοゴ′θュ Z“ ffゴsはそれくれ B、E、Mと略す こととする。

DNAの抽出は、最初にキッ トを使 つて抽出を行つた ところ、力θθ力arω″“属の菌株

Sl～S5については充分量のDNAが取れたが、Zygο∫′θθ力aro n vθ“属の 9菌 株については、

ほとん どDNAが取れなかった。みgο"θο力ar錫/θ“属は耐塩性
・耐糖性酵母であること

から、細胞壁が壊れにくい と考え、次にZym 0 1 y a s eによつて細胞壁に多少損傷 を与えて

から、キットによつて抽出す る方法を検討 した。 この方法によつて、R2、Eを除く 7菌
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株については、充分量のDNAを取ることができた。残つた 2菌 株のDNAを抽出するため

に、MIN I  B E A D―BE A T E R T M (家田貿易)を使つて、菌液をガラス ビーズとともに激 しく攪

拌する物理的な処理方法を用いて、DNAの抽出を試みた。 この方法によつて、 2菌 株 と

も少量ではあるがPCRを行える程度のDNAを取ることができた。

抽出 したDNAをPCRにかけ、増幅産物を電気泳動で検出した結果を図 1に 示 した。

S θθrθ7おゴaθは、菌株 ごとにその検出パターンが異なってお り、菌株の識別が可能で

あったが (Sl～S5)、Z rοrf/方に関 しては、R2以外はどれ も同 じパター ンを示 してお り、

菌株による差は見 られなかった。ただ し、他の統 0"θθ力ara 2 /θθε属の酵母 とは明らか

に異なるパターンを示 した。R2はZ rο″」iJiのタイプス トレインであ り、その由来を調

べるとブ ドウ汁液か ら分離 したものであったのに対 し、その他の 5株 はいずれ も味噌

もしくは醤油か ら採取 してお り、由来に大きな相違が見られた。 したがって、 δ配列

プライマーを用いたPCRによつて、味噌用のZ“ 滅 瑳 母を他の酵母か ら区別できる

可能性が生 じた。

そこで、通常味噌用酵母 として使用 している酵母 と比較 してみることに した。味噌

用酵母 として使われている 3株 (Cl～C3)よりDNAを抽出 し、同条件のPCR反応を行つて

得た結果を図 2に 示す。 コン トロール として、R2とR3を
一緒にPCRにかけ、その検出パ

ターンを比較 した ところ、 3株 ともR3即ち味噌用酵母 と同様の検出パタ
ーンを示 した。

したがって、 δ配列プライマーによって、味噌用酵母の識別及び味噌中の雑菌検出が

できると考えられた。

図 1 試 験酵母の電気泳動パターン

図2 味 噌用酵母の電気泳動

パターンの比較

平成11年度計画

市販の味噌より酵母を分離 し、DNAのPCR産物の電気泳動パタ
ーンを今年度の結果と

比較することによつて、味噌用酵母の検出が可能かどうかを検討する。また、味噌用

酵母を菌株レベルで分けられるPCR条件について、更に検討をカロえる。

HKC3C2ClR3R2‖K

S2 S3 S4 S5 Rl
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食品中の乳酸菌による有害微生物阻上に関する試験研究   (H 1 0～ H12 )

発酵食品部 調 味食品科  池 田隆幸 濱 岡直裕 山 木 携

研究の目的と概要

人類は乳酸菌発酵食品を数千年にわたり摂取 してきてお り、健康への寄与が科学的に

も証明され安全性 も保証 されている。最近、大腸菌0157による食中毒が増 え抗菌グッズ

や殺菌剤などの売れ行 きが伸ぴているが、 この乳酸菌の持つ静菌 ・殺菌効果についても

注 目されてきてお り食品保蔵への利用研究が必要 となってきている。特に欧米ては、

協 oθ鰯浴励′お由来の抗菌物質 (パ クテ リオシン)で あるナイシンが食品添加物 として

許可 されてお り、グラム陽性の腐敗菌の生育を抑える目的でソーセージなどに添加され

ている。抗菌物質 を生産する乳酸菌については、欧米で乳由来乎L酸菌を元に研究が進ん

ているが、植物由来乳酸菌の抗菌物質についてはその研究は始まったばか りと言える。

また、乳酸菌が生成する乳酸 とそれに伴 うpHの低下 を始め、少量の副生物 もまた有害

微生物 を阻止するといわれているが、詳細は明かではない。北海道においても漬け物、

味噌および醤油製造は重要な食品産業であ り、食品の安全性に疑間符がうたれている今、

安全で安定な食品を本道か ら提供 し続けることが、他府県産食品に対する差別化の点か

らも極めて重要なアイテムとなっている。これには乳酸菌由来の抗菌物質および乳酸菌

による有害微生物制御技術を構築 し、本道食品にあらためて安全 という付加価値 をつけ

加えることがきわめて有効な手段である。本試験研究では、 これまで研究のほとんど行

われていない植物由来の乳酸菌を用いて有害微生物の生育を制御する技術 を作 り出す こ

とを目的とする。

予定 される成果

。乳酸菌による食品保存技術の確立

。日持ちの良い食品

研究の方法

供試菌株

抗菌物質検索のために使用 した菌株は、当研究セ ンターの保存菌株、 ル″嗣 客 J“″

お動 ジ・り鶴 aris IF0 3247、 L″ θθ“θ“=醐ts sπり .′αε′おIF0 12007、 r″ γ4″ηθθ“θtt λαJψλtt J

CM 5888を 用いた。また、被検菌株 として、 物 賀 Sb磁薇sISW 1214、 Staphylococcus a

u r e u s  I F 0  1 4 6 2を用 いた。

培地

乳酸菌の生育にはGYP液体培地を用いた。そのほかの菌の培養にはLB培地 を用いた。
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乳酸菌の分離

乳酸菌の分離源 として、発酵途中のみそ 5種 類 と漬け物 5種 類か ら、10pp mのシクロヘ

キシ ミドおよびアジ化ナ トリウムGYP白亜寒天培地を用 いて、ハローが生 じた乳酸菌を分

離 した。

抗菌物質生産菌株の検索

分離 した乳酸菌をGYP培地で30℃24時間培養後、3000 r p皿10分間の遠心分離をしその上

清のpHを7と して、被検液 として用いた。被検菌をシャ
ー レに重層 した寒天培地の上に直

径5mm高さ511 1 1 1 1のステ ンレス筒を置き、その中に100μ lの 被検液を満たし30℃24時間培養

し、ハローを検出することによってバクテ リオシンの産生を検出した。

図 1 抗 菌性物質のスク リーニ ング

円筒 (培 養濾液を200μ  l)
OP培 地+菌液 (大腸菌、枯草菌、乳酸菌)

ヾ
0″ 培地

実験結果

発酵途中の味噌及び漬け物それぞれ 5種 類ずつか らGYP白亜寒天培地で酸を生成 した乳

酸菌 と考えられる菌を約200株分離 した。それぞれを、GYP液体地で培養 しその培養上清

をpH7に調整 した後バクテ リオシンの検索を行った。その結果、みそ由来乳酸菌か ら10株、

はさみ漬け漬け物由来乳酸菌か ら4株、浅漬由来乳酸菌か ら2株が枯草菌に対 して抗菌活

性を有することが明らかとなった。このうち、阻止円のク リア
ーな 2菌 株の同定 を行う

目的で、染色体DNAを抽出生成 し、特異的プライマ
ーを用いたPCRによ り16SリボソームR

NAの塩基配列を決定 した。その結果、両菌株 ともR滋 “θθθ賀″効%膨 餐 であることが推

察 された。

4 平 成 11年 度の計画

抗菌性物質 を生産する手L酸菌のスク リ
ーニング

抗菌性物質の同定

横から見た図
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発酵食品用有用乳酸菌の育種と乾燥化に関する研究  (H9～ Hll)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 富 永一哉

研究の目的と概要

乳酸菌が働いて作られる発酵食品を高品質に安定して製造するためには、平L酸菌

スターターの添カロが必要である。これまでに、流動層乾燥法による乾燥乳酸菌スターターの製

造方法を研究開発 し、高い生菌数を持つ乾燥平L酸菌スターターを作る技術を得ている。

本スターターを実際の製造現場で用いる前に、製造時に十分に作用するかを確かめる必

要がある。そこで、味噌用乳酸菌スターターをもちいて、味噌へ
°―スト中での培養及び味噌

添力日試験をおこなつた。

実用または予定される成果

。流動層乾燥による乾燥平L酸菌の実用化及び商品化

試験研究の方法

供試菌は、信州味噌研究所より分譲された TengenOcOccus blphila P3を用いた。

味噌へ
°
ウトによる試験は昨年作成 したスターターを用い、増殖及び pH変 化を測定した。

味噌へ
°―ストは、対水食塩濃度の変更や酵母エキスの添加をした試験区も合わせて検討 し

た。味噌添加試験用にはこれまでと同様に、培養を行い、基材にきなこを用いて流

動層乾燥を行って新規に作成 した。乾燥後の生菌数の測定は GANI寒 天培地を用い、

味噌中の菌数は、GANI寒 天培地あるいは BCPカ ロフ
°
レートカウント寒天培地に食塩 10%分

と 100ppmに なるようにシクロヘキシミドを混合 した培地を用いた。酵母は PDA培 地に食

塩 10%分 を添力日した培地により測定した。

実験結果

約 1年 間保存されていたスキムミルクベ―スの乾燥乳酸菌スターターは lg当たリー億個以上の

生菌数を保つてお り、本スターターの保存性の高さが示された。冷蔵庫中で保存されて

いれば 1年 間は十分に初期と変わらない生菌数を維持できる。復水時の味噌へ
°―スト

培地成分を変更し、表に示 したような試験区により対水食塩濃度の低下や酵母エキス

の添加による復水性の影響をみた。前年度に行つた味噌へ
°―ストによる復水試験では、

味噌へ
°
ウト培地中で復水したのか菌数測定時に復水したのかが不明であることから、

今回は 3日 後に生菌数を測定し
表 味噌ペーストの組成等

た。対水食塩濃度を若千低下さ

せると生菌数があがることが示

された(図 1)。へ
°―スト中で復水し

た後、生育しているのかを確認

するため、本年はへ
°―スト中でどの

ように菌数が推移するかを確認

A  B  C  D

2 .

3.

―週間熟成味噌
塩
水

1 0 0    1 0 0    1 0 0    1 0 0

4 2     3 6     3 6     3 6

1 5 8    1 6 4    1 5 8    1 4 9

対水食塩濃度(%)
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した。新たに味噌原料である大豆加工品のきなこを基材 として流動層乾燥を行い乾

燥茅L酸菌スターターを作成 し、味噌へ
°―スト中の生菌数と pHの 変化を測定したところ図 2

に示すような変化を示した。添加 した茅L酸菌は味噌へ
°―スト培地中に順応するのに 3

日かか りその間に約 10%まで菌数が低下する。その後順応 した菌が増加を始め、

添加後 4日 目には添加菌数まで増殖 し、その後約 100倍まで増える。この変化は、

乾燥菌を直接添加 した場合、乾燥菌を
一度水で復水してから添加 した場合、培養 し

た菌を直接添加 した場合のいずれの場合においても同じような挙動を示した。乾燥

菌を用いたことによるタイムラク
゛
や実際に味噌へ

°―スト中で活動する生菌数に差がないこ

とが示された。増殖 しやすいと考えられる味噌へ
°―スト中で一時的に菌数が低下する

ことから推定して、味噌中では菌数増加までさらにさらに時間がかかることが推定

される。味噌に平L酸菌を添カロしたこれまでの報告では、菌数の測定を 20日 間隔く

らいで測定しており、この間に
一時的な菌数の低下が埋もれていると考えられる。

この結果より、味噌用乾燥平L酸菌は培養液状態で添加 した場合と同じような挙動を

示すこと、
一
年以上の保存に耐えられることが示され、乾燥菌スタ

ーターの性能の高さ

が明らかとなつた。

1 . O E + 0 8

1 . O E + 0 6

1 . O E + 0 4

1 , O E + 0 2

1 . O E + 0 0

図 1 復 水時の味噌へ
・―スト培地組成の影響

理 :理論添加菌数  A～ D:味 噌へ
・―ストの種類 1:乾 燥菌スターター 2:培 養液

図2 味 噌だウト中における生菌数とpHの変化
broth:培養液添加  ス キム:スキムミルクベ―ス直接添加  ス キムⅡ :スキムミルクヘ

°―ス復水後添加

4.平 成 11年度計画

味噌中における復水及び増殖を向上させる培養条件の検討

清酒用乳酸菌の復水性と酒母中での挙動の把握

1.OE+10

縦1.OE+08
鎌

欄E l , O E + 0 6

期

1, O E + 0 4

6

5 . 5

5

4 . 5

4

エ

一 broth          ― スキム          ー スキ
一 broth‐pH    ― スキム‐pH    ‐ ― スキムΠ‐
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2 .

清酒用乾燥酵母の実用化研究 (H9～11)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 田 村吉史 柿 本雅史
加工食品部 浅 野行蔵、日本甜菜製糖 (株) 石 栗 秀

研究の目的と概要
ワイン製造においては、醸造用の酵母として乾燥酵母を使用するの
が既に一般的になつています。しかし、清酒の製造においては、特殊
な場合を除き乾燥酵母を用いる例はあまりありませんでした。作業性
の見地と労務の省力化のために、当センターにおいて清酒用酵母K701

株及びK901株を開発し、実用化に成功しました。
これに続き、実際の仕込みに乾燥酵母を使つた場合に生じる様々な
問題点や役に立つノウハウを検討すると共に、新たなタイプの酒造用
乾燥酵母の開発を目指して、本研究をスタートさせました。今年は緊
急の問題となつた乾燥酵母のアルコール耐性と寒冷耐性について検討
しました。

【実用または予定される成果】
・乾燥酵母を用いた清酒製造技術の安定化とコストダウン
・乾燥酵母の新たな市場の開拓

試験研究の方法

乾燥酵母のアルコール耐性については、予めアルコールを任意の濃
度にしたモデルモロミを調製し、そこへ水戻しした乾燥酵母を投入し
て、その後のアルコール生成を調べました。
寒冷耐性については、清酒酵母K701株及びK901株について、常法と
している40℃の温水で復水後菌体を回収し、再度4℃の冷水に懸濁し
たものと復水後そのまま室温で放置したものとの発酵力を、ファーモ
グラフを用いて比較しました。

実験結果
エタノール濃度10%以 下のモデルモロミでは、アルコール発酵が始
まりましたが、その程度は低いものでした。また、アルコール10%以
上のモデルモロミでは、乾燥酵母を投入してもさらなるアルコール発
酵は観察されませんでした。したがって、水戻しした直後の状態では、

乾燥酵母のアルコール耐性

追い種後の日敗(Dayl

乾燥酵母のアル
コール耐性は低い

ことがわかりまし

た。乾燥酵母仕込

みで発酵させたモ
ロミが、後期にお
いてもアルコール

発酵が盛んなのは、

乾燥酵母は自分で
生成したアルコー

ルによって自ら耐
性を獲得して (順

3.
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清酒用乾燥辟母の寒冷耐性
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応 して)い るもの

と思われます。

K701及びK901両

株 とも、復水後の

使用温度による発

酵力には大きな差

が出ませんでした。

ただし、K901株で

は室温に放置した

方がわずかですが

ガス発生量が多く

なつていました。

以上のことから、

冬季間の酒造場の

温度下でも、乾燥酵母はほとんど問題なく使用できることが分かりま

した。

以前の実験結果と今回の結果から、乾燥酵母は浸透圧や温度糖の物

理的ストレスに対しての比較的広範な耐性を持つが、アルコ
ール濃度

のような化学的ストレスに対しては、復水後に耐性を獲得していくも

のと考えられます。
4.平 成 11年 度計画

今後も、酒造現場において発生する乾燥酵母の取り扱い上の問題に

対処し、乾燥酵母仕込みの技術の高度化を目指します。

また、清酒用の香気生成株の乾燥酵母化について、生残率をより高

める乾燥方法に関しての検討を進めます。
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食品製造工場における衛生管理技術に関する研究    (H9～ HH)

一電解水のモヤシ製造工程への利用 ―

発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史 富 永一哉

1.研 究の目的と概要

モヤシを生育する高温多湿下の環境は、モヤシばかりではなく、微生物の増殖にも

適している。一方、モヤシの細菌数の低減は鮮度保持に役立つので、生産者はなお一

層の菌数低下が求められている。

電解水は生成法の違いにより、機能や作用の強さが異なる事が知られており、電解

水の有効利用を図るには、機能や作用の違いを、十分理解する必要がある。また電解

水は食品材料の殺菌に使用する場合、種 の々要件により食衛法上そのまま認可されるか

は微妙である。現在は食品殺菌への認可に向けて、個々の食品材料や使用方法別の効果

の有無並びに安全性の確認についての研究が必要とされている。

本研究では、モヤシの製造工程のうち、A:生育時の散水、B:生育後の洗浄に生成法の    ⌒

異なる3種類の電解水を作用さた時の殺菌効果について検討した。

実用又は予定される成果

。モヤシエ場での実用化によるモヤシの鮮度維持向上

2.試 験研究の方法

散水試験の原料は、実際に工場で使用している中国産緑豆を使用し、洗浄試験には、

工場で収穫直後の未洗浄モヤシ似株先浄モヤカを使用した。試験の供試水は、3種類の電

解水と次亜塩素酸ナトリウム溶液 似硫素対とし、対照として水道水を使用した (表-1)。

表-1 供 試水の生成法と性状

試水 区 生成法 pH 有効塩素濃度(ppm)

pH2水 隔1莫式バッチ型 2.3～ 2.5 30-40

pH6水 無隔膜式流水型 5.5-6.0 50・・80

pH8水 無隔1莫式流水型 8.0～9.0 90～ 100

水道水 江別市水道水 7.4 買
Ｕ
∩
υ

塩素水 次亜塩素酸ナトリウムを希釈
ａ
Ｕ

Ａ
υ

ｎ
ｕ
ｎ
ｕ

*塩 素水については、洗浄試験にのみ使用

A:生育時の散水試験

緑豆 30gを 85℃ に加温した 300mlの供試水にて 10秒間加熱殺菌処理後、30℃ の

pH2水 で 3～ 4時 間浸漬した。lLホ
°
リヒ
゛
勲―の底面に小穴を多数開けリト水を容易に

した生育容器を作成し、浸漬した緑豆を入れ 25℃湿度 8000%の 条件下で 7日 間生育

させた。散水は 1回 1000mlの供試水を 1日 に 4回 行った。対照区は水道水とした。

経時的に一般生菌数、モヤシ胚軸の長さ 0太 さを測定した。

B:生育後の洗浄試験

未洗浄モヤシ 250gを 5000mlの供試水で 1分 毎に 1回撹拌し、10分 間浸漬洗浄し
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た。洗浄液が残存しないよう水洗、脱水し、30gず つホ
°
リエチレン製袋に詰め密封後、10

℃にて4日 間保存した。経時的に
一般生菌数を測定し、モヤシの色調の変化を目視確

3.

認した。

実験結果          襲
A:生育時の散水試験     a

pH6水 、pH8水 、水 二
道水区は 3日 目で既に細菌 穏

数が106レベルまで増殖し、7 望

日日で 108～109レベルに達した  !

:0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

(図‐1)。 pH2水 区は生育

期間中の微生物の増殖抑制

効果は顕著であり、 7日 目

でも 107レベルに抑制できた。

他の区と比較して、1/10～ 1/100菌

数が低いモヤシを生育する事が出

来た。生育したモヤシは、水道水

区が最も長く、太さには差がなか

った (表‐2)。全ての区で市販品(5

社 n=25 0 )より長く、細いモヤ  10

シとなつた。これは、製造工 雲
場ではエチレンガスを施用し消費 a9
者ニーズに合つた、太く、短め ミ8
のモヤシを生産しているが、 種
本実験ではエチレンガスを使用し 望

7

なかった事によると考えた。 !

B:モヤシの洗浄試験

洗浄処理によリ
ー般生菌数

は、 pH2区 で 1/50、他の区

o 1 2 3 4 5 6

生育 日数 (日)

図-1散 水試験における殺菌効果

表-2 モ ヤシ胚軸の長さと太さ

処理前 処理後 1          2          3

保存 日数

試験における殺菌効果

6

図-2洗 浄

では 1/10程度減少した (図‐2)。pH2水 区は 2日 目までは微生物の増殖抑制効果が

認められたが、3日 日以降は全ての区で 108レベルに達した。モヤシの色調は、保存日

数の経過と共に褐色化が進んだが、pH2水 区は他の区より褐色化の進行が遅かつた。

また、保存中の胚軸の軟化も少なく他の区に比べきれいな状態で保存出来た。

平成 H年 度計画

太いモヤシを作るため、新レンがスを用いた散水試験を検討する。

他の食品材料への電解水の利用を検討する。

試水区 長 さ(cm) kさ(cm)

pH2, 8.88 0.26

DH6水 9。21 0.25

DH8水 9.20 0.26

水道水 11.76 0。29

F販品 6.72 0。39

― pH2
-8-pH6

-pH8

- 塩 素水
‐‐◇。水道水

   ◇ レ

- 4 1 -



2.

海産物ゼラチンの食品カロエヘの利用 (H9～H10)

応用技術部 食 品工学科 岩 下敦子 清 水英樹

熊林義晃 河 野慎一 山 崎邦雄

研究の目的と概要

北海道の主要水産物であるサケ 。マスは、近年供給が過剰ぎみであることから、

これらを使つた高次加工食品の開発が盛んに行われている。これに伴い、未利用部

位が大量に排出され、その有効利用は本道の重要課題となっている。中でもサケ ・

マスの皮はその代表的なもののひとつであり、年間約 1万 トン近くが排出されてい

る。

サケ 。マス等魚類の皮の主成分はコラーゲンである。ほ乳類由来のコラーゲンは、

すでにコラーゲンあるいはゼラチンとして、食品素材 。医療用材等に広く利用され

ている。
一方、魚類コラーゲンはその性質等について研究はされているものの、国

内外においては実用化には至っていないのが現状である。

本研究では、魚類ゼラチンの食品素材としての幅広い利用を目的とし、そのため

に重要と考えられる魚類ゼラチン特有のにおいの除去 。低減化に関する検討、並び

に魚類ゼラチンの食品への利用適性を検討する。

実用又は予定される成果

。従来のゼラチンとは異なる物性を有する新規食品用増粘剤の開発

・冷蔵 ・冷凍海産物保護材の開発

・消化吸収に優れた栄養補助 (タンパク質)食 品の開発

試験研究の方法

a)脱脂 ・脱臭方法の検討

昨年度は脱脂 。脱臭のため、エタノールを用いた工程により、きわめてにおいの

少ない良好なサンプルを得た。 しかし、工場規模で生産するには有機溶剤を回収す

るための高額な設備投資が必要となる。そこで、本年度は、有機溶剤を用いない工

程によって、同程度のにおいのすくないゼラチンの抽出方法を検討した。①流水サ

ラシ ② 下ゆで ③ アルカリ漬 ④ 酸漬 ⑤ 石灰漬 ⑥ 塩漬の各処理をエタノール

処理の代わりに行い、抽出 ・乾燥サンプルを官能検査 (におい)に より評価した。

良好なサンプルについて、物性 (グル強度、融点、透過率)測 定および栄養成分分

析を行い、エタノール抽出処理サンプルと比較した。

b)食品利用への検討

食品への利用が可能かどうかを、増粘剤として、市販ゼラチンおよび、鮭ゼラチ

ンをそれぞれ 0.2%および 0.o5%添加したアイスクリーム (基本配合 :牛乳 1240g、

生クリーム430g、脱脂粉乳 90g、砂糖 240g)を試作し官能評価をおこなった。
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3 .

c )咀疇 。喋下困難者食品への利用の検討

咀曙困難者 ・咀唱廉下困難者用食品は厚生省の特別用途食品として製品の許可基

準が堅さと粘度の項 目で定められている。今回はサケ皮ゼラチンの各種濃度溶液

(0.5,1 . 0 , 2 . 5 , 5 . 0 , 1 0 . 0 % )の5,20℃における粘度を市販ゼラチンを対照品として、B

型粘度計にて測定した。

実験結果

a)①～⑥の処理において、⑥の塩漬処理

のサンプルが官能評価で良好な結果であつ

た。その物性 (表 1)お よび成分分析 (表

エタノーノ

2 )よ り、塩漬処理サンプルとエタノール処理

とに差が無いと判断し、以後の試験には塩漬処

理によるサンプルを用いた。

b)パネラー(n=1 0 )による試作アイスクリ
ーム

の評価結果より、魚臭やだし臭などを感 じたパ

ネラーはいなかつたので、各種の食品に利用可能であることが示唆された。

c)各種濃度溶液の粘度測定結果を表 3に 示した。サケ皮ゼラチンは融点が低いた

め、20℃ではゾル化しない。低温 (5℃)で は、市販ゼラチンと同程度にゾル化 。

グル化している。一方、市販ゼラチンは 20℃ 。2.5%濃度で経時的に粘度が上昇す

ること、微妙な濃度差でグル化が急激に進み、ゾル状態の維持が難しいことなどを

考えると、市販ゼラチンによるゾル状食品の製造は難しい。それに対し、サケ皮ゼ

ラチンは、市販品に比較して低温でのゲル化が穏やかであること (表3の 5℃ 、濃

度 0.5%-1.0%の粘度上昇が少ない)か ら濃度調整がし易い、また、融点が低いので、

日溶けが良いことが利点として考えられた。

現状では食品への増粘剤は多糖類の使用が
一般的であるが、多糖類は一般的に難

消化性であることを考えると、高齢者や、病弱者の場合、タンパク質を主体とする

ゼラチンは消化も良いので利用する価値は大きいであろう。

表3各 種濃度溶液の粘度測定
20℃            5℃

溶液濃度(%)サ ケ皮ゼラチン市販ゼラチン  サ ケ皮ゼラチン 市販ゼラチン

0.5

融点(℃)
ゲル強度(g)
収率の

81.2

15,7

280‐320

20.6

80.7

13.2

350‐400

21.3

1 . 0

2 . 5 1.0      450‐ 8250

表2サ ケ皮ゼラチンの成分分析結
エタノール処理 塩漬処理

窒素      17.2       15.7
7k分      9.3        8.4
E【′)        0.5         0,9
月旨聾事       0.3         0.3

( % )

100            95

6500         28000

21600        〉 50000

〉50000         ‐ ―5.0         5.0      〉50000

10.0        15.0      〉50000

表1 サ ケ皮ゼラチンの物性測定結果

咀疇・朧下困難者食品基準(ゾル):]500cp以 上 ,20℃ (単位:粘度 cP)

4.要 約

水産未利用資源である、サケ皮からゼラチンを抽出するにあたり、より低臭

の製品の製造工程を検討 し、製造サンプルの食品への利用を検討 した。
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通電処理技術を用いた食品加工に関する試験研究      (H9～ Hll)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎
一 岩 下敦子 山 崎邦雄

研究の目的と概要

通電加熱技術は、食品自体に交流電流を流すことにより食品を直接発熱させる

技術で、既にかまばこの製造やパン粉用原料パンの焼成などに用いられている。

パン粉用原料パンは焼成方法により通電式と焙焼式との2種類あり、通電式パン

製造は、焦げ目がない、短時間カロ熱などの利点を持つが、焙焼式に比べて食感の

悪さ (硬さ)が 問題となっている。今年度は焙焼式パンと同程度の硬さをもつ通

電式パンの製造を目的として、通電方法と品質の関係を中心に試験研究を行つた。

実用又は予定される効果

・通電加熱技術を使用したパン製造方法の改善

試験研究の方法

パンの製造はストレー ト法で行つた。二次発酵を所定の時間行った後、通電式

はチタン板電極が取り付けられた型A(内 法 12x36x20cm)に 生地を詰めて、所

定の電圧を印加して中心温度が 100℃到達後 5分経過するまで焼成した。焙焼式

は型B(内 法 1lx35x12cm)に 生地を詰めて 200℃に設定された電気オーブンを

用いて中心温度が98℃に到達するまで焼成した。通電式と焙焼式との併用試験は

型Bに 生地を詰めて、中心温度を通電加熱で所定温度まで昇温した後、電気オー

ブンに移し焼成した。生地の量はそれぞれ 3斤 (1斤 4509)と した。焼成後、

1時 間自然放冷した後、13℃90%RHの 恒温
′恒湿器の中で24時 間老化させた。

通電式による加熱は、サイリスタを用いた位相制御による定電圧カロ熱を行つた。

パンの品質評価は 焼 成後 1時 間自然放冷したものと 24時 間老化後のものと

についてパン内相の含水率、硬さについて行つた。硬さはレオメータ (サン科学

CR200Dプ ランジャーφ36mm)を 用いて測定した。25mm厚 にスライスしたパ

ンにプランジャーを 6.3mm押 し込んだ時の荷重を硬さとした。含水率は赤外線

カロ熱水分計 (ケット科学研究所 FD230 カ 日熱温度 135℃)を 用いて測定した。

実験結果

生地温度が 100℃を保持する帯域の通電方法について検討した。図1に加熱中

の生地温度と電流値とを示した。印加電圧を
一定 (175V)と した場合、100℃到

達後は徐々に電流値が下がつた。印加電圧を調節 (100℃到達後印加電圧を 175V

から50Vに 下げた)し た場合、電流値は大きく下がりほぼ
一定の値で経過した。

図2に焼成したパンの含水率と荷重との関係を示した。通電式で電圧
一定の場

合、1時 間後は荷重の平均が233gf、含水率の平均が34.7%で 、24時 間後は 1250gf、

33.9%と なつた。電圧調節した場合、 1時 間後は 165gf、39.2%で 、24時 間後は

878gf、37.8%と なつた。焙焼式の場合、1時間後は 1579f、45,0%で 、24時 間後

は708gf、44.7%と なつた。電圧を調節した場合、含水率は電圧
一定の通電式と焙

焼式とのほぼ中間の値となり、荷重は焙焼式の場合に近い値になつた。含水率の

値が高くなつたのは、電圧を下げることで過度の水分蒸発が防げたためと考えら
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れた。焼成終了時の含水率は老化の速さに大きな関連があると云われており、こ

の方法で含水率を高くすれば、老化後も柔らかいパンができると考えられた。

図3に電圧一定と電圧調整の場合の各温度帯域における消費した電力量を示し

た。30℃から100℃までは両者ともほぼ同一の値であつたが、電圧調整の場合は

100℃の帯域では電力量が 1/10までに下がつた。焼成全体では約 35%下 がつた。

生地温度が 50～70℃帯域の焼成方法の影響について検討した。図4に 通電式

と焙焼式との組合せ試験の温度特性を示した。図中のAは 焙焼式、Bは 50℃まで

通電式で焼成した後は焙焼式で焼成、Cは 70℃まで通電式で焼成した後は焙焼式

で焼成した。 1時 間後、24時 間後の荷重は、いずれも焙焼式のものとほぼ同じ値

であつた。官能試験では、Cは やや粘りのある食感となり、Bや Aの 食感とは異

なるものであった。通電式パンの食感の悪さは、老化後の硬さという要素以外に

も50～70℃帯域で決まる他の要素があると考えられた。

生地温度が 30～50℃帯域の焼成方法の影響について検討した。パンのすだち

は焙焼式に比べて通電式は小さくなる傾向があつた。図4の パンAで 示した焙焼

式の場合、中心温度は 30℃付近で 10分 間程度停滞していた。このことから、通

電式において 10分 間程度二次発酵時間を延長して焼成すると焙焼式のものとほ

ぼ同一の大きさとなつた。通電式ですだちが小さくなるのは、急速な昇温により

30℃付近の停滞時間が焙焼式に比べて短くなるためと考えられた。

平成 11年度計画

050～70℃帯域を主とした最適通電方法の検討とパン品質との関係の調査
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電気浸透法の食品工業への応用        (H9-Hll)

応用技術部 食 品工学科  河 野慎一 熊 林義晃 岩 下敦子 山 崎邦雄

1.研 究の 目的と概要

電気浸透脱水法は、試料に電流を流して固液分離を行う方法である。活性汚泥

等、従来の機械的な脱水方法では、困難であるものに対して効果的である。

食品工業において、固液分離は重要な操作であり、遠心分離、圧搾分離など様々

な方法が現在使用されている。しかし、これらの固液分離法から生じる残査(ケー

キ)は、微粒子構造を持つものが多く含水率が高い。このため、微生物の繁殖、容

積の大きさなど、取り扱いに多くの問題を持つ。しかし、これらの残査には有用

成分が多く含まれているため、搾汁効率の良い固液分離方法が開発されれば、残

査の有効利用が可能となり、更にろ液も多く回収される。本試験では、電気浸透

脱水法を、食品工業に応用するために、有用成分が多く含まれるが、高水分のた

めに、有効利用の妨げとなっている、おからについて圧搾法との比較を行った。

○実用または予定される成果

新しい固液分離装置の開発

2.試 験研究の方法

おからは、A社 の豆腐製造工程で生じるも

のを用いた。水分は76。9%で あつた。

試験は直径42nlnl、円筒形、アクリル製の試

験装置を用いて行つた(図1)。試験装置に一

定量のおから(40g)を入れ、網目状の電極 (ス

テンレス製)を 試料の上下に配置し、一定の

荷重(5,7kgf)をかけて圧搾を行つた。

試験は電圧を印可しなかったコントロール、直流電源を用いた試験区、交流電

源を用いた試験区で行つた。直流電源試験区は、印加電圧を18V、36Vと し、交流

電源試験区は、36V、lHzの低周波数の電圧を印可した。圧搾後は、ろ液量と水分

を測定した。なお、ろ液は圧搾中に装置上部よりも流出したため、上部ろ液を下

部から排出されるろ液に加え、ろ液量とした。また、水分は、装置内の上部、中

部、下部からサンプリングし、それぞれの部位ごとに測定した (105℃絶乾法)。

3.実 験結果

表 1にそれぞれの試験区の圧搾後水分

用いた試験区では、いずれも、わずかなが

らコントロールよりも低い水分となつた。

ろ液量も、コントロールよりも多い値で

あり、同様の傾向を示した。また、印加電

圧による差は認められなかった。図 1に

脱水装置内の試料水分分布を示した。コ

(平均値)、ろ液量を示した。直流電源を

1.2

|
|

%

表1脱 水後水分棚 水量

水分 1)脱 水量 〔)

原料水分 76.9

コン「●一ル 75,9

18V 74.9 2.5

74.3 2.6

図1 実 験装置概略

―-46-一

低周波交流電流 58.7 5.3



ントロールでは水分が高い順

に上部、中部、下部となつた

が、電気浸透脱水区 (直流電

源)で は逆の順であり、特に

上部の水分が他の部位に比べ

低い値となった。これは、試

料内で、陽極 (上部)か ら陰

極 (下部)へ 水の移動が起こ

る電気浸透現象のためであ

り、圧搾法とは異なつた水分

分布を示すことが認められ

た。

70     72     74     76     78

水分(%)

脱水装置内の試料水分分布

0         20        40        60        80

水分(%)

交流電源試験区の試料水分分布

コントロール

18V

36V

□

図 2

図2に低周波の交流電流試

験区の装置内の試料水分分布

を示した。直流電源を用いた
低周波交流電流

場合に比較してそれぞれの部

位、平均水分、ろ液量、共に

良好な結果であつた。また、
   図 3

ジュール熱によって試料の温

度は上がり、ろ液温度は90℃近くまで上昇した。さらに、脱水装置上部からのろ

液の流出が、他の試験区に比較して多くみられた。

直流電源を用いた場合、時間の経過と共に、陽極 (上部)の 電極付近で局所的

に電気抵抗が増加し、脱水の進行が阻害されるようになるといわれている。交流

電源を用いることで時間の経過と共に電気浸透による液の移動方向が周期的に変

化するため、このため効果的な脱水が行われたと思われる。これは装置上部から

のろ液量が直流電源を用いたときよりも多かったことからも裏付けられた。また、

ジュール熱によつて試料の温度が上昇し、電気抵抗が下がり、その結果電流が多

く流れ、効果的な電気浸透が行われたことも原因であると予想される。

脱水後水分は全体で58.7%と他の試験区よりもかなり低い値となつた。特に装

置内上部では50%を下回り、上部より処理後の試料を排出するような連続装置の

構造をとれば、乾燥補助用の脱水機として十分対応出来る水分であると思われる。

ろ液量は5。3gであり、試料が、水分76.9%、重量40gであることを考慮すると、

これは約 17%に相当する。すなわち、ろ液の回収効率を17%上げることが可能であ

ることが示された。しかし、電気浸透脱水を行う場合は電極の腐食がおこるため、

食品工業へ応用するためには課題であるとされている。

4.平 成 11年 度計画

印加電圧条件の検討、ろ液の分析
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超高圧処理技術を利用した水産物の新規食品加工技術の開発  (H10～ Hll)

一サケマスを利用した新素材新食品の製造一

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 河 野慎
一

1.研 究の目的と概要

食品素材に数千気圧の静水圧をかける超高圧処理はカロ熱と異なり熱による変質が

ない利点があり、食品加工の新しい技術として注目されている。

高圧処理技術はグル状食品の製造、殺菌、保存の分野を中心に新食品素材、新食品

の開発を目的に研究が行われている。新技術である超高圧処理の食品加工分野へ大

きな期待にも拘わらずその利用技術はまだまだ不十分である。

北海道のサケ漁獲量は20万 トンを越え、秋サケの有効利用や需要の拡大、付加

価値の向上や新商品開発が重要になつている。特にブナサケの有効利用は最大の課

題である。

魚肉タンパク質は、加熱処理と同様に超高圧処理によつて変性しグルを形成する性    ⌒

質がある。本研究では高圧処理によサケマスから新規な魚肉タンパク食品素材、新

食品の加工技術の開発をするものである。

本年度は高圧処理によるサケ肉質の物性及び色調に与える影響を調べ新食感を持

つた食品素材の製造について検討した。

実用または予定される成果

。従来の魚肉タンパクとは異なつた物性と機能を持つた食品素材の開発。

2.試 験研究の方法

使用した加圧処理装置は神戸製作所の小型式験機 (WIP)で試料容器は直径6cm、

高さ20cmの円筒形、最高圧力700MPa、ピストン直圧方式、水を圧力媒体とした。

試料はいずれもポリエチレン製の、袋又は円筒容器に入れ真空パックし、圧力を、

100,200,300,500,700MPaで10分から60分高圧処理を行つた時の物性、色調、生菌数

変化を検討した。グル強度についてはレオメ
ータ (サン科学 CR200Dプ ランジャー    ⌒

径Φ10mm)を 用い測定した。色調については色差計 (ミノルタ CR3000)に より

L,a,bを測定した。また一般生菌数の測定には標準寒天培地、大腸菌群数はデゾキシ

コレー ト培地を用いた。

試験に用いたサケ肉は新冠沖の秋サケ (銀毛)で
-30℃保蔵の物を解凍し三枚卸し、

皮、腹須を除去、小骨を抜き取り、精肉部位のみをミンチ状採肉した後ナイフカッ

ターで均一した物を用いた。サケ精肉部の水分は72～75%の 範囲であつた。このサ

ケ肉に食塩を1,2,3%添加して10～15℃で高圧処理をつた。

3.実 験結果

カロ圧処理がサケ肉のグル強度に及ぼす食塩濃度と圧力の関係を表 1に示す。いず

れの食塩添カロ区においても200MPaを越える圧力から急激に強度の増加が認められる。
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サケ肉タンパクの圧力変性が200MPaを境に進んでいることを示している。500MPa以

上では増加は殆どなく圧力変性が完了したことが認められる。

しかし同一圧力で食塩添加区を比較すると1,2%区 と3%区 では3%区 のグル強度の増

加の低いことがわかる。これは筋肉タンパク質の主成分である塩溶生タンパク質の

ミオシンが一部変性している物と考えられる。なを同
一測定条件で魚肉ソーセージ

とポークウインナーを測定したところ各1137,1740gであり食塩区1,2%,処理圧力3

00MPa付近と近い値を示した。

サケ魚肉を高圧処理した後の色調変化を表2に示す。

L値 についてみると処理圧力が高くなるにつれて、L値 も高くなり明るい色調とな

り自みを増す傾向にあつた。 a値に関してはわずかなばらつきがあるものの圧力増

加と共に緩や力ヽ こ減少し赤色系が減少しているのがわかる。b値 についても同様に

減少し青みの度合いが増してくるのが観察された色調変化に関しても200MPaより高

圧の処理でゲル強度と同様の傾向を示した。

一般性菌数は未処理物、で2000のものが200MPa、20分処理で600、300MPa以上では

100以下であり、大腸菌群数は未処理物、加圧処理物とも100以下であつた。

サケ精肉を300MPa10分加圧処理する事により、2%以 下の減塩タイプの新食品素材

を得ることができると同時に細菌数を減少できる。

4.平 成 11年 度計画

魚肉への調味液、油脂等の高圧浸透現象及びブナサケの肉質改良の検討。

表 1 サ ケ肉のカロ圧グル強度に及ぼす食塩濃度の影響

処理圧力

処理時間  分

NaCl%

NaCl%

NaCl%

NaCl%

L値

a値

b値

388  418

478  554

471  622

383  507

OMPa    100MPa

0     10   20

200MPa

10   20

53.74

13.24

21.89

300MPa

10    20

500MPa    700MPa

10    20     10

1452  1611   1724

1734  1744   1671

2228  2385   2387

1468  1572   1705

0

1

2

3

116   137  145

113   125  150

130   147  156

137   131  139

1174

1115

1706

1190

1202

1255

1803

1211

100MPa 500MPa     700MPa

73.37      74.99

10.59       9.29

15.30      14.97

50.60

15.02

25.92

53.01

14.31

22.44

67.21

13.86

18.03

(単位蒼)

表 2 サ ケ肉の色調に及ぼす圧力の影響

(NaC 2%10分間加圧保持)
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近赤外を利用した調味料の非破壊分析に関する試験研究 (H9-10)

中川良二 長 島浩二

山木 携  本 堂正明

応用技術部生物工学科 奥 村幸広 八 十川大輔

発酵食品部調味食品科

研究の目的と概要

食品成分の分析に関して注目されている技術に、非破壊計測法を利用した分析技術がある。非破

壊法の特徴として迅速性、大量の化学薬品が不要、試料の前処理が容易、測定試料の回収が可能な

どがあげられる。この特徴を利用して、大量試料の定期的な分析や、製造プロセスにおけるオンラ

イン管理において非常に有効な技術として、その活用が期待されている。

近赤外法は、食品の非破壊分析のなかでも研究の進められている技術のひとつである。本研究で

は演1定対象として醤油をとりあげ、全窒素、BRIX、食塩の分析に関して予測精度の良好な検量線の

作成が可能であった1 今ヽ回はアルコールの測定について検討を行った。

実用または予定される効果

・醤泊のJAS格付検査 (公定法)へ の適用

・醤油製造におけるオンラインエ程管理手法の開発

試験研究の方法

試料は北海道味噌醤油技術会より提供していただいたJAS格付検査用の醤油を使用した。基準と

なる化学分析値はGC法 で測定した。近赤外 (bTIR)スペクトルはNIR Systems社のNIRS 6500型を

使用して連続スペクトルを測定した。検量線の作成・評価、およびスペクトルの二次微分は、装置

付属のNSAS kr.3.20を使用した。GCお よびNIRスペク トルの測定条件は表1に示した。

JAS格付検査用試料216点について、GC法 により基準となるエタノール含量を測定し、それぞれ

のNIRス ペクトル (図2)を 測定した。このうち検量線作成試料として108′点を選抜し、重回帰分

析 (変数増加法)に よつて、化学分析値と相関の高い波長を選択しながら、検量線を作成し、SEC

(検量線標準誤差)の低いものを50個選抜した。これらの検量線を用いて、検量線評価用試料108′点

に対してそれぞれ予測エタノール含量を算出し、既知の化学分析値と照合した。その中から、SEP

(予演1標準誤差)の低いものを、予測精度の高い検量線として評価 した。

実験結果

(1)二次微分処理は、微少なピ
ークを強調するために有効であるが、

一方でノイズも同時に強調す

るため、検量線の精度向上に寄与するかどうかはケ
ースバイケースといわれている。そこで、原ス

ペクトルおよび二次微分スペクトルから検量線を試作し、予測精度の比較を行つた(表2)。その結

果、醤油中のアルコ
ール測定に関しては、スペクトルを二次微分処理することにより、予浪1精度の

高い検量線を作成することが可能だった(図2,3)c

(2)選択波長の帰属を行 うため、0～5%に 調製したエタノ
ール水溶液のNIRスペクトルを演1定し

た。水溶液系のhIIRスペクトルは、水に由来する吸収が大きく、成分由来の吸収ピ
ークが確認しに

くい。そこで、水との差スペクトルを計算し、エタノ
ール由来のピークを強調して検討した(図4)。

1700nIIn付近および2200～2300nln付近に見られる正の吸収はエタノ
ールに由来するもの、それ以

外の負の吸収は主に溶媒(水)の吸収の変化であると考えられる。第
一波長として選択された2266nln

(原スペクトル)および1688nln(二次微分スペク トル)は、エタノ
ールの吸収に由来するものと考え

られた。

2.
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表 1-a GC測 定条件 表 1-b近 赤外スペク トル測定条件

GC本 体
カラム

検出器
温度
ガス流量

内部標準

日二五263‐70型世
Porapak ηpe Q(50‐80mesh)

3111m×2m(ガ ラスカラム)
FコD

カラム 145℃、注入部 ・検出部 210℃

キャリアー 30皿/min(Hc)

2‐PrOH

装置

検出器
セル

測定範囲

温度

NIR wstems 6500型

透過検出器

lmm

400～ 2500nln、2nmス テップ

25℃

400       800      1200      1600     2000      2400

図2.醤油のNIRスペク トル (透過法、光路長lmm)

表 2.試 作検量線の選択波長と予測精度

〈原スペクトル)

λl   λ 2   λ 3   λ 4

エタノール、0～5%

エタノールのNIR・差スペク トル (原スペク トル)

(0～5%エタノールから水のスペクトルを差し引いたもの)

650

０

４

５Ю

-01

● 1 5

図 4.

―
―
―
―
―
ウ

％５
”
０レ

一
ノタエ

2266 2208  432

2266  1982  1898 2210

2266  1982  1402 2212

2266 2208

2266  1982  1898 2330

0.175  -

0.218

0225

0228

0.233

“

“

昴

郷

Ｎ
Ｉ
Ｒ
計
算
値

（
％
）

“

“

昴

節

Ｎ
Ｉ
Ｒ
計
算
値
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化学分析値 (%)4.要 約

醤油中のアルコ
ール分に関して、近赤外法による非破壊分析を試みた。予測精度の高い検量

線を作成す るにはスペク トルの二次微分処理が有効で、エタノ
ール由来の吸収波長である

1688nmを 含む 4波 長を使用 した検量線によつて、SEP=0.138の精度で演1定可能であつた。

1)食品加工研究センター 平成9年度事業報告
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魚類コラーゲンおよびその分解酵素に関する研究 α 10～ H12)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 八 十川大輔 中 川良二 奥 村幸広

研究の目的と概要

北海道の水産未利用資源の一つであるサケ ・マスの皮を有効利用するために、これに

含まれるコラーゲンおよびその分解酵素の一次構造を明らかにすることを目的として

いる。これまでに、北海道大学および当センターのグループは、サケ ・マス皮コラーゲ

ンの人工皮膚素材としての有効性を示した。また、当センターと (株)ニ ッピコラーゲ

ンエ業の共同研究により、同ゼラチンの新規食品素材としての可能性が示されている。

本年度はサケ由来ゼラチン分解酵素の遺伝子を単離し、その構造を明らかにした。

<実 用又は予定される成果>

・コラーゲンあるいはゼラチン分解酵素の硬肉軟化や骨の可食化等への利用。

試験研究の方法

1)細 胞とその培養

太平洋サケ由来繊維芽細胞 ASE(北 大水産学部、吉水守博士より分与された)は 10%

ウシ胎児血清を含むイーグル MEM培地中、20℃で培養した。

2)RACE法 によるASE細胞コラゲナーゼ関連酵素 cDNAのクローニング

約 lμgの ASE細胞 RNAか ら逆転写酵素を用いて cDNAを合成した (ベーリンガー ・マ

ンハイム社の cDNA合成キットを使用)。これを鋳型とし、すでに取得済みの ASE由来コ

ラゲナーゼ関連酵素 cDNA断 片の塩基配列を基に合成したプライマーを用い、5'および

3'RACE法によりほぼ全長 cDNAをクローニングした。

3 結 果

我々はすでに、既知のコラゲナーゼ関連酵素群で保存されているアミノ酸配列を基に

合成した PCRプ ライマー用い、AE細 胞 RNAか らRT‐PCRに よリコラグーゼ関連酵

素 cDNAと 思われるDNA断 片(329bp)を取得していた。今回、この cDNAの 塩基配列

を基に 5'および 3R_4CE反 応を行い、ほぼ全長の cDNAω Eco)を取得し塩基配列を決

定した。 /SEcolは 1685bpの 長さで、471ア ミノ酸残基のポリペプチ ドをコー ドし得

る 1413bpの 翻訳領域とそれぞれ 23bpと 249bpの がおよび 3非翻訳領域からなってい

た。_ASEcolに よってコー ドされるポリペプチ ド (pASEcol)の 推定アミノ酸配列を

SWISS‐PROT蛋 白質データベースと照合した結果、アフリカツメガエルのコラグナー

ゼ 3(マ トリックスメタロプロテイナーゼ 13,MMP13)と 最も高いホモロジーを示し

た。図 1に メSEcolと カエルおよびその他数種の既知 LI■lIP 13アミノ酸配列とのアラ

イメントを、図2に は ysEcolの 疎水性解析の結果を示した。これらの結果は、PSEcol

が既知 IIIMPと 同様のドメイン構造 (アミノ末端からシグナルペプチ ド、プロペプチ ド、

基本 ドメイン、亜鉛結合 ドメイン及びヘモペキシン様 ドメイン)を 保持していることを

示している。以上より、p_ASEcolがサケの MMP13で あることが強く示唆された。
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4 平成

コラゲナーゼ 3(MMP13)は ヒト等からクローニングされており(図 1)、ヒトLIIMP 13

では I型 コラーゲン (主に皮膚や骨に存在している)と ともにゼラチン (コラ
ーゲンの

変性物)も 同程度に分解することが示されている。これは他の卜脚Pに はない特徴であ

り、この性質を利用して硬肉の軟化や骨の可食化等への応用が期待できる。

11年 度計画

1)単 離したコラゲナーゼ関連酵素 cDNAを 大腸菌で発現させ、酵素活性を確認する。

2)サ ケコラーゲンcDNAの 単離を試みる。
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植物性食品由来乳酸菌の腸細胞付着因子に関する研究  (H10～ H12)

応用技術部生物工学科  中 川良二 八 十川大輔 奥 村幸広 長 島浩ニ

研究の目的と概要

乳酸菌は腸内菌叢 (フローラ)に 影響を与え、腸内腐敗の抑制に効果のあること

が示されている。さらには、老化防止や抗癌など健康維持に役立つことができると考

えられている。乳酸菌の腸内腐敗の抑制機構にはい くつかのことが考えられているが、

その中の一つに腸上皮細胞表層での病原性細菌 との付着の競合がある。この付着には、

乳酸菌などの持つある種の因子 (腸内付着因子又はア ドヘシンと呼ばれている)の 関

与 して い る こ とが 動 物 由来 の二αcrοbαεJ J J“s  αε″′ο′んJ J“s、 Lαὲ ο b  αεJ′ル s  cαsιJ、

B JノJごοbαC`ι″,αわゲ′ん ″ で報告されている。日本では漬物に代表されるような乳酸

発酵食品が常食され、これ ら植物性食品の乳酸菌が人間の健康維持や増進に関与 して

いる可能性がある。 しか しながら、植物由来乳酸菌の腸細胞付着因子に関する報告は

ない。そこで、本研究では漬物、味噌など植物性発酵食品か ら見出される乳酸菌の腸

内付着因子を検索 し、その因子の性質および機能を明 らかにすることを目的としてい

る。

実用又は予定される成果

・植物性乳酸菌の腸内腐敗抑制効果の示唆

。本菌の漬物や味噌製造用スターターとしての利用展開

試験研究の方法

〇乳酸菌の分離 :数種類の植物性食品からBCP培 地を用いて塗沫法によ り分離 した。

それぞれか ら20コ ロニーを釣菌 し、GYP液 体培地を用いて増殖させた。

○赤血球凝集反応 :ウ サギ又はヒツジ赤血球は、血液を リン酸緩衝生理食塩水 (以

下、PBSと 略す)で 3回遠心洗浄 (2100r p m、 6分 )し た後、 PBSに 懸濁 して調製 し

た。マイクロタイタープレー トにPBSと 1/2希 釈系列の試料液、赤血球を加えて混和

した後、これを37°Cで 30分 間放置 し、凝集を判定 した。

○膜タンパク質の抽出 :菌体は遠心分離 (4000r p m、 20分 )後 、PBSで 3回遠心洗

浄 (4000r p m、 6分)し た後、膜タンパク質を抽出し、蒸留水で透析 した。透析物は、

CM― トヨパールイオン交換クロマ トグラフィー (カラム体積 :10cm 3、 分画容量 :

1.5m1/チ ユープ)に 供 した。溶媒は6M尿 素を含む50mMリ ン酸緩衝液 (PH6)、

溶出は0-0.5M NaClの0.lMス テツプで行つた。

実験結果

赤血球はヒト腸管などの細胞表層糖鎖に類似した糖鎖構造を有している。そこで、

腸細胞付着因子を検索する第一段階としてウサギおよびヒツジ赤血球を用いて赤血球

凝集能を有する乳酸菌の分離を試みた。BCP培 地で約107個 /ml以 上のコロニ
ー数

が認められた試料から、それぞれ20コ ロニーを釣菌 し、それらの中から赤血球凝集
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能を有する乳酸菌を取得 した。

本菌の赤血球凝集能を示す物質の凝集活性は、グルコ
ース、ガラク トース、マン

ノース、ガラク トサ ミン、グルコサ ミン、フコ
ースなどの単糖類では阻害されなかつ

た。また、糖タンパク質である トランスフエリン、フエツインでは弱い阻害が認めら

れたが、ムチン、マンナンでは阻害されなかった。

菌体か ら膜タンパク質を抽出し、CM― トヨパ
ールイオン交換クロマ トグラフィ

ー

で分画を試みた (図1)。 赤血球凝集活性は、非吸着画分に存在 した。現在、さらに

精製を行 っている。
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平成 11年 度計画

○得 られたタンパク質の生化学的性質を明らかにする。

○ヒ ト培養細胞を用いて、本菌の細胞付着を調べる。
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米 ・馬鈴薯等デンプン系食材の用途開発 (H10～ 11)

応用技術部 食 品工学科 岩 下敦子

加工食品部 農 産食品科 中 野敦博

発酵食品部 発 酵食品科 田 村吉史、柿本雅史

オホーツク圏地域食品加工技術センター

小山貴美子、吉川修司

十勝圏地域食品加工技術センター

清水英樹、大庭 潔

研究の目的と概要

北海道にて作付けされているデンプンを主成分とする作物には米、馬鈴薯、小豆、

金時豆等の雑豆類、カボチャ、小麦、スイー トコーンなど、北海道の基幹作物が多

々ある。本道の現状として、原料生産供給基地であるとともに、一次加工品の製造

が主体であることが挙げられている。このような状況では円高による輸入品の低価

格化が進むと競合は避けられない、そこで、より高品質な原料の生産と共に、より

高度な付加価値のある製品を開発することは、すべての作物において必要とされて

いる。

農産物の自由化は米にも及び、ウルグアイ ・ラウンド合意のミニマムアクセスに

よる国内消費量の4～ 8%の 外国産米の受け入れと共に、昨年度から高関税率では

あるが輸入も可能となった。現状では国内産の米の価格水準以上に成るような大幅

な関税率ではあるが、今後このような状況が続くか否かは不透明であり、輸入米と

の競合も始まりつつある。

昨今のコシヒカリの食味に対する高い評価から、他府県と比較して、気候条件の

厳 しい北海道は、低温によるタンパク質含量の上昇が食味に影響し、苦戦を強いら

れているが、農業試験場の絶え間ない品種改良努力により、より食味の向上した品

種が育成されてお り、食味の上でもかなりの改善が認められている。また、農家の

規模が大きいことは、生産性向上、コス ト削減において有利であり、競争力はある

と考えられるが、今後の輸入米との競合等多くの課題が山積 している。このような

状況下では、道産米の特性を科学的に解明し、より高度な付加価値をもつ製品を開

発することが、消費拡大をはかるために急務であろう。

そこで、本年度は、デンプン系食材のなかでも、日本人の主食である、米の加工

における可能性について研究を進めることとした。米は、主食とし粒状で食される

だけでなく、種々の食品 (和菓子類や清酒、味噌、しょうゆ、漬け物、酢等々)に

非常に広範囲にわたつて利用されている。

一方で、日本人は新しいものに対する興味が大きく、次々と新しい食材 (輸入品

のみならず新素材においても)力 登`場 している。外国料理も世界中のものが紹介さ

れており、なかでも、近年ブームになっている東南アジア、ことにベ トナムの料理
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2.

で、いままで日本では見られないタイプの加工製品が用いられている。

中でもライスペーパーは水戻しのみでも食すことができ、その物性は大変興味深

い。このライスペーパーの原料米はインディカ系の長粒種であり、その特性は日本

人が好むコシヒカリを代表とするようなジャポニカ系とは大きく異なる。それゆえ、

加工適性も異なることが予想される。しかし、このようなシー ト状製品のカロエにお

ける研究は麺帯にするためのもの以外ほとんど認められない。

そこで、本研究では道産米の新規用途開発として、ライスペーパーに代表される

シー ト状でかつ水戻し、またはそのまま食す形態の製品への加工に対する適性につ

いて試験を行 う (食加研、オホーツク)。また、雑豆ではレジスタントスターチ(R.S.)

の加工による変動について行 う (十勝)。さらに、馬鈴薯については、シール性を

有する強化オブラー トの開発として新規に経常研究として取 り組むこととした。

実用又は予定される成果

・ライスペーパー (シー ト状)様 食品の開発

・シー ト状新規包材の開発

。金時豆レジスタントスターチを利用 した新規機能性食品の開発

試験研究の方法

米 :製品品質への各製造工程段階での影響を調査した。

こしひかり、きらら397お よびインディカ米 (タイ米)を 使用し、乾式製粉 (超

円心粉砕器による製粉)お よび湿式製粉 (水浸漬後に融潰機を用いて磨砕)を おこ

ない、乾式製粉による米粉に加水し湿式製粉と同様な乳液状にしたのち、蒸気加熱

により糊化 し、シー ト状への加工を試みた。その後、通風乾燥機にて乾燥した。

次に、乾式製粉による米粉に熱湯を加えて加水し糊化させたのち、 ド ラム ドライ

ヤーにてシー ト状に乾燥した。また、うるち米および精米に加水後加熱し、重湯状

の上清を凍結乾燥した。

豆 :小豆、金時、手亡に脱脂 ・温水 ・湿熱処理 し、R.S.含量を測定した。

実験結果

米 :原料に用いる米の品種により平膜化の傾向が異なった。 ド ラム ドライヤ
ーに

よる乾燥では、加水量と乾燥前の糊化度の違いにより試作品の透明度、しなやかさ

などの物性に影響することが認められた。凍結乾燥機による組織は他の乾燥機 と異

なった。

豆 :処理方法が R.S.含量に大きく影響する事が判明した。

平成 H年 度計画

米 :原料品種、製粉方法、糊化度、乾燥方法による影響を詳細に検討する。

豆 :R.S.を利用した機能性食品の開発

3.

4 .
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水産未利用資源を用いた食品素材の開発
一ホタテ軟体部を利用したエキス調味料の生産とカ ド

発酵食品部 調 味食品科

研究の目的と概要

古 くか ら日本人は水産物の多様な味を楽 しみ、穀類や水産物 を原料 とした発酵調味料

とともに独 自の魚文化 を築 いてきた。ぎょかいるいをそのまましょくすると同時に、鰹

節、昆布のだし及び魚醤などのうまみ調味料 としても盛んに利用 してきたという歴史が

ある。

一方、北海道においてホタテは栽培漁業の中隔であり、平成 6年 度の水揚げ実績は 37

万 トンを越え過去最高を記録 している。しかし、中腸線、いわゆるウロを含む軟体部は

カ ドミウムをはじめとする重金属の蓄積のため、また貝殻や付着物はほとんど利用 され

ることな く産業廃棄物 として埋め立てや焼却処分 され大 きな社会問題 となっている。ワ

ーキ ンググループを組織 して検討 した結果、伝統的魚類調味料である魚醤 をモデルにホ

タテ軟体部を原料 とした調味料開発の研究を進めることにした。

*予 定 される成果

ホタテ軟体部を利用 したホタテ調味料の開発

研究の方法

ホタテの加工残査

ホタテの加工残澄は、平成 8年 2月 に噴火湾で捕れたホタテの貝柱をのぞいた部分を

-20° Cで 洞穴保存 して、毎回同じロットの加工残澄を用いることができるようにした。

酵素分解の方法

ホタテ加工残澄は、解糖洗浄後 ワー リングブレンダーを用いて細か く粉砕 し105℃

5分 の加圧加熱で殺菌 した。冷却後、プロテアーゼを全体で終濃度 0。 6%に なるよう

に加え50℃ 4時 間の酵素反応 を行った。酵素は天野製薬株のプロテアーゼ S及 びプロ

テアーゼ A等 量ずつ用いた。分解終了後、 105° C5分 の加熱 を行いプロテアーゼを失

活 させた後遠心分離 を行い上清 をエキスとして使用 した。

キ レー ト樹脂

キ レー ト樹脂はキ レー ト樹脂 IRC7 1 8 (オルガノ製 )お よびダイヤイオンCR20 (三 菱化

学 (株 )製 )を 一晩水で膨潤 させた後、使用 した。

分析方法

重金属は試料エキス 20gと 硝酸 20m lを まぜ、350°Cで 加熱分解後過塩素酸20mlを加

え350°Cで 乾固させ、沸騰水浴で約10分間 5倍 希釈硝酸 10m lで 溶解 し、原子吸光光度

計で測定 した。

(H8～ H10 )

ミウム除去―

濱岡直裕山本携池田隆幸
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結果

カ ドミウム除去方法の開発

カ ドミウムなどの重金属はタンパク質 と結合 して組織中に存在 していると考 えられる。

これまでカ ドミウムを補足するために活性炭処理及びイオ ン交換樹脂処理 を行ってきた

が、残念なが ら完全にカ ドミウムを除去することは困難であった。そこで、食品にも用

いることのできるキ レー ト樹脂 2種 類を用いてカ ドミウムの除去を行った。

その結果 (表 1、 2)、 いずれの樹脂においても食添用の塩酸を用いてpHを
一旦下げて

か らカラム処理することで、カ ドミウムの量が検出限界付近まで除去できることが明ら

かとなった。また、pHは
一旦下げたのち、pH 6でカラム処理を行ったときの方が、へ

°
フ
・

チドの回収率がよかった。また、樹脂を比較 したところカ ドミウムの除去率、固形分及び

ペプチ ドの海流率にはほとんど差がなかった。

表 1 lRC718を 使ったときのカ ドミウム濃度の変化

エキスの処理条件 Cd P g,/ ng 固形分 へ
°
フ
・
チト
'mg/ml

無調製 0 . 1 7 67.45 (93.3%)

pH3調製 0.01 13.0 58.75 (81.3%)

pH3-pH6副 胃襲豊 0.01 12.3 73.36 (96.2%)

無処理 1.75 14.5 72.23 (100%)

表 2 CR20を 使ったときのカ ドミウム濃度の変化

エキスの処理条件 cd ps /ns 固形分 へ
°
フ
°
チト
'mg/ml

無調製 0.11 12.3 67.14 (88.0%)

pH3-pH6調 製 0.01 12.9 75.11 (98.5%)

無処理 1.28 14.5 76.26 (100%)

ホタテエキスの製造実験

実際のホタテエキス製造を想定 し、ホタテ軟体部 2kgか らホタテエキスを調製 し、

素プ レイ ドライでの乾燥、粉末化 を試みた。その結果、反応処理後、固形分14.4 %の エ

キス1530をこれを東京理科製のスプ レー ドライヤーで乾燥 し、約180gの ホタテエキス粉

末を得た。

要約

これまでほとんど利用 されていなかったホタテ軟体部か ら良好なエキスを生むプロテ

アーゼの組み合わせを見出した。また、食品としての利用にはカ ドミウム除去が必須で

あるが、 この難題 を、キ レー ト樹脂を用いてpHを
一旦下げてか ら上げるという操作を入

れることにより、エキス分のロス無 くカ ドミウムをほぼ完全に除去することができた。
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水産未利用資源を用いた食品素材の開発    (H8～ 10)

一機能性成分の評価方法の確立と探索一

加工食品部水産食品科 太 田智樹 佐 々木茂文 大 堀忠志

1.研究の目的と概要

この研究では未利用のホタテガイ軟体部からエキス調味料を製造するとと

もに、健康に役立つ機能因子を探索し、商品性の差別化を図ることを目的とし

た。これまでの研究で、高血圧抑制、抗酸化、糖尿病予防因子および抗がん

因子に関する機能因子の探索を行つてきた。その中でホタテ軟体部をプロテア

ーゼおよびヌクレアーゼ処理したエキスにマウスがん細胞に対する致死作用を見

いだした。そこで、本年度はこのエキス中に含まれる抗がん成分についてヒトの

細胞での評価および成分の精製を試みた。

実用又は予定される成果

・ホタテ軟体部から作つた健康機能を持つた調味料や食品の開発。

2.試験研究の方法

ホタテ軟体部をプロテアーゼおよびヌクレアーゼにより分解 したエキスを限

外ろ過 (分子量10,000)で 高分子量画分(HMWDと 低分子量画分(LMWり に分

画し、それぞれの凍結乾燥品をリン酸緩衝液に溶解 して試料とした。培養ヒト細

胞としてヒト肺由来のWI‐38(正 常細胞)とVA‐13(悪 性腫瘍化細胞)お よびヒト

リンパ腫のU937(悪 性腫瘍細胞)を 用いた。抗がん作用は培養 した細胞に試料

を添加し、24時 間培養 した後、WST‐ 1法で細胞の生残数を測定 し、細胞の生残

率を算出してホタテエキスの各細胞株に対する致死作用を求め比較検討 した。細

胞の生残率は細胞を前培養 したマイクロプレートにWST‐1溶液を10μ lずつ添加

してよく混和 し、37・Cで3時 間インキユベー トして呈色させた後、マイクロプレ

ートリーダーで測定波長450nm,参 照波長630nmの 吸光度を測定 し、次式によ

り求めた。

生残率 (%)=(C一 B)/(A一 B)× 100

A:PBS(¨ )を添加して培養 した細胞の吸光度

B:培 地の吸光度 C:言 式料を添加して培養 した細胞の吸光度

エキス中の抗がん作用成分の精製は、限外濾過およびゲル濾過クロマ トグフ

ィーを行い、活性成分の分子量分布を調べた。なお、精製過程における活性成

分の測定にはU937を 用い、WST‐1法により致死活性を求めた。

3.実験結果

ホタテガイ軟体部から調製 した試料を培養動物細胞に添加、培養 したときの

各種ヒト細胞の生残率を図1に示した。その結果、プロテアーゼエキスのHMWF

にU937に 対する細胞致死作用が認められた。
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図1 ホ タテエキスの各 ヒ ト細胞に対する致死効果

① :フ
°ロテアーセ
・エキスーLMWF ② :フ

°
ロテアーざエキスーHMWF

③ :フ
°ロテアーセリクレアーセ

・エキスーLMWF ④ :フ
°ロテアーセリクレアーセ

・エキスーHMWF

低分子目分 高分子画分

図2ゲ ル濾過による精製画分のU937に対する活性

また、ヌクレアーゼ分解エキスのHMWFで はW138に 対して20%程 度の増殖

促進効果が認められた。次にU937に 対する細胞致死作用が認められたプロテア

ーゼエキスHMWFの 精製を試みた。Sephadex G150で 分画精製 したところ、

分子量670,000以 上の高分子画分と分子量17,000以 下の低分子画分に分かれ

た。これらの画分をそれぞれ集め、細胞致死活性を測定したところ、低分子画

分で細胞致死活性 (最終濃度43 μg/ml)が 認められた(図2)。以上の結果から

U937に 対する致死活性成分は分子量10,000前 後の成分と推定されが、今後、

精製を進め、活性成分を同定する必要がある。また、本成分が食品として用い

た場合でも機能を有するかどうかさらに検討していく必要がある。

4.要 約

ホタテ軟体部から調製 した4種類のエキスについて高血圧抑制、抗酸化、糖

尿病予防因子および抗がん因子に関する機能因子の探索を行つた。

(1)プ ロテアーゼおよびヌクレアーゼエキス中に高血圧抑制と抗酸化機能を有

するペプチ ドの存在が期待された。

(2)プ ロテア
ーゼおよびヌクレアーゼエキス中にマウス腫瘍細胞に対する致死

活性成分が認められた。

(3)プ ロテアーゼエキスはヒトリンパ腫由来細胞U937に 対しても致死活性が

認められ、ヒトに対する効果も期待できた。

(3)ヒ トリンノ瑚重由来培養細胞U937に 対する致死活性成分は、分子量17,000

以下の成分と推定された。

(共同研究機関 :酪農学園大学
・北興化工機(株)・東海物産(株)。大同ほくさん(株))
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食品の微生物制御における遺伝子工学技術の応用に関する研究 (H8～ H10)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 八 十川大輔 中 川良二 奥 村幸広

発酵食品部調味食品科 池 田隆幸

研究の目的と概要

食品中の微生物を的確に管理することは食品の品質にとって非常に重要である。

私 どもは遺伝子工学技術を応用 して細菌の種類と数を簡便 ・迅速に判定する、現

場で利用できるシステムの確立を目指 している。

<実 用又は予定される成果 >

・食品のミクロフローラの解明および細菌検査法の迅速化。

試験研究の方法

試験方法の詳細は、平成 8,9年 度食品加工研究センター事業報告書および食

品科学工学会誌 45巻 ,第1号 ,p58‐65(19 9 8 )を 参照されたい。

結果

1)食 品の微生物叢 (ミクロフローラ)解 析 :食 品工場における細菌検査は一

般生菌、汚染指標菌および食中毒菌の定性 ・定量試験がほとんどで、細菌の種類

まで調べることは稀である。しか し、種類を調べて管理することは製品の品質向

上に大きく寄与するはずである。私どもは、生物が普遍的に持つているリボソー

ム RNAの 遺伝子情報 (塩基配列)を 利用 した細菌同定法を用いてミクロフロー

ラの解析を行っている。この方法は簡便 ・迅速であ り、専門家でなくてもある程

度の精度をもつて同定することを可能にする。本方法は幾つかのステップから成

つているが、最終的に得 られた塩基配列をデータベースに登録されている菌株の

それと比較 して結果を得ることになる。二三十の試料を解析するのに要する時間

は延べ 3日 間と短い。

私どもは今までに、各種食品から分離 した 188の 菌株について塩基配列を解析

し、その内の互いに異なる 83配 列についてデータベースと照合 した。その結果、

それらは登録菌株の配列と 88.9～100%の範囲で類似性を示 し、二配列を除いて

は 90%以 上

であ り平均で

976%で あ っ

た。一方、生

理生化学的方

法による食品

微生物の簡易

同定によって

区別される菌

属間の類似性
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は 90%を 越えることはない。これらのことは、ほとんどの場合で少な くとも属 レ

ベルの同定が遺伝子解析法によって可能であることを示 している。表 1に は各種

食品で見出された菌種をまとめた。

2 )遺 伝子増幅法 (PC R )に よる細蘭の短時間検出 :近年、細菌の迅速検査

法の一つとしてPCR

法が用いられるように

なってきた。しか し、

主に医療分野での利用

であ り、食品分野での

利用はほとんどないこ

とから、私 どもは本技

術を食品工場での細菌

検査に応用するための検討を行つた。従来の培養法による細菌検査は、結果を得

るのに 24時 間から 5日 間を要するのに比べ、PCR法 では数時間から24時 間以

内 (増菌培養を行つた場合)に 結果が得 られる。表 2に は PCR法 の各種細菌に

対する検出感度 をまとめた。 リボソーム

RNA遺 伝子は全ての細菌に存在するので、

これを検出するPCRは 一般生菌数浪1定の

代替とな りうる。汚染指標菌 (大腸菌群、

大腸菌)お よび食中毒菌の検査には、これ

らを特異的に検出するPCRを 行 う。いず

れも検出感度は概ね 1～ 10cfu/チューブで、

食品 lgあ るいは lml当 た り1～ 10cfu/ m l

の細菌を検出することが可能である。以上

から、本技術の食品工場への導入が可能で

プライマー プ ライマー   標 的遺伝子
( c f u / t u b e ) ( C f u / t u b e )

l   β―galactosidase二〇0′デ           2
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あると考えている。

3)酵 母の菌株鑑別 :PCR法 の一変法にRAPD法 というのがあるが、この

技術を利用 して酵母の菌株鑑別を試みた。その結果、S COro v i s i a oの12株 および

その他工場汚染酵母数株の区別が可能であつた。図 1に その
一部の結果を示した。

酒造メーカーにおける製造管理において本技術の利用が期待できる。

要約

食品製造における微生物管理に遺伝子工学技術を導入 し、その高度化を図つた。

遺伝子解析に基づ く細菌同定法を応用 し、食品ミクロフローラの迅速
・簡便な解

析を可能にした。遺伝子増幅法による細菌の迅速 ・簡便、高感度検出法を確立し、

食品工場での利用の可能性を開いた。また、同法による酵母の菌株鑑別法を検討

≒拳輔縫

し、良好な結果を得た。
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規格外道産タマネギを用いたビフィズス菌発酵飲料の開発     α 10～Hll)

発酵食品部 本 堂正明

1.研 究の目的と概要

道産タマネギは平成 9年 度で約 59万 t収穫され,全 国収穫量の約 5割 を占めてい

る。またその約 8割 が道外へ移出され,北 海道がタマネギの一大供給基地となってい

る。そのうち主なタマネギの用途は生食用であるが,形 が悪い,イ さヽい,楕 円状であ

る,玉 に割れや裂皮がある,変 色しているなど規格外のものが加工用途に向けられて

いる。しかしその利用法はソテ ー,ス ライス,エ キス,ス ープ。ソース, ドレッシン

グなどの天然調味料や具材や増量剤などに限られ,一 次的な加工品のレベルにとどま

り,付 加価値は高まってはいない.ま た一方で人の健康保持 0回復や安全`性。環境に

配慮した食品の開発が求められる時代が到来している。このようなことから,タ マネ

ギカ日工の高機能 ・高付加価値化は急務である。特にタマネギは高血圧症,糖 尿病や高

脂血症などの生活習慣病に対する予防効果が期待できる含硫化合物や腸内細菌叢を改

善し,整 腸作用を有するフラクトオリゴ糖が特徴的に含まれている。これらの有用成

分の健康機能に加え,発 酵等の高次加工処理で,新 たに機能性が付与できれば,タ マ

ネギの用途や需要が更に増大する。そこで本研究ではタマネギジュースをビフィズス

菌で発酵させた健康発酵飲料の開発を目的に試験を行った.

実用又は予定される成果

・タマネギを用いたビフィズス菌発酵飲料製造技術の開発

。タマネギジュース発酵技術の開発

2.試 験研究の方法

タマネギジュースの調製 ;市販タマネギを剥皮,細 切り後,2倍 量の蒸留水を添加し,

ミキサーで破砕した。ガーゼで絞った液をさらに遠心分離し,パ ルプ質を除去したも

のをタマネギジュースとした。

タマネギジュースのpH調 整 ;5M‐NaOH溶 液で,pHを 7.2に調整した。

タマネギジュースの栄養源添加培地の調製 ;タマネギジュースにビタミン混合物 0.1%

と窒素源としてカゼインペプチ ドを 1%,3%と 5%の 割合でそれぞれ添加した.

オー トクレーブによる培地のカロ熱殺菌 ;100ml容 三角フラスコに 70mlず つ培地を添

加し,121℃ 。15分加熱殺菌した。

供試ビフィズス菌 ;B重あb“め成田 勧 施1222,3瞭 銀 1192,3-鮨 1275,

aゎ 考物"u,2艤 騨 m1217,E′ 銀 e∝“腱Glの 6種 類を用いた.

培養 ;前培養 した各ビフィズス菌を殺菌済みタマネギジュース培地に 1%接 種し,37℃

で 23時 間静置培養した。

分析 ;発酵液のpHと 吸光度(650nm)を測定した。

3。 実験結果

図 1に ビフィズス菌発酵タマネギジュースのpHと カゼインペプチ ド添加量の関係

を示した。1%カ ゼインペプチ ドの添加で,3腱 島el192で は,pHの 低下が早く 5.0
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を示した。3%添 加では,3肛 “el192で 4.2,Eわ 亀“働虹 で 4.3,3-″ 1217

で 4.4,3′ 屁力∝“触Glで 4.3を示した.5%添 加では,い ずれのビフィズス菌も,

pHが 4.1～4.5に低下し,完 全に発酵が行われたものと考えられた。図 2に 同様にビ

フィズス菌の増殖の程度を吸光度で示した。2瞭 轟el192が ,1%と 3%の カゼインペ

プチ ドの添加で,そ れぞれ 1.4,2.3を 示し,最 も増殖が早い菌と考えられた.5%添

加では,い ずれのビフィズス菌も,吸 光度が 2.3～2.5を示し,匂 いも酸味の効いた香

りに変化した.

平成 11年度計画

各種ビフィズス菌によるタマネギジュース糖質の資イレ性とタマネギ発酵ジュ
ースの

風味等の品質の検討を行う。

(共同研究機関 酪 農学園大→
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図 1 ビ フィズス菌発酵タマネギジュ=ス のpHに
及ばすカゼインペプチド添加量の影響
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抗菌殺菌作用を有する光半導体皮膜の形成に関する研究 (H9-Hll)

発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史 富 永一哉

1.研 究の目的と概要

酸化チタンは 400nm以 下の紫外線を受けると、空気中の酸素や水を活性酸素に変化さ

せる光触媒作用を持っている。活性酸素には殺菌作用があると言われている。酸化チタ

ンの結晶型はルチル、アナタ贅
゛
、フ
゛
ルッカイト型の3種がある。この内、一般的にアナターセ

゛
型酸化チタ

ンの光活性が高く、光触媒反応においては有効である。

溶射法などの表面処理技術は機械装置の耐食、耐摩耗性向上を目的に広く利用され

てきた。本研究は、溶射法によって基材表面に光半導体機能を有する酸化チタンの皮膜

を形成させ、抗菌殺菌作用を付加する技術を開発し、食品加工業での加工機械や装置

類への応用を目的とした。本年度は、工業試験場で作成した、アナターセ
゛
型結晶含有量が

異なる溶射試料について、抗菌殺菌効果を検討した。

実用又は予定される成果

・溶射法による抗菌殺菌効果を有する光半導体皮膜の開発

。上記皮膜を応用した、食品加工機器、装置の開発

2.試 験研究の方法

1)評 価方法

評価方法は、試料表面に 0.5mlの 菌

液を滴下し、菌液と試料面の密着度を

高めるため滅菌ホ
°
リエチレンフィルムを被せ (フ

ィルム密着法)、ランフ
°
を照射後、回収した

菌液の生菌数を比較した (図…1)。

2)試 料の抗菌殺菌効果の検討

ステンレスタ岡(50X50X4mm)を 基材に粒

径が異なる3種 類の酸化チタン粉末にて

溶射処理をし試料とした (表-1)。大

腸菌 ― ル θ″ JCM1649Tを 、

滅菌生理食塩水にて菌数を 2.0-8.0×

10Sch/mlに調製し供試菌液とした。

① 紫外線ランプ照射試験

全試料に対し、紫外線ランフ
°
(フ
゛
ラックラ

イトランフ
°
)を 0.5、1、2時 間照射した。

本ランフ
°
は、光触媒励起波長である

35thm付近の紫外線を多く含有する。肩

量

を

て
＞
。
た

減

の
被

ラ
対

遮

滅菌プラシヤーレの底面に
減菌済み濾紙を置き、減菌
水にて湿らしておく。

減菌済みポリ袋にプレートを入れ、
10 m lの減菌生理食塩水を添加して
プレートを洗浄し、菌を回収する。
これを回収菌液とする。

評価は回収菌液の菌数とし、薗
数測定は標準寒天培地を用い
て行う。

図-1 評  価

[み
ランプを照射

菌 数

方

測 定

法
-1溶 射した粉末粒径とアナターセ

・
含有量の

ヨ澪穂彗 ネ 十珂租往 t″mリ アナターセ
‐
含有量 (wtn

L 4.9

M

S

Su S304(対 国 )

試料面の紫外線強度は約 0.7mW/crで ぁった。
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② 蛍光灯照射試験

全試料に蛍光灯を6、12時間照射し、回収菌液の生菌数を比較した。試料面の照度

は約 4500Lux、紫外線強度は約 0.01mW/cポであった。

3。 実験結果

① 紫 外線ランフ
°
照射試験

酸化チタンを溶射した、L、

M、 Sの 照射区は、2時 間

の照射で対照区に比べ約

1/1000の生菌数となった。

(図 2̈)。溶射試料間には

差が無く、アナターセ
゛
含有量

の差は殺菌効果には反映

されず、原因の解析は今

後の課題 とした。
一
般に

加熱による微生物の死滅

は一次反応に従 うとされ

てお り、D値 が殺菌効果

の指標となっている。光

触媒による死滅も加熱殺

菌と同等に評価すると、

D値 は 34分 であつた。

②蛍光灯照射試験

酸化チタンを溶射 した照

射区は、12時 間の照射で

対照区に比べ約 1/1000の

0                1                2

照射時間( H )

図-2紫 外線試験の殺菌効果
N :目射後の生首敷
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生菌数となった (図…3)。  ~4

紫外線照射試験 と同様に

試料間差は無かつた。D

イ̀ト
ム

y=-0282x,0033
D儘 =213分
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図-3蛍 光灯試験の殺菌効果
N : 棗射後の生薔数 N o : 環射前の初発首数
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値は 213分 であり、紫外

線照射に比べ長くなったが、蛍光灯でも長時間照射すると殺菌効果が得られる事が解

つた。溶射方法の検討によつて、より殺菌効果の高いプレ
ートが開発出来ると思われた。

4.平 成 H年 度計画

大腸菌以外の菌種に対する殺菌効果の検討

溶射法による酸化チタン皮膜の食品加工機器などへの応用

- 7 1 -

(共同研究機関 道 立工業試験場)



地域水産資源からの機能分子の探索と食品開発に関する研究 (H10～12)

加工食品部水産食品科 太 田智樹 佐 々木茂文 大 堀忠志

1。研究の目的と概要

北海道の沿岸域に生息する低利用海藻から健康機能に優れたものを発掘 し、

健康性を特徴とした特産品開発や高機能型食品の開発を行うことを目的とし

た。今回の研究では、太平洋沿岸部に分布する雑海藻類を対象として食後血糖

上昇抑制因子を探索し、糖尿病予防食品の開発を試みる。今年度は、食後血糖

上昇抑制因子 (糖尿病抑制作用)の 指標として糖吸収に関与するα―グルコシ

ダーゼを阻害する成分について検討を行つた。

実用又は予定される成果

・糖尿病を予防 ・改善する新たらしい高機能食品の開発と海藻資源の利用開発

2.試験研究の方法

試料は三石町沿岸で採取された海藻6種 (エゾイシゲ、アナメ、ホンダワライ

ソムラサキ、エゾッノマタ、スジメ)を 用いた。試料は冷蔵で搬入して-80℃で

凍結し、調製時に室温で解凍して用いた。試料の調製は、試料の5倍量の水およ

び各濃度のメタノール溶液を加え、ポリトロンで破砕した後、遠心分離し、得

られた上清を濾紙で濾過後、阻害活性測定用試料とした。阻害活性の浪1定は、

一次スクリーニングとして酵母由来のα―グリコシダーゼを用いるマイクロプ

レー ト法により行つた。すなわち、96穴マイクロプレー トにα―グリコシダーゼ、

フェニルニ トログルコピラニシド (基質)お よび活性測定試料を入れ、37℃で5

分間反応後、マイクロプレー トリーダーにより405mllでの吸光度を測定し、対照

試料に対する測定試料の吸光度の比率から阻害率を求めた。なお、
一次スクリ

ーニングでは、70%メ タノール抽出試料について浪1定を行つた。次に
一次スク

リーニングで最も阻害を示した試料についてラット小腸由来のα―グリコシタ

ーゼに対する阻害活性を測定した。ラット小腸由来のα―グルコシターゼは、ラ

ット小腸アセ トンパウダーに10倍量の生理食塩水を加え、超音波処理し、遠心

分離して得られた上清を粗酵素試料として用いた。阻害活性は、スクロース、

マル トースを基質として用い、測定試料とともに37℃で60分間反応後、4Mトリ

ス ・マレイン酸溶液を添加し、反応を停止した。反応液から20μ lを分取し、グ

ルコースオキシターゼ法によるグルコース測定キットを用いて遊離したグルコ

ースを定量した。対照試料に対する浪1定試料の遊離グルコース量の比率から阻

害率を算出した。なお、阻害活性の比較は、α―グルコシダーゼを50%阻 害する

ときの濃度 (IC50)で行い、濃度は試料の乾燥重量から求めた。
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3.実験結果

三石町で採取された低利用海藻6種 (エゾイシゲ、アラメ、ホンダワラ、イソ

ムラサキ、エゾッノマタ、スジメ)に ついて、酵母由来α―グルコシダーゼを用

いる阻害活性の測定を行つたところ、エゾイシゲ、アナメにα―グルコシダーゼ

阻害活性が認められた。特にエゾイシゲの抽出物中に極めて強い阻害活性が認

1 0 0

表 各 種海藻 70%メタノール抽出物のα―グ      00

リコシダーゼ阻害活性               80

I C s o  ( u  g  * r / n t )

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

エツツノマタ

スジメ

アラメ

ホンダワラ

イソムラサキ

エツイシゲ

ND *2

ND

250

ND

ND

5 . 3

（ま
）
Ｊ
理
●
■

*1試 料重量

*2検 出されず

められ、そのIC60は、5.3μg/mlであつた (表1)。

また、エゾイシゲ抽出物の抽出条件を検討したところ、70%メ タノール抽出

物が最も高い阻害活性を示した。そこで以降の実験では70%メ タノール抽出物

について検討を進めた。

次に実際の生体内での有効性を検討するために、エゾイシゲ抽出物のRat小腸

に由来するα―グルコシダーゼに対する阻害活性の浪1定を行つた。その結果、ス

クラーゼ、マルターゼのどちらの酵素に対しても濃度依存的に阻害が認められ、

そのIC50は、それぞれ2.8mg/mlと2.2mg/mlであつた (図)。

この結果は、実際にエゾイシゲを摂取した際、食後高血糖上昇抑制作用が期

待でき、その機能の有効性を示唆するものであつた。さらにヒトでの有効性を

考慮し、現在、腸管上皮に分化する培養ヒト細胞株 (Caco-2)を 用いて、ヒト

のα―グルコシダーゼに対する阻害活性についても検討を行つている。

4。平成11年度研究計画

今年度、雑海藻類の中から食後高血糖抑制因子を探索した結果、エジイシゲ

の70%メ タノール抽出物中に活性成分を見出した。平成11年度は、本活性成分

を利用した食品開発を行うために、以下の研究を実施する予定である。

(1)加 工処理による活性成分の安定性の検討

(2)動 物およびヒト細胞による生理活性評価

(3)乾 燥製品 (粉末、錠剤など)の 試作

(共同研究機関 :北海道大学水産学部、三石町)

0       5       1 0      1 5      2 0

7 0 % メ タ ノ ー ル 拍 出 ● 菫 度 ( m g ′ m l )

図 エゾイシゲ 70%メタノール抽出物のα―グ
ルコシダーゼ阻害活性
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赤ワインに含有されるリスベラトロール類縁物質を増やす研究 (H10～12)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 田 村吉史 柿 本雅史

,研 究の目的と概要

近年、赤ワインの販売量が急増しています。消費者が急に赤フイン

に注目したのは、健康に良いとマスコミに報道されたためです。この

報道は、フレンチ ロパラドクス (フランスの矛盾)と 名付けられた疫

学調査の結果に基づいています。南フランスでは、コレステロールの

多い動物性脂肪を多く食べるにもかかわらず、心筋梗塞などの循環器

系の疾患が少ないのです。この地域の人々は赤ワインを多飲していま

す。赤フインが健康に良い理由として、悪玉コレステロールが血管内

皮へ沈着するのを、ポリフェノール類の一種であるリスベラトロール

類縁物質が、防いでいることが分かってきました。この事実をキーワ

ードに北海道産フインの魅力をアップし、国内シェアを拡大すること

が可能となります。

リスベラトロール類縁物質は、もともとブドウの皮に存在する物質

で、皮の中では他の物質と化学的に結合した複合体(パイシー ド)を形

成しています。醸造の過程でこの複合体が分解され、ワインに溶け出

し有効成分となると見られます。化学的には、この物質は抗酸化作用

を持つ物質です。そこで、この研究では、リスベラトロール類縁物質

をより多く含んだ赤ワインの製造を目指します。リスベラトロールの

前駆体を多く含むブドウ品種を選択し、栽培方法を検討します。同時

に、酵母や乳酸菌類の微生物を選抜し、発酵や熟成方法に工夫を加え

て、前駆体からリスベラトロール類縁物質を遊離させる効率を向上さ

せます。さらに、発酵法等の種々の条件による生成量の変化の検討し

て、ワイン中での抗酸化活性の発現を実証します。リスベラトロール

類縁物質とその前駆体の定量方法の確立、分析の高速化も検討します。

【実用または予定される成果】
・北海道産フインの付加価値の増加

・国産ワイン中で道産ワインのシェアの拡大

2.試 験研究の方法

初年度である今年は、乳酸菌のパイシー ドをリスベラ トロールに変

換するβ
―Glu∞sidase活 性 を確認 しま した。ヶnitrophenyl―βl―D―

glucopyranosidёを用いて、菌体培養液から部分精製 した酵素液の活性

を測定 しました。また、フイン中のリスベラ トロールの発酵条件によ

る含量の差を見るために、発酵温度を変えた試験仕込みを行いました。
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3. 実験結果

ワインの後熟発酵中にその活動が確認されており、マロラクティッ

ク発 酵 に 関 与 して い る と され て い る乳 酸 菌 種 乃duiοθθθθ〃s

aθゴ″ノaθ̀ゴθゴと の“θοθθ″sθ"ゴ にβ
―Glucosidase活性を確認 しまし

た。当初、「nitrophenyl―βl―D―glucopyranosideを用いた試験で活性

を確認 していましたが、釘nitrOphenyl―βl―D―glu∞pyranosideを用い

た方が良いことが分かりました。

赤ワインの試験仕込みは、ツバイグル ト・レーベ種を用い 20℃と30℃

の 2つ の温度帯で仕込みました。現在後熟発酵 (マロラクティック発

酵)を 行つている段階です。

4。 平成 11年 度計画

昨年度に続き、乳酸菌の産出するβ{lucOSidaseに ついて、性質と活性に付

いて検討を進めます。特に、フインの発酵中に実際に活性の発現があることを

確認 します。また、活性の高い菌株の選抜を試みます。

共同研究機関 :

帯広畜産大学 ・生物資源科学科 ・応用生物科学講座

池田町ブ ドウ 0ブ ドウ酒研究所
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赤ワインのマ回ラクティック発酵微生物の解析      (H10)

発酵食品部 調 味食品科 濱 岡直裕、山本携、池田隆幸

研究の目的と概要

北海道産 ワインは、道産ブ ドウが多 く用いられてお り、酸 味の効いた味わいが

特色である。なかで も池田町では酸味の強い山ブ ドウと交配 した品種を原料とし

たワインを製造 してお り、十勝ワインとして全国的に有名で ある。山ブ ドウ交配

品種で酸造されたワインは、他の醸造用 ブ ドウのワインに比べて野性味を帯びた

なかに爽やかな酸味が独特の風味を醸 し出している。

ブ ドウ果汁は、酵母のアルコール発酵 の後、乳酸菌によって 2次 発酵が進み、

ワインらしい風味が付与される。 この 2次 発酵によリワインの酸味は軽減される

ため、北海道のワイ ン醸造においては非常に重要な工程である。 2次 発酵に関与

する乳酸菌は、原料や樽、蔵に存在 してお り、ゆえにブ ドウ品種、栽培条件、醸

造条件によって活躍する菌種が異なると言われているが不明な点が多い。

したがって、それぞれのワインにおいて 2次 発酵に関与す る乳酸菌を同定 し、

これを醸造中にコン トロールすることは、安定な 2次 発酵につながるものと考 え

られる。
一方、近年生物 の系統分類を16S rR N A遺 伝子の塩基情報 か ら解析する方法が

普及 しつつあ り、比較的容易に菌種を同定することが可能になった。

本研究では、 2次 発酵中に存在する微 生物の種類、および酸度の高い条件下で

2次 発酵する乳酸菌 の性状を明らかにす るため、池田町産赤 ワインか ら分離 した

微生物を遺伝子工学的手法を用いて特定することをめざした。

予定される成果

・北方系ブ ドウを使用 したワイン醸造における発酵のコン トロ
ール

試験研究の方法

池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所で醸造 され 2次 発酵途中の赤ワインを遠心分離

後、沈さをシクロヘキシミドを加えたBCP寒 天培地およびGAM寒 天培地に塗布 し、

前者は好気的に後者は嫌気的に30℃ で 3～ 4日 間培養 した。

得 られた菌株 か ら任意 に選択 し、InstaG c n e M a t r i x ( B i O R aのを用 いてゲ ノム

DNAを 回収 し、 16S rR N A遺伝子全領域を増幅す るPCRを 行 つた。プライマ
ー に

は、 16S rR N A遺伝子の両端にある保存性の高い領域を利用 した。

電気泳動で増幅産物を確認後、RFLP解 析するとともに、サイクル シ
ーケンス

法で上流側約300bpの塩基 配列を決定 した。決定 した塩基配列は、米 国立生物工

学情報センター(NCBI)のBLASTサ
ーバ上で相同性検索を行い、菌種を同定 した。

乳酸菌と同定された菌株については、 2次 発酵能力を検討するため、L一リンゴ

酸を含むワイン培地中で培養 し、 リンゴ酸の分解能を測定 した。

実験結果

好気的条件下で74株 が分離 され、数株につ いて16S rR N A遺伝子の部分塩基配
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列を決定 した。相同性を検索 したところ、グルコン酸産生菌GJ“εθκθb“″ιr属 及

び窒素固定菌P″κめ“JJJ夕∫属 と高い相同性を示 し、同種 と推定 した。

嫌気的条件下では26株 が分離され、RFLP解 析(図1)によって5群 に分類された。

分離株数 の多い群か ら数株 ずつにつ いて16S rR N A遺 伝子の部分塩基配列の相 同

性を検索 した。そ の結果 、 2次 発酵 に関与す る乳酸 菌 と して既 に報告 のある

Oι″Oεθεε“∫0`″プの他、P′′ノοεοὲパ ′α″“J“∫ヽ P″″Jわac′JルsJ″ `“sと同定された。

乳酸菌 と同定した株について、リンゴ酸分解能を試験した(図2)ところ、ほと

んど分解 しない、程々分解する、よく分解するの3つのグル
ープに分類された。

このうち、Oι″οεθεεレSOι″,と同定 した株は、すべてほとんど分解しないグルー

プに分類されたが、P`″ブοεοcε夕s Pα″ガ“Sと同定 した株は、3つ のグループすべて

に分類され、菌株によってリンゴ酸分解能に相当の差があった。

この結果から、 2次 発酵中のワインには、 2次 発酵に関与すると考えられる乳

酸菌のほかにグルコン酸菌など複数の菌が存在することが明らかになった。また、

今回のリンゴ酸分解能試験からは、乳酸菌のうちPιttοεθcc夕s′″ツタJパが 2次 発

酵に関与している可能性が示唆された。

このことは、乳酸菌Pι″οεοcc“s′″ツタルsをコン トロ
ールすれば効率良くワイ

ンの酸味をコントロールできる可能性が考えられる
一方で、条件によっては逆に

酒を駄目にしてしまうことも有りえるという微妙な微生物学的バランスの上でワ

インの熟成が進んでいることが示唆された。

P.paruulus
- - Y - -
--+.-

. -.4. -

+
- - . q - - .

-- .o--

図l RFLP解析

M:マーカー、1～9:分離株

図2リ ンゴ酸分解能

要約

発酵中の赤ワインより微生物を分離し、16S rRNA遺伝子の塩基配列から菌

種を同定した。乳酸菌のほかにグルコン酸菌などの複数の菌が同定され、ワイ

ンは巧妙なバランスで 2次 発酵が進み、程よい酸味 となることが示唆された。

また、今回、乳酸菌P.′αrv“J“sが 2次 発酵に関与している可能性を示唆する結

果を得たが、この点についてはさらに検討する必要がある。

(共同研究機関 池 田町ブドウ 。ブドゥ酒研究所)
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通電加熱を利用した包装食品加熱手法の調査研究     (H9～ Hll)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎
一

研究の目的と概要

食品を加熱する場合、熱源として水蒸気、熱水等の熱媒体によつて間接的に加

熱する方法が一般に用いられている。この方法で固形物中心部が設定された温度

条件になるまで加熱すると、液状物や固形物外表部が過加熱となりやすく、食品

の品質にとつて好ましくない。通電湖熱技術は、食品自体を電気導電体とみなし、

交流電流を流すことにより食品自体を直接発熱させる技術であり、食品全体を均
一に加熱できる可能性を有している。今年度は通電加熱技術を食品の加熱に利用

するための基礎的な試験と各種食品への応用試験及び装置化への検討を行つた。

実用又は予定される効果

・各種食品へ対応した通電加熱技術の開発

試験研究の方法

カロ熱用の固形試料は市販品の野菜 (じゃがいも、だいこん、にんじん)を 用い、

剥皮後中心部を一辺 3cmの 立方体としてくり貫いたものを使用した。

通電装置は交流電力調整器 (富士電機 RPBE2040)を 用いた。加熱時の試料温

度、電圧値、電流値はデータロガーで記録ヒ′、電力値や電力量を算出した。

野菜の導電率は、試料を2枚 の電極板 (寸法 5.2x8cm)で 上下に挟み、300gの

荷重を上部電極にかけながらインピーダンスメーター (日置電機 3531)を 用いて

測定した。試料は、生の野菜とゆでたものとを使用した。導電率の温度特性は野

菜をウォーターバスでカロ熱し、中心温度が所定温度に到達後取り出しすばやく測

定した。中心温度は同形の他試料の中心部に熱電対を取り付けて測定した。

複数個の昇温特性は所定濃度の食塩水が入つた容器中央に2個 のじゃがいもを

電極板に平行または直角に配置した。 3個 のじゃがいもはL字 型に配置した。温

度は試料の中心部に熱電対を挿入して測定した。食塩水の濃度は 0.3 mS/cm

(0.01%)、 1.0(0.05)、 3.9(0。20)の 二種類用意した。

食品への応用試験では液卵やあんのカロ熱試験と凍結した肉の解凍試験を行つた。

装置化の検討では、カロ熱容器の絶縁試験、電極板の低コスト化検討を行つた。

実験結果

図 1に野菜の導電率の温度特性を示した。生の野菜ではいずれも温度が 10～

40℃、70～90℃の範囲では徐々に変化したのに対し、40～70℃の範囲では指数

的に大きくなった。この変化はでんぶんのα化や細胞組織の軟化に対応したもの

と考えられた。ゆでた野菜は異なつた特性を示し、温度上昇と伴に徐々に大きく

なった。野菜の導電率はゆでたことによつて 0.lmS/cmの オ
ーダーから約 10倍

上がることがわかった。また、野菜の種類で大きな違いがないことがわかった。

図2に L字 型に配置した3個 のじゃがいもの各部位の昇温特性を示した。じゃ

がいもaが 最初に昇温したが、60℃付近からb, cに 追い越された。0.5mS/cm
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の食塩水の方が 1.OmS/cmよ りその傾向が強かつた。カロ熱初期は
一
個のa部分の

抵抗が小さく電流がこの部分に集中したが、じゃがいもがα化して導電率が高く

なると2個並んでいるb, cの 部分に電流が集中して急速に昇温したと考えられ

た。 b、 cで はcの方にa、 bに流れる電流が集中して昇温しやすくなると考え

られた。試料が複数個の場合、加熱に要する時間には大きな差が生じないが、個々

の試料は複雑な昇温特性を示すことがわかつた。

図3に野菜と食塩水とが 100℃に達するまでに要した時間と電力値との関係を

示した。食塩水の導電率が高いほど短時間で加熱できるが、電力値が大きくなる

傾向があつた。時間と電力の積である電力量を計算すると、導電率に関係なくほ

ぼ同一の電力量となつた。野菜がもつ導電率の変化幅のほぼ中間値である 1.0

mS/cmの 食塩水の場合が電力値や時間のばらつきが刀ヽさいことがわかつた。

応用試験では電流が流れにくい食品の例として生あんの加熱試験を行つた。電極間

距離が10cIIlと3clnの加熱容器を用意し、昇温特性を測定した (図4)。 昇温速度を

算出すると電極間距離が3 clnの場合24deyminで 、10clnでは2derminと なった。

両者で試料重量が異なるため単純な比較は出来ないが、電極間距離によつて昇温速度

をかなり改善できることがわかった。電流が流れにくい食品においても加熱容器形状

の工夫により昇温速度を調整しながら通電加熱を利用できる可能性が示唆された。

平成 11年度計画

。装置化の検討と食品への応用試験

p
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図 1 導 電率の温度特性
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図 2 複 数個の時の昇温特性
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真核生物による有用タンパク質の大量生産技術の確立  (H9～ H10)

麹菌の宿主 ・ベクター系による食品加工用酵素の生産技術の確立

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

研究の目的と概要

麹菌は菌体外に酵素を大量に分泌することが知 られてお り、酵素の大量生産を考

える際、有用な宿主生物 とな りうる。この知見を利用 して、外来遺伝子を麹菌に導

入 し目的タンパク質 (酵素)を 大量に生産させる試みが行われてきている。

本実験では麹菌 Aspergttus orwaeにCorticium rolfsii由来のセルラーゼ遺伝子

を導入 し、大量生産させることを目的 としてお り、本年度は導入 した遺伝子産物 と

しての酵素の解析を行 つた。

実用または予定される成果

(例)。 有用酵素の安価な供給

。新規有用酵素の迅速な開発

試験研究の方法

C.rolfs五のセロビオハイ ドロラーゼ遺伝子を導入 した A.orvzaeを 発現用液体

培地に植菌 し、30°Cで 3日間振盪培養 した。遠心分離によ り培養上清を分取 し、80

%飽 和 となるように硫酸アンモニウムを添加 し塩析 を行つた。 4°Cで
一晩放置後、

沈殿を遠心分離により回収 し、1.OM硫 安 ‐50mMリ ン酸バ ッファー pH5,8に 溶

解、疎水クロマ トグラフィーにより分画 した。活性画分を回収 し、限外 ろ過により

濃縮、 SDS― PAGEに 供 した。また、クローン間の発現量を比較する実験では、

塩析後のサンプルを遠心分離により回収 し、100mR71酢酸ナ トリウムバ ッフア
ー

pH4.0に 溶解岬 兎
塩用グルろ過カラムを用いて硫安を除き試料酵素溶液 とした。

組換えた A.orwaeの サザン解析は、 PCR法 でジゴキシゲニンラベル した上記

セロビオハイ ドロラーゼ遺伝子をプローブとして、化学発光により検出を行つた。

実験結果

C.■0騰五のセロビオハイ ドロラーゼ遺伝子を導入 した A.orwaeの 発現蛋 白に

関 し、推定ア ミノ酸配列から導 き出される分子量は 53kDaで あるのに対 し (デ
ー

タ省略)、 培養上清から粗精製 したタンパク質の SDS― PAGE上 での分子量が

80～85kDaで あつた (図 1)。 推定ア ミノ酸配列上、 3カ 所の N― リンクの糖鎖

付加可能配列が存在し、また、ヒンジドメインの Ser/Thrに富む領域が宿主

A.orwaeに より高度にO― リンクの糖鎖修飾が起 きている可能性が高い。糖鎖染

色を行つたところ、糖鎖付加が起 きていることを確認できた (図省略)。 また、 N

―グ リコシダーゼで切断 し、 SDS― PAGEで 切断前サ ンプル と分子量を比較 し

たところ、約 4kDaの 分子量の減少を認めた (図 1)。
一方、疎水クロマ トグラ
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フィーで粗精製した約 85kDaタンパクの糖含量を、フェノ
ール ・硫酸法で求めた

ところ 39.7%となった。この結果は、推定アミノ酸配列から計算された分子量と、

SDS― PAGEで 求められた分子量の比較から計算上予測された糖含量 37.6%と

ほぼ一致した。真核微生物が菌体外に分泌する多くのタンパクは高マンノ
ース型の

修飾を受けていることが知られており、N― 型以外の Ser/Th r残 基に修飾糖鎖を

多く持つ可能性が高い。このことから、当タンパクの修飾はN一 型以外の糖鎖修飾

を多く受け、見かけ上分子量が増大している可能性を示唆した。

クローン間の発現量と導入された遺伝子のコピ
ー数を比較するため、独立した 4

株のアルギニン非要求性形質転換麹菌を選抜し、培養上清のセルロ
ース分解活性を

比較した (図1)。 またこれら4株 のDNAを 調製し、サザン解析を行つたところ、

サザン解析で強いシグナルを検出した株 (組換えコピ
ー数の多い株)の セルラ

ーゼ

活性が高い傾向を認め (デ
ータ省略)、 発現タンパクも多く検出された (図2)。

MMW   G(+) α ―)  LNRV 1    2    3    4

3  4 M

図 1.培 養上清タンパクのSDS― PACE

MMW:分 子量マーカー、 α +):N―ク
・
リコシタ
・―セ
・
処理粗精製タンゞ ク

G(―)N―ク
・
リコシタ
・―セ
・
未処理粗精製タンハ

・
ク、1,2,3,4,:独立し

た 4株 の培養上清

図 2.組 換え A orvzaeのササ
・
ン

解析

1,2,3,4:独立した4株 の XhoI

消化後のグノム DNA〈 それぞれ図

1と 同一の株)、 M:分 子量

マーカー

要約

C.ro l f s i iのセロビオハイ ドロラーゼ遺伝子を導入した A.or v z a eで発現させたタ

ンパクの糖鎖修飾について若干の解析を行った。その結果、高度にO― リンクの糖

鎖修飾が起きている可能性が示唆された。また、発現量と、導入された遺伝子のコ

ピー数との間の相関についてみたところ、コピ
ー数が多い株で発現量が多い傾向を

認めた。

(特別研究 中 小企業庁)
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微生物 ・酵素等の高度利用による高付加価値化食品の開発

―酵素処理等による食肉の品質改善技術の開発―   (H9～ 11)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁 阿 部 茂  浅 野行蔵

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃

発酵食品部発酵食品科 下 林義昭

1.研 究の目的と概要

乳用廃用牛肉等、低品質食肉に微生物、酵素を作用させ、食肉の硬さの原因とな

る結合組織たんぱくの分解を促進することにより軟化、改善する技術及びこの活性

制御技術の開発を目的に検討を行つた。前年度は各種粗酵素を食肉に作用させ、そ

のたんぱく分解効果、肉質軟化効果等を検討 した。また軟化のメカニス
゛
ムを解明するた

め、硬 さの原因となる食肉の結合組織膜の微細構造の変化を観察 した。この結果、

麹類に強い分解活性と軟化効果が認められたので今年度はさらに菌種を特定して検

討を進めた。

実用又は予定される成果

。食肉の熟成促進及び肉質の軟化改善技術の開発

2.試 験研究の方法

(1)麹 菌の種類 (種麹の菌種)お よび処理液の配合

①大豆麹 (Aspergillus sOjae)  :醤油用   い ヒ
゛
オック

②大豆麹 (Aspergillus oryzae菌):味 噌用

③醤油麹 (ハイソーヤ):A sttac(No9)とA.o7zae(No25)を有効胞子数で 5:1の割合

で混合 閉樋口松の助商店

これら三種の菌を用いた麹作 りは札幌市内の醸造メ渤―、福山醸造閉のご厚意によ

り提供いただいた。また、実験に際し食肉処理液は、各麹サンフ
°
ルを水で 4倍 量に希

釈 して食塩濃度 4%、 NaN0 2 100ppmを添力日して調製した。

(2)軟 化処理

三種類の軟化処理液に同一個体の乳用廃用牛より採取した半腱様筋を 2× 2× 5

clllの線維に平行に切 り出した角柱状のサンフ
°
ルを浸漬 し、一週間毎に一ヶ月間、経時

的に品質変化を測定した。

(3)品 質評価項目

水分、硬さの指標として切断応力をレオメーター (サン科学)に より、結合組織の加熱耐

性の指標としてコラーケ
゛
ンの加熱溶解性を HILLの 方法により測定した。また各粗酵素

給源のたんぱく分解活性はミルクカセ
゛
インを基質に TCA可 溶画分の生成量で測定比較し

た。また軟化のメカニス
゛
ムを解明するため細胞消化走査電顕法 (日立 S‐2400)に より

各粗酵素処理肉の結合組織膜 (筋周膜、筋内膜)の 微細構造の変化を観察した。

(4)処 理液の塩分濃度と浸透速度の関係

対照区 40/Om水、試験区は醤油粕を 4倍 加水 し、NaN0 2 100ppmを添力日した。塩

分濃度を変動させて肉内部への浸透を発色層の厚みとして測定した。また、軟化処

理肉の水分と水分活性の変化を測定した。乾燥には送風型低温恒温器を使用 した。

3.実 験結果

水分はいずれの区も処理液の浸透圧により、2週 目まで急速に低下した後緩やか
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に上昇 し、安定した (図 1)。切断応力は生肉、加熱肉共
一週 目に急速に減少した

後平衡に達した (図 2)(図 3)。切断応力はオリセ
゛
、ハイソーヤが大きく低下し、良好な

結果を示 した。Collagenの加熱溶解性は浸漬期間と共に次第に上昇した (図 4)。

微細構造には特徴的な変化が

見 られた。各処理区とも浸漬
一

ヶ月後には結合組織膜の筋内膜

の六角構造がゆるみ、筋周膜も

板状の緻密な構造がほぐれて、

共に膨潤 したような構造が観察

され、膜構造の崩壊が起こって

いた (図 5)。

また、フ
°
ロテアーセ
゛
活性の検討

の結果、麹はいずれも活性が

高く、
一方マタタヒ

゛
、サケ内臓は弱

かった。醤油麹および醤油粕、

鮭内臓 を原料 とした魚醤油粕

に高いフ
°
ロテアーセ
゛
活性が認めら

れた (図 6)。
一方、三種類の

麹は、いずれも高い活性を有

し図 6の 測定時 (24時間分解)

よりも反応時間を短縮 (5時

間分解)し て測定した (図7)。

処理液の浸透速度は塩分濃

度を高くし過ぎると、肉表面

に急激な脱水が起こり、遅く

なつた。また、醤油粕 (塩分

4%に 調整)を 作用させた処理

肉の乾燥による水分活性は、

非加熱食肉製品の規格基準

である水分活性値 095未 満に

3日 目で到達 し、従来法と比

較 して非常に速かつた。

(テ―゙ターは不載)

唯

R

 ゝ/ハ ご・、

ツエ

1孟

フ6
g x x l

u x l

仰

御

m

a x l

o 1  2 ,  3  (FE)

&1 t<,}o|xcfi5tt

0 1 2 3 4

餃  り月顆コヽわ0中 ヒ

口3切 断応力000の 経時変イヒ

大豆理(オリゼ菌) 詈油麹 (ハイツーヤ 0

図6… tスЮ ミ″劾に4/に対する
“時FoleのTCA可 溶百分の変化

4.要 約

今年度は粗酵素給源のスクリーニンク
゛
と製品化へ向けた加工条件を中心に検討 した。

麹類の産生するフ
°
ロテアーセ
゛
活性は非常に高く、またくどい味や臭いを持たないので

食肉軟化剤として有望である。

また、処理肉は乾燥及び水分活性の低下が速く、かつ均
一なので乾燥食肉製品

への加工が適 していると考えられた。

(特別研究 通 商産業省)

0  1   2  3  4(週 目

図4 Col饉gen加 熱溶解性の経時変化

日5各 種粗酵素配合剤処理肉の筋内膜 (上)と筋周膜(下)

Z各 ペーストのTAC可 澪薔分
□ 24時間後の生薗 AO可 澪百分
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1.

発酵食品の香気及び機能性の強化に関する研究 (H10～12)
一乳酸菌の発酵食品中のフランノン生成とその増強に関する研究一

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 田 村吉史 柿 本雅史

研究の目的と概要
この研究で対象する予定の生理活性物質ハイドロキシヨエチルメチ
ル ・フラノン (HEMF)とその類縁物質 (フラノン類)は 、多種の発酵
食品中にあることが知られています。発酵食品に利用される微生物種
の大多数が酵母と乳酸菌に占められています。当センターにおいては

開設以来一貫して乳酸菌に関する研究を続けており、酵母の研究で優
れた実績のある熊本県工業技術センター及びICBD(国際醸造蒸留酒セ
ンター)と 共同して研究を進めることにより、広範な食品について検
討できます。
HE∬及び類縁物質の研究はキッコーマンのグループが国内では最初
に始めており、醤油及び味噌の香り物質として1978年頃にHEMFを発見
しています。さらにその後、岩手大学のグループは味噌の香りの重要
な構成成分として、HErを ルーチン分析に取り入れる研究をしていま

す。1990年代に入つてからアメリカ ・ウィスコンシン大学のグループ
が、この物質に抗腫瘍活性が存在することを指摘しました。さらに、
最近ではキリンビールの研究によつて、ビール中にも同物質が発見さ
れ、発酵食品中に広く分布することが予想されています。また、スイ
スのネスレ社のグループは HEMFの生成経路についての研究を進めて
います。同様に、熊本県工業技術センターにおいては、HEMFの生成経
路についての研究を進めていて、発酵食品中で同物質を多量に生産す
る方法について重要な発見をしています。発酵技術よつてHE∬の増強
法が確立されると、従来知られている発酵乳製品や醸造食品の機能性
に関して、よリー層強調することができます。北海道産発酵食品の販
路の拡大に、寄与するところが大きいと考えられます。
フラノン類は、カラメル様の甘い香りがすると認識されていて、味
噌などの発酵食品の特徴を示す香り物質です。分析法はガスクロマト
グラフ質量分析法 (GC―MS)な どで確立されていて、他の生理活性物
質を測定する場合より、極めて容易に分析ができます。この利点を利
用し、本年度は発酵乳製品やワインなどの北海道の特産食品中での分
布を検索しました。さらに、熊本県において開発された技術を用いて、
発酵食品中のフラノン類の増強に取り組みました。加えて、当セン

ターに保有の菌株中よリフラノン類生産活性の高いものの選抜を試み
ました。

【実用または予定される成果】
・北海道産の醸造 ・発酵食品、特に味噌 ・醤油、発酵乳製品等の高付
加価値化
・発酵食品の伝統的製法の再評価

試験研究の方法

酢酸メチルを用いた抽出法により、数種類の発酵食品からフラノン

2 .
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類を抽出し、GC―MSを用いて分析しました。また、熊本県で開発され

た酵母を添力日する方法を用いて味噌を試醸し、フラノン含量の高い米

味噌を製造しました。発酵食品に多く見いだされる有用乳酸菌のうち

代表的なものを数株用いて、前培養の後、アミノ酸と糖類の混液を添

加する方法でフラノン類の生産能を測定しました。

3。実験結果

市販の数種類のヨーグル トにフラノン類の存在を見いだしました。

特にHDMFの含量が高いものが多く、含有する糖類の種類から予想され

るHDMFの生成機構を支持する結果となりました。即ち、6単糖類がア

ミノ酸と化合して、HDMFが生成するというものです。また、
一部の海

外産ワインとチーズに、HDMFの存在を確認しました。

米味噌は、フラノン類の前駆体の生成に不可欠と考えられる天地返

しの工程を行い、培養酵母を添加して製造しました。その結果、熊本

県における麦味噌の製造で見られたのと同様に、高いフラノン含量を

持つ味噌が製造でき

ま した。特に、5単

糖を起源 とするHEMF

の含量が高く、香 り

が非常によい味噌 と

なりました。

検索した乳酸菌に

は、皿∬を生産する

ものは見つか りませ

んでした。 しかし、

HDMFを生産 している

可能性のあるものが

見つかり、ヨーグル

トの発酵に関与 して

いる株であることか

ら、前述のヨーグル

ト中でのHDrの 存在

と何 らかの関係が示

唆されました。

4.平 成 11年 度計画

ヨーグル トの試験製造を行い、製造法、特に乳の殺菌法と使用する

乳酸菌の種類によるllDMFの生産量を検討 します。さらに、ワインにつ

いても、醸造法によるフランノン類の蓄積を検討します。

乳酸菌の合成培地におけるフラノン類の生産性試験を、試験方法を

変えて続行 します。さらに、フラノンの生成経路についても、検討 し

ます。

共同研究機関 :

熊本県工業技術センター

ICBD(国 際醸造蒸留酒センター)

Chromatogram of Commercial Yogurt
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2.

ホタテガイ副産物の有効利用システムの開発     (H8‐ H10)

一飼肥料および餌料としての資源化技術に関する研究―

応用技術部 食 品工学科 河 野慎一 岩 下敦子

1.研 究の目的と概要

道内で年間6～ 7万 t排出されるウロなどのホタテ軟体部の有効利用を図るため、こ

れらの飼肥料 ・餌料化に関するシステムの開発を目的とする。本研究では、脱カドミウ

ムされたホタテウロを肥料 ・飼料(家畜用)。餌料(養魚用)用原料としての乾燥粉体とす

るまでの工程 (資源化工程)に 関する検討を行う。本年度は工業化の際に課題となる製

品の保存安定性に関する検討、原料の保存安定性の検討を行つた。

○実用または予定される成果

ホタテガイ副産物の飼肥料、餌料化システムの開発

試験研究の方法

◎製品の保存試験 試 料はパイロットプラントで製造された製品を用いた。製品は乾燥

時に酸化防止剤 (エトキシキン)300ppmを添カロした。これを表 1に示す保存環境に置き、

約 5ヶ月間その品質を評価した。測定項目は以下の項目とした。①粗脂肪分②過酸化物価

(POV)③エトキシキン含量④粗タンパク質量(CP)⑤ペプシン消化率

エトキシキンはメタノールで抽出後、表2の条件にてHPLCを用いて測定した。

◎原料の保存試験 8月 に長万部町より入手したホタテガイの軟体部を、以下に示す

3条件の保存状態に置いた。

A.ビ ニール袋に入れ、発泡スチロール製の箱に詰め-25℃の冷蔵庫内で保存

B.発 泡スチロール製の箱に詰め-25℃の冷蔵庫内で保存

C.lvol%の 希硫酸 10ノに浸漬し室温で保存

これらを約5ヶ月間継続し、以下に示す測定を行つた。①粗脂肪分②過酸化物価③粗

タンパク質量④ペプシン消化率⑤水溶性タンパク質量

水溶性タンパク質量についてはBradford法に準じて行つた。

実験結果および考察

◎製品の保存安定性 保 存状態による過酸化物価の経日変化(図1)は室温開放、室温

光、室温暗、室温包装、冷蔵、真空パックの順に高いものであった。また、エトキシ

キン含量の変化も同様であつた。保存状態としては真空パックがもつとも好ましいが、

開放状態及び光を避けることにより、ビニール製の袋等に密閉して室温下で保存する

程度で大きな差異はないものと思われる。しかし、真空パックにおいても約20日後に

表2 HPLCの 条件

検出器 蛍 光検出器

励起波
カラム TSKgel ODS-80TS

4.6rnrnlD X 25cm、 30℃

3 .

旧狐
旧狐
】狐
調猥
薄μ

室

室

室

室
冷

ビニール袋

開放
ビニール袋

ビニール袋
ビニール袋

暗所

溶離液  ア セ トニ トリル水=9:1

表1保 存試験区
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は飼料の規格値であるPOV=30を越え、酸化劣化を受けやすい物質であることが伺えた。

また、製品の保存状態による粗タンパク質量は初期値(57%)から大きく減少することは

なかった。ペプシン消化率の変化も保存により若干低下する傾向が見られるが、おおむね

80%以上を有し保存状態による差も顕著には見られなかった。

◎原料の保存安定性 粗 脂肪分は希硫酸浸漬のみ増加傾向を示した(図2)。これは希硫

酸により、リン脂質とタンパク質が分離しエーテル可溶性の脂質が増加したものと考えら

れる。過酸化物価の変化(図3)は、保存80日以前では変化は見られないが、約 140日を

経過した時点では、希硫酸浸漬、冷凍 。開放、冷凍 ・包装の順に高い値を示した。
一方、

保存状態によらず保存 10日ですでにPOV=30を越えた。

粗タンパク質は保存状態によらず変化はみられず、ペプシン消化率も8鰯を上回り問題

はなかった。水溶性タンパク質量(図4)は、いずれの保存状態でも日数経過に伴い増加傾

向を示した。この傾向は冷凍。開放及び希硫酸浸漬において大きく、冷凍・包装が最も低

い値を示した。希硫酸中では原料中のタンパク質が加水分解し低分子化したことによるも

のと考えられた。また、希硫酸中の水溶性タンパク質は、経過日数の増加に伴い増大した。

‐ 冷凍・包装

‐ 冷凍・開放

| +希 硫酸 |

３５

３０

２５

２０

１５
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５

０

，
８
）
唱
爆
嬰
興

６０

４０

２０

∞

８０

６０

４。

２。

０

（̈
〓ヽ
ｏｏＥ
）
＞Ｏ」

含
Ｅ
ヽ
こ

．（じ
ヽ
Ｋ
ハ
も
量
映
※

８０

５０

２０

９０

６０

３。

０

（̈
〓ヽ
σＯ日
）
＞Ｏ」

50            100

経過日数 (日)

図 l POVの 経日変化(製品)

10      20      30      40      50

経過日数 (日)

図2 粗 脂肪分の経日変化(原料)

閂

0              50             100            150
経過日数 (日)

図3 POVの経日変化(原料)

要約

製品の保存によるタンパク質の劣化は少ないが、脂肪の酸化劣化が大きかった。保存形

態は真空パック及び冷蔵保存が望ましいが、コスト面から光を避けビニール袋等で保存す

る方法が現実的である。また、原料の保存形態としては冷凍。包装が最も望ましいが、保

存10日でPOV=30を越え飼料、餌料用としては課題を残した。
一方、希硫酸浸漬法による

脂肪、タンパク質の劣化は最も顕著であつたが、コス ト面で非常に優位な方法であり、製

品の用途を肥料に限定することにより、有効な保存方法であると考えられる。

(地域産学官共同研究中核技術開発事業 共 同研究機関 工 業試験場)

0             50            100            150

経過日数 (日)

図4 水 溶性タンパク質の経日変化(原料)

4.
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地域特産食品の成分値の評価に関する研究      (H9～ H10)

一物質関連データ (食品成分)の デ
ータベース化に関する研究―

加工食品部農産食品科 田 中彰 田 中常雄 山 木
一史 中 野敦博

1 研 究の目的と概要

食品の栄養成分は日本食品標準成分表など多くの資料に収載され、栄養管理に使

われている。しかし、自然の農作物は品種や産地、収穫時期などの違いにより栄養

成分には変動が見られる。本研究ではニンジンとスイ
ートコーン、ジヤガイモの収

穫時期と産地による栄養成分を調べた。これらの結果は食品成分デ
ータベースの基

礎資料となる。

実用または予定される成果

(例)。栄養管理に役立つ食品成分デ
ータのデータベース構築

2 試 験研究の方法

分析試料

ニンジン 向 陽 2号 で道内産 2点 (秋収穫)、道外産 4点 (冬 2点、春夏 2点 )

スイー トコーン バ イカラー種で道内産 3点 (生、8分 問加熱調理後)

ジャガイモ 男 しやく、メークイン(道内産)、 トヨシロ、ワセシロ、ニシユタカ(道外産)

分析項目

一般成分  水 分、タンパク質、脂質、灰分

無機質   ナ トリウム、カリウム、 リ ン、カルシウム、マグネシウム、鉄、亜鉛、銅

ビタミン類  α 、β
―カロテン、ビタミンE、 K、 Bl、 B2、 B6、 C、ナイアシン、

バントテン酸、葉酸

その他   食 物繊維、クリプトキサンチン、遊離アミノ酸、遊離糖

実験結果

ニンジン

収穫時期によるカロテン含量を比較した(図1)。道産秋収穫のエンジンのβ
―カロ

テン含量が測定した中で最高で8,650μg/100gと道外産の冬の1.3倍、春夏の2倍

図1 ニンジンの収穫期別カロテン含量  で あり、α
―カロテンを合わせた総量

(μ g/100 でも 12,600μgノ100gと 、冬の 1.3

倍、春夏の 1.5倍も多く含まれてい

た。カロテン含量は収穫時期が秋、

冬、春夏へ移行するにつれ少なくな

つていた。ビタミンC含 量は秋と冬

は差がなく7.0～7.5mg′100gであつ

た。 しか し、春夏はやや多 く約

9.Omg/100gであった。

15000

10000

5000

0

秋    冬    春 夏

道産   道 外   道 外
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スイートコーン

カロテン含量はバイ

ナーが多く、プリンス

トンが少なかつた(表

1)。プリンストンは早

生、ピーターは中生、

バイナーは晩生品種で

ある。つまり、発芽か

らの成熟日数が長いほ

うがカロテン含量も高

くなると解釈できる。

また、プリンス トンは

生よりもゆで調理を行

表1 ス イートコーンのビタミン含量
(100g中 )

B l B2
試 料

生

プリンストン 2.5

ピーター   8.8

バイナー  15,0

平均    8.8

5。2   0。126 0.088   5.6

16.6  0。147 0.094   5.5

29.0  0。130 0.084   3.9

16.9  0.134 0.089   5.0

ゆで

プリンストン 7.0

ピーター   5。 9

バイナー  18.3

平均       10.4

17.2  0.122

12.9  0。128

33.0  0.119

21.0  0.123

0.090   6.1

0.093   7.3

0.087   6.6

0。090   6.7

った方が含量は高くなつていた。カロテノイド色素としてゼアキサンチン、クリプ

トキサンチンなどのキサントフイル類が多く含まれていて、カロテン含量の 20～40

倍も含まれていた。ビタミンC含 量はゆで調理後も変化は見られなかつた。

ジャガイモ

ビタミンC含 量は各

試料で差が大きく、メ

ークインが最も多かつ

た(表2)。 同じトヨシ

ロでも産地によつて 2

倍近い差があつた。収

穫時期は道産の 2品 種

は 10月 、道外産は 2

月から7月 の間で、ビ

タミンC含 量は 2月 に

収穫 したものが最も少

なく、時期が移るにつ

表 2ジ ャガイモのビタミン含量
(100g中 )

試 料 収穫 月

れ含量は多くなり、10月収穫の道産では 1.7～2.6倍も多く含まれていた。

ニンジンのカロテンやジヤガイモのビタミンC含 量は道産で高く、栽培時期の違

いなどに起因すると考えられた。本研究の結果から、品種、栽培時期の違いによる

栄養成分の変動が明らかになり、食品成分デ
ータのデータベース構築に活用できる。

(受託研究 科 学技術庁)

Bl   B2   B6   C

(・・……・・…
…mg∵ 1・

…………)

道産

男しやく

メークイン

道外 1

トヨシロ

ワセシロ

道外 2

トヨシロ

ニシユタカ

平均

10

10

7

7

2

6

0.084 0.020 0。 197  33.0

0.080 0.015 0。 140  50。2

0。102 0.054 0。 196  37.9

0,070 0.025 0。 198  44.4

0.075 0.023 0.197  19.0

0.081 0.017 0。 146  24,9

0.082 0.026 0。 179  34。9

4 要 約
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道産バイオマスを原料とした各種生体調節機能物質の生産 ・利用技術開発 (H10～Hll)

―道産農水産物からの生体調節機能物質の抽出・分離・精製技術及びフードテ
・
サ
゛
イングとその評価―

加工食品部農産食品科 田 中常雄 山 本一史 田 中彰 中 野敦博

1 研 究の目的と概要

北海道で産出、または自生している農水産物で健康

に良いとされている原料から、生体調節機能物質の抽

出 ・分離 ・精製を行 うと共に、その生体調節機能を重

視 した組立複合食品のフー ドデザイングを行 う。さら

に試作 ・製品化された組立複合食品の保存試験及び栄

養や安全性の評価を行 うことによって、道内の食に係

わる産業クラスター構想の実用化に寄与する。

本年度は、北海道文教短期大学で血圧降下作用物質

の存在が確認されたマタタビを用いてジャムを作 り、

北海道文教短期大学で保存中のジャムの血圧降下活性

の変動を観察すると共に、当センターで抗酸化活性評

価を行 うこととした。また、試作したマタタビジャム

を(株)新薬開発研究所に送 り、血圧降下作用について

の動物実験を行 うこととした。

実用又は予定される成果

(例)。機能性を有する道産農水産加工品の開発

道 産 バ イ オ マ ス

(マタタビ、昆布など)

↓
抽出 ・乾燥粉末化など

↓
複合化。フー ドデザイン

↓

飛贅壱百 ・ 住]装姜   北海道文教短期大学

↓    |∴ :轟 :

保存 ・評価 (株)新薬脚 筋

試験研究の方法

(1)マ タタビジャムの試作 :マタタビ(冷凍)lkgを解凍後、水600ml添加 してホモゲ

ナイズし、加熱 。沸騰させながら砂糖800g、クエン酸30g、LMペクチン10g、平L酸カ

ルシウム6gを混合して添加 した。30分間沸騰させた後、瓶詰め、脱気、殺菌 (沸騰

水浴中30分)し た (試料 1)。また、砂糖の代わりに、離水防止を目的として トレハ

オース800gを添加 したジャムも試作した(試料 2)。

試作ジャムの pH、 可溶性固形分、水分活性及び歩留まりを測定 。確認 した。

(2)保存試験 :試作ジャムを25℃暗所に保存 し、 2週 間ごとに瓶を開封 して抗酸化

活性試験 (ロダン鉄法、TBA法 )を行つた。評価はコン トロールに対して吸光度の

値が何%か で示し、値が低い方が酸化が抑えられ、抗酸化活性の高いことを示す。

実験結果

(1)試 作 したマタタビジャムの特性値を表 1に 示 した。マタタビはpHが 4.3付近

と比較的高いのでクエン酸を添加 したが、出来上がりの pHは 低 く、添加クエン酸
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量はもう少し少な目が適量と思われた。

表 1 マ タタビジャムの特性値

試料 1(グラニュー糖使用) 試料 2(トレハオース使用)

p H

可 溶性 固形 分 (%)

水  分  活  性

歩 留 ま り (%)

3.  1 5

5 2 . 0

0 . 8 9

7 7 . 4

3 .  2 3

4 7 .  2

0 .  9 5

7 8 .  5

％

６０

４０

２０

００

８０

６０

４０

２０

０

銘

‐２０

‐００

８０

６０

４０

２０

０

（

ヽ

(2)マ タタビジャムの保存中の抗酸化活性測定の結果を表 2, 3に 示 した。マタタ

ビはホモゲナイズすると、10%塩 酸メタノール溶液で抽出した画分に抗酸化活性が

認められている。今回はジャムを水抽出した溶液で活性を測定したが、抗酸化活性

は認められなかった。 7週 日で、試料 2(ト レハオース使用)のジャムの値が低かつ

たが、原因は不明である。

)

・
■
・

保存期間 (週)

表 2 マ タタビジャムの保存中の抗酸化活性 (ロダン鉄法)

保存期間 (週)

表 3 マ タタビジャムの保存中の抗酸化活性 (丁BA法 )

平成 11年 度計画

道産バイオマス原料として、マタタビだけでなく、ヤーコン、アロニア及び海草

類について、他機関との連携の中で、成分の抽出と複合化加工試験を行 う。

(受託研究 北 海道地域技術振興センター)

)

―
●
…
像
・

―-99-―



アロニア果実の有用物質の特性解明および生産 ・利用技術   (H10～ H12)

一アロニア果実を原料とした新規食品の開発―

加工食品部農産食品科 田 中常雄 田 中彰 山 本一史 中 野敦博

1 研 究の目的と概要

「黒い実のナナカマ ド」とも呼ばれるアロニア(Aronia melanOcarpa Elliot)は、

北米産とロシア産樹木で形態が異なる。そのため本研究では、各々の果実の成分の

相違を調べ、食品素材として有効利用することをめざしている。アロニアの問題点

は果皮の硬さと渋味にあるので、果皮の軟化法と渋味除去法の開発を図る。また、

試作加工試験を行い、官能審査をして製品化の可能性を把握する。

実用又は予定される成果

(例)。アロニア加工食品 (ジャム、ゼリーなど)の 開発

・アロニアのテクスチャー及び呈味性の改良技術の開発

2 試 験研究の方法                                    ⌒

(1)成 分 :表 1の ビタミンE効 力までの分析方法は 「五訂 日本食品標準成分表分析

マニュアル」 (科学技術庁資源調査会食品成分部会編)に よつた。

(2)果 皮の軟化試験 :ペクチナーゼlg、セルラーゼlgに蒸留水を加えて200gとし、

溶解後、アロニア200gを入れて50℃で保温した。経時的にレオメータ(直径lnlmのプ

ランジャー)で突き刺し強度を測定した。

(3)渋 味除去試験 :アルコールによる渋味成分 (ポリフェノール類)の水不溶化を目

的として、デシケータ中に晒し布を敷き、アロニアをエタノール雰囲気下に多層に

置いた。デシケータを室温に放置し、ポリフェノール含量を測定した。

(4)試作 :①ゼリー ;アロニア250gを破砕して晒し布でこし、水を加えて全量を500

mlとした。加熱しながら砂糖100gを加えて沸騰させ、直後に赤ワイン30mlを添加し

た。冷却後、ゼラチンを加えて冷蔵庫で冷却した。配合区分を表 3に示した。

②ジャム ;アロニア500gを破砕し、加熱しながら砂糖400gとLMペクチン5g、乳酸か    ´

シウムlgを加えて30分間沸騰させて瓶詰めした。試作品のゼリー強度と粘着性はテクス

チュロメーター(全研製)を使用して測定した。配合区分を表4に示した。

3 実 験結果

(1)成分 :ロシア産の方がβ‐カロテン、総ビタミンC含 量が多く、渋味成分(ポリ

フェノール)含量が少ないので、食品素材として北米産より優位と思われた(表1)。

(2)果皮の軟化試験 :酵素による果皮の軟化はなかった(表2)。

(3)渋味除去試験 :始め679mg/100gあつたポリフェノールは2ヶ月後に135mg/100g

と減少しており、官能審査でも渋味はほとんど認められなかつた。

(4)試作 「ゼリー、ジヤム共にロシア産の方が評価が高かつた(表5,7)。 当初予想
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していた渋味や果皮の硬さ(ゴワゴワ感)については、むしろ好ましいと評価する意

見も出された。ジャムでは粒の残つた試験区4の評価が高かつた。試験区4のゼリ
ー

強度が高いのは、残つた果実粒の硬さが出たためである (表6)。

表 1 ア ロ三ァの化学成分及び特性値

収穫場所(栽培地)   北農試  大滝村  江別市  江'1市

幅 産助  佃 シアロ 佃シアロ 佃シ7El‖昧勘

エネルギーkcalノ|∞g   5 6     5 1     5 7     5 5
k J′100 g   2 1    2 1 2    2 3 7    2 3 0

水  分  g′100 g   8 4 . 1   8 5 . 6   8 1 . 9   8 4 . 3

蛋 自 質 ノ100 8  0 . 8  0 , 9  0 . 6  0 . 5

脂  質  gノ100 g  O . 1   0 . 2   0 , 2   0 . 2

炭水化物 gノ100 g  1 4 . 5   1 2 , 7   1 4 . 8   1 4 . 4

灰  分  gノ100 8   0 . 6   0 . 6   0 . 6   0 . 6

α―カロテン μgノ100g   6,7    6.4    6.4   10.6

β―カロテン μgノ100g  8‖.6   887.0   345.7   495,2

A効 力  IU  4 7 5  4 0 3  4 7 0  2 7 5

ビタミンBl  mノ100g  O.019   0.019   0.017   0,O19

ビタミン32  mノ1008  0,017   0.010   0,020   0.027

ビタミンB6  mgノ|'Og  ] . 0 2 4   0 . : 2 9   0 . 0 2 7   0 . 0 2 4

ナイアシン mノ1008  0 . 2 9    0 . 1 4   0 . 3 0    0 . 2 7

葉    酸 μgll10g    3.0     4.2     3.1     2.4

総ビタミンC  ngノ100g  i4.9   19.3   16.4    4.0

α‐lll 1 1‐l n gノ100 8   1 . 4 7   1 . 4 2   1 . 4 5   1 . 3 5

β‐117 1 1‐l m gノ100 8   0 . 1 6   0 . 1 6   0 . 1 5   0 . 1 0

7‐117ェ1 ï  m gノ100 g   O , 0 0   0 . 1 0   0 . 0 0   0 . 0 8

0‐|口,11‐l m g′100 8   0 . 0 0   0 . 0 7   0 . 0 7   0 . 0 5

セリミンE効力  げ100g   l.5    1.5    1.5    1.4

1。|,I′‐l mノ100g  i90  739  777  188

糖度(Brlx)   %     0.3    8.9    ‖.2    11.1
二 果 重 g  O , 9  0 . 8  1 , 0  1・ 7

pH(果汁液)  -     3.5    3.4    3.4    3.8
*lilギ‐換算係数(kca)i蛋白質3.36,脂質8.37,炭水化物3.60.

*l kca■.184 kJ.  *窒素‐蛋自質換算係数:6.25, (1998年産)

表 2 酵 素処理による果皮硬度の変化 (gl )

0時間 1時間後 2時間後 3時間後 4時間後 5時間後

突き刺し強度 104  108   99   119   105   105

標準偏差 19 , 7 5  2 1 . 6 7  1 9 . 3 2   2 6 . 9 4  1 8 . 2 4  1 8 . 1 8

表 3 ゼ リーの

配合区分

区川J陳 『""
|ルア ○ ○ ○
21シア ○ ○ ―

3株  ○  ○  ○
4北米 ○ ○ 一

表 4 ジ ャムの配合区分

区 刊J淋 卜 聴 ギ炒 伍

1レ7000-
2ロシ700-―
3株 ○ ○ ○ ○
4淋 一 〇 ― ―

5株 ○ ○ ○ ―

表 5 試 作ゼ リーの官能審査  (n=19)

区 色  味 香り 歯触 渋味          付 帯 意 見

1173.4131613渋 味強0,"香強0=酸味と"味胸",

2 3,7 3.2 3.2 3,7 3.4 少酸々味強好ましい(4)!

3 3.7 3.1 3.3 3.5 3.2 外観良。まろやか。ボケ,物足りない。大人の味。

4 3.7 3.1 3.2 3.5 3.1 無難。ポケ。あっさり味。食べ易いが味にシャ|ない。

kの個 *ゼ リーは食べやすい。*ゼリ、ジャム共にロシア産の方がおいしい。
*5:大変良い.  41良い  3:普通.  21悪い.  1:大変悪い.

表 6 試 作ジャムの物性

区  pH  可溶性固形分  水分活性   t'|‐強度   粘着性

1 3. 5  6 7 . 4  0 . 7 8  4 1 . 2  2 1 . |

2   3 . 4   7 0 . 9    0 . 7 5    2 4 . 0   1 3 . 0

3  3 , 9  7 1 , 7  0 , 7 8  2 9 . 6  1 2 . 2

4  3 . 7  6 9 . 3  0 , 7 7  1 1 8 . 9  1 5 . 9

5   3 . 8   6 8 , 0    0 . 8 0    4 4 . 2   2 2 .  l

*単位:可溶性固形分(%)、ゼリー強度(g/100g)、粘着性(gf)

表 7 試 作ジャムの官能審査      ( n = 1 9 )

区 色  味 香り 歯触 渋味                    付  帯 意 見

1191615113.1ざ らつき0,渋味強。良,

2 3.8 3.6 3.4 3.1 3.2 平均的,少々酸味良・ハ
・
力1良・舌に残る(2)。

3 3.8 3.1 3.4 2.9 2.8 外観良・渋味小,練リコ
'マ
様・渋味強:舌に残る。

4 4,0 3.5 3.5 3.2 3.1 外観良。渋床強,77.'7.状面白い!皮付の方が食べ易い(2),デャムらしくて良い。最も食べ易い。ざらつき少̀

5 3.7 3.7 35 3.3 3.3 外観悪。味安定0渋味有̀味が薄い,歯触り不好tしっとり感有

:その他l   *独特の香りがない.  *10.4が好み,   *Ю.2が好み・    *‖0.112は食べた直後は爽やかな感じだが、

時間が経つと渋味が残る。 *Ю.Hは、特徴がない味で渋味もそれほど気になられヽ

平成 11年 度計画

引き続き果皮の軟化方法を検討する。また、渋味除去試験の再試験を行つて確認す

ると共に、種々の糖類などを使つて渋味マスキング試験を行 う。さらに、種々の試作

加工試験を行 う。 (受 話研究 農 林水産省 / 北 海道農業試験場 北 海道大学)
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未利用水産資源を利用した複合化食品の開発       α lo

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、太田智樹、大堀忠志

1.研究の目的と概要

稚内地域で漁獲される魚種はホッケやスケソウダラなど数多くあるが、最も漁獲

量が多いホッケでも6万 トン前後で少量多品種であることが特徴である。ホッケの

うち小型のものは、餌料、冷凍すり身の補助原料としての活用しかなく、食用原料

としては十分に活用されていない。また、イカナゴは 3.5万 トン前後水揚げされて

いるが、その 99%が ハマチ養殖用餌料として低価格で関西方面に出荷されている。

イカナゴを利用した食品開発は過去に行われているが、油含量が高く、油の析出や

油の酸化による臭いの発生などの加工技術や加エコストが製品化の障壁になってい

る。

一方、牛乳は機能性成分の存在が古くから言われており、機育ヨ性を活かした乳製

品の開発が行われている。我々のこれまでの研究で牛乳には脂質の酸化を抑制する

機能のあることが明らかになっている。そこでイカナゴを利用した食品を開発する

上で一つの障壁となっている油の特性を明らかにし、牛乳成分を利用した酸化抑制

をホッケと比較しながら検討した。

実用又は予定される成果

・イカナゴを利用したおいしい食品の開発

・水産物と乳成分の複合化技術の確立

2.試験研究の方法

稚内沿岸域で漁獲されたイカナゴ、小型ホッケを水揚げ後に直ちに急速冷凍し、

使用まで‐20°Cで保存した。冷凍試料を解凍した後、体長と体重を測定して魚体を水

道水で充分洗浄後、魚体を丸ごと畜肉用のチョッパーに投入し、ミンチ状に処理し、

一般食品成分、月旨質、牛乳による酸化抑制試験に供した。一般食品成分は常法に従

い、脂質の抽出は Bligh&Dyer法 に準じて行つた。得られた全脂質を薄層クロマ

トグラフィーcLoで 検出し、各脂質の成分組成は水素炎検出‐TLCで 求めた。また、

全脂質を7%三 フッ化ホウ素メタノール溶液で脂肪酸メチルエステルを調製後、キ

ャピラリーガスクロマトグラフィーで分析して脂肪酸組成を求めた。 トコフェロー

ルの定量は 5訂 日本食品標準成分表分析マニアルに従って行った。

牛乳の酸化抑制効果は全脂質が最終濃度で 10%sヽ になるように乳化物を調製

し、これに牛乳成分を加えて均一化後、2種類の酸化促進剤を加えて 37・Cで酸化を

行つた。また、反応液の酸化進行度合いをチオバルビツール酸反応生成物法 (TBA

法)で 測定 した。金属イオンによる酸化反応を測定するには酸化促進剤は塩化鉄と

アスコルビン酸 (Fe‐asc)を用い、ラジカル反応による酸化反応を測定するには 2、

2'‐Azobis(2‐amidinopropane)Dihydrochloride KAAPH)を 使用した。また、酸素
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モニターKYSIsco社)を用いて乳化物に含まれる溶存酸素量の酸化による変化を測定

した。さらに牛乳の各成分の酸化抑制効果についても検討した。

3.実験結果

イカナゴは脂質が 5.7%で、アラスカ産

ベニザケと同程度であつた。脂質の大部

分はトリアシルグリセロールで占められ、

ホツケで 58.6%、イカナゴで 89.5%であ

つた。また、 トコフェロール含量はホッ

ケが 172.lμg、イカナゴは 93.2μgで あ

つた。このことからイカナゴはホッケと

よりも脂質含量が高いにもかかわらず、

脂質の酸化を抑制するトコフェロール量

が低 く、脂質の酸化進行が速いことが推

測された。

イカナゴの乳化物あるいはミンチ肉に

牛乳を加えた後、酸化開始剤を加えた時

の溶存酸素量と酸化抑制率の変化を調べ

た結果を図 1,2に示す。対照では酸化開

始後急速に溶存酸素が減少したが、牛乳

を添加したものでは 90分 後でも 85%以

上残存しており、明らかな酸化抑制効果

が認められた。牛平しをイカナゴミンチ肉

に添加すると酸化抑制効果認められ、

50%添 加したものでは70%前後の抑制効

果が認められた。また、牛乳と牛乳から

分画したホエーの酸化抑制効果に違いが

認められないことから、牛乳の酸化抑制

表1ホ ッンス ィヵナゴの体長、1襲鼠一般食品成分

4.要約

効果はホエーに含まれる成分によると考えられた。

小型ホッケとイカナゴの脂質の特性を明らかにし、牛乳成分を利用した酸化抑制

効果を検討した。イカナゴはホッケと比較してトリアシルグリセロール含量が高い

がトコフェロールが少ない特性が明らかになつた。牛乳はイカナゴ乳化物およびミ

ンチ肉のに対して酸化を抑制する効果があつた。

体重 (g)

水   分

脂   質

タンパク質

灰   分

19.3=ヒ 1.4

105.0=ヒ30.0

79.3

2 . 7

1 5 . 1

2 . 0

18.0± 1.3

33.8± 7.7

68.9

5 . 7

21.4

1.5

↑
）■
性
憮
艦
饉
性
決

（ま

）掛
〓
韓
ど
饉

3 0           6 0

反 応 時 間 (分 )

濤加 量

目 2  オ オ ナ ゴミンチ 肉 に対 す る牛 乳 の 抗 酸 化 効 身

一 牛 乳 ( F e - 3 8 ●〉

一 対 照 ( F e - 3 8 0 )

一 牛 乳 ( A A P H )

― 対 照 ( A A P H 〉
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3

3 - 1

技 術 普 及
‐
指 導

食品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応 じる窓口
として、 「食品カロエ相談室」を開設する。
1 相 談内容   食 品加工に関すること
2 申 し込み   随 時
3 相 談方法   電 話、来所、文書いずれの方法でも可能
4 相 談窓口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究センター内

【平成 10年 度報告】
相談件数については、総数 583件となっており、相談方法別にみると電話が最
も多く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。
また、相談内容については、加工方法、品質 ・評価、装置 。機械など食品加工技
術全般にわたる内容となっており、全道各地から相談が持ち込まれた。
1 相 談件数  総 件数 583件
2 月 別相談状況

区 分 ＼ 月 4 5 6 7 8 9 10 2 3 合 計

相 談 件 数 70 46
０
０ 39 28

ａ
υ 19

０
０

LI 10 22 6 20 7 30 6
０
フ

36 49 44 19 20 29 22 366

1 0 2 4 0 2 1 2 1

0 0 0 0 1 0 0 1 3 0 5

Itrru 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2

懸

よ

郡

黒

相談内容月別内訳

255イ牛
104件
64イ牛
13件
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3 - 2  食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食 品製 造企 業等 が行 う新製 品開発 等 を支援す るた め、各企業等 か らの依 頼 を受 け

て、研 究員 を派遣 し、食 品加 工技術 につ い ての助 言や指導 を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食 品製 造企 業 、食 品加 工研 究 グル ー プ等

3 申  し  込  み   随 時

4 指 導依頼 の方法   電 話 または文書

5 指 導 を 行 う者   セ ンター研 究員

6 費      用   無 料

【平成 10年 度報告 】

全道 各地 において、 136件 延 べ 141日 間、研 究員 を派遣 し、製 品開発 、製 造

技術 、保 存技術 、 品質管理等 についての助 言や指導 を行 った。

1指 導 件 数  13 6件

2 指  導  日  数   1 4 1日

3 支 庁別指 導状況

区 分 指 導 件 数 指 導 日 数 区 分 指 導 件 数 指 導 日 数

石 狩 支 庁 3 7 3 7 宗谷支庁 1 1

渡 島支庁 6 6 網 走支庁 2 0 2 1

檜 山支庁 胆振支庁 7 8

後志支庁 1 6 1 6 日高支庁 7 7

空知支庁 4 4 十勝支庁 2 1 2 1

上川 支庁 1 5 1 8 釧路支庁

留 萌支庁 2 2 根室支庁

△
計 1 3 6 1 4 1
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3 - 3  地 域 活性化 ア ドバ イザー指 導事業

中小企業が独 自では解決が困難な技術的な諸問題 を解決す るため、中小企業者 か

らの依頼を受けて、地域活性化ア ドバイザーを派遣 し、助言や指導を行 う。

1 指 導 対 象 分 野  食 料 品製造分野

2 申  し  込  み   随 時

3 指 導依頼の方法   「 地域活性化ア ドバイザー指導事業依頼書」を当センター

に提出す る。

4 指 導 を 行 う者  北 海道があ らか じめ委嘱 した地域活性化ア ドバイザー

(食料品製造分野  9名 )

5 指  導  期  間   年 間 20日 以内

6 経      費   有 料

7 そ   の   他   企 業秘密は厳守

【平成 10年 度報告】

2企 業に対 し延べ 6日 間、地域活性化ア ドバイザーを派遣 し、製品開発、製造技

術、品質管理等についての助言や指導を行 った。
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3 - 4  移 動食 品加 工研 究セ ンター

道 内各地域 で 「移 動食 品加 工研 究セ ンター」 を開催 し、講習会 や技術相 談 、技術

指導等 を集 中的 に行 う。

1 開 催 内 容   ( 1 )講 習会

(2 )研究成果発 表会

(3)意見交換会

(4)個別 技術相談会

(5)現地技術 指導  他

2 開 催 時期 等   開 催 時期 、場所 、 内容 等 につ いては、各支庁 等 と協議 の上 、決

定す る。

【平成 10年 度報告】

1 1支 庁管 内にお いて、 「移動食 品カロエ研 究セ ンタ
ー」 を開催 し、講習 会 、研 究

成果説 明会や 技術相 談 、技術 指導 な どを行 つた。

開催 支庁 開 催 地 開 催 年 月 日 ア マ

渡 島支庁 函 館 市 10. 1～ 10.10. 2 「HACCPと衛生管理について」
i道産小麦の加I利用について」

桧 山支庁 江 差 町 10. 8.20´ -10. 8. 「売れる商品づくり]

後 志 支 庁 倶知安 町 10.11.30-10. 1 「ジャガイモの加工特性」

空知支庁 岩 見沢市 10. 16 「食品工場における衛生管理について」

上川支庁 士 別 市 10. 9. 7～ 10.9. 8 「調理済食品の現状と課題及び今後の見通しについて」

留萌支庁 留 萌 市 11 2. 9´ ‐11 「地場産品を利用した商品開発について」
l最近の食品加工技術について」

宗 谷 支 庁 稚 内  市 11. 2.16 「地域に関連する研究成果について」

胆 振支庁 苫小 牧市 10.12.15～ 10.12.16 「農畜産物と水産物の複合化におけるメリット・デメリット」

日高支庁 浦 河 町 11 3.16～ 11 「カツオ節に代わるサケ節の商品化」

釧 路 支 庁 釧 路 市 11. 2.25´ ‐11. 2.26 「秋サケ内臓を添加した魚醤油の製造についてl

根 室支庁 羅 臼 町 10. 7. 8-10, 7. 9 「HACCP導入におけるチェックポイント」
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3 - 5  技 術講 習会

食 品加 工 に関す る新 しい製 造技術 等 につ いて、外部講 師やセ ンター研 究員 に よる

講習 を行 う。

1 食 品加 工 高度技術講習会

(1)開 催 場所   食 品加 工研 究セ ンタ‐

(2)対 象 者   食 品製 造企業等 の研 究者 、技術者等

(3)開 催 回数   年 間 1回 (1回 の講習期 間 -2日 程 度 )

(4 )開 催 方 式   座 学及び実技講 習

2 地 域食 品技術講習会

(1)開 催 場所   食 品カロエ研 究セ ンター

(2)対 象 者   市 町村 立等食 品加 工 (研究 )施 設 の技術 指導者 等

(3)開 催 回数   年 間 1回 (1回 の講習期 間 -2日 程 度 )

(4 )開 催 方式   座 学及 び実技講 習

【平成 10年 度報告 】

次 の とお り技術講習会 を開催 した。

1 食 品カロエ高度技術講習会

講 習
△

の 名 称 開 催 年 月 日 参加者数

微 生物管理技術講習会 H . 3 . 8～ H . 3 . 9 2 5

機 能水利用技術講習会 11 3 . 9～ H 10 3 6

2  地 域食品技術講習会

講 習
△

の 名 称 開 催 年 月 日 参カロ者 数

微 生物管理技術講習会 11. 2.22´ ‐11. 2.23 1 7

水 産加 工技術 講習会 11. 2.23-11. 2.24 2 3

- 1 1 6 -



3 - 6  技 術研 修 生 の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生 を受け入れ る。

1 研 修 内容  食 品加工に関する技術の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期間  原 則 として 6ヶ 月以内

4 費   用   無 料 (ただ し、研修 に関す る試料、消耗 品な どは企業負担 )

【平成 10年 度報告】

20企 業 28名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加 工技術の向上を図

った。

研 修 項 目 研 修 期 間

l 食品中の有効成分(生理活性化物質等)の測定方法の取得 10. 4. 1-10. 6.22

2 微生物の分子生物学的手法による解析 10. 4. 1～ 10, 9。  2

3 リンゴ粕'大豆粕̀ 廃棄農産物の有効利用技術の検討 10. 4. 1～ 10. 9.30

4 好中球出来の抗原解析について 4. 1～ 10. 8.16

5 サポタンパク質の抽出、アリポタンパク質の精製について 10. 4. 1～ 10. 9, 8

6 PCRによる遺伝子領域の増幅及びシークエンスによる塩基配列の決定とホモロジ‐検索技術 10. 4. 1～ 10. 9, 8

7 性皮ゼラチンの食品への応用試験 10. 4. 1-10. 9.30

8 ポテ容器と内容物(食品類)の保存性の関係について 10. 4.13-10. 9.30

9 機能性食品等を投与された実験動物の細胞の変化や代謝活性を遺伝子レベルで解析する 10. 4.13～ 10. 10. 12

10 道産小麦を用いた加工技術の習得 5. 6～ 10.11 5

自社製コロニーカウンタ‐機のデ‐タベ‐スを作成する 10. 4.10～ 10.10. 1

12 自社製コロニーカウンタ‐機のデータベースを作成する 10. 4.10～ 10.10. 1

ニンジンの葉の消臭成分の解析 10. 4.22-10. 10. 21

14 食品の
一
般栄養分析、アミノ酸分析、脂肪分析、及び付帯する

一
般分析技術等の取得 10. 5. 6～ 10. 8. 5

発酵食品の製造技術とその評価及び成分分析の取得 10. 6.19～ 10.

16 ステンレスの抗菌試験法 10. 6. 1～ 10. 6.30

脂溶性ビタミン及び脂肪酸の測定方法 10. 7. 1-10.12.28

18 食品の有効成分、機能の測定技術及び食品加I方法の習得 6.15～ 10. 12. 14

19 食品の有効成分、機能の測定技術及び食品加I方法の習得 10. 6.15～ 10. 12. 14

20 乳脂肪分、無脂乳固形分の測定方法 6.16～ 10.

食品中等の微生物の同定 10. 7. 7～ 10.12.31

22 微生物の分離。同定方法の取得 10. 8. 3～ 11. 2. 2

水道水及び磁化水等の酸化還元電位の測定とpHの測定 10.11.17-10.12.25

24 水質の分析技術の習得について 10.12. 1～ 11. 5.31
０
４ ヤ‐コン、チコリ‐等の乾燥粉末の加工技術の習得 10.12. 1～ 11. 3.31

26 食品の有効成分(生理活性物質等)の測定技術の習得 12.15～ 11 6. 14

近赤外線スペクトルの測定技術について 10. 12.16-11

28 水のpH及びNMR、酸化還元電位の測定技術の習得 1 . 1 1 - 1 1

△ 計 2 8名 (2 0企 業 )

- 1 1 7 -



3 - 7  試 験測定検査機器及びカロエ機械の開放

食 品製造企 業等 の研 究 開発 を支援 す るた め、試 験測定検 査機器 や加 工機 械 を開放

す る。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定    ガ ス ク ロマ トグラフ質量分析 計 、核磁気 共鳴装 置 、透 過

及 び検査機器   型 電子顕微 鏡 、走査型 電子顕微鏡 、 X線 回折装 置 、近赤外

分光分析 計 、高速液 体 ク ロマ トグ ラフ、粒 度分布 測 定装 置 、

F値 測定装 置、原 子 吸光分 光光度 計、 自記分光光度計  他

(2)加 工 機 械    チ ーズ製 造装 置 、エ クス トル ー ダー、超 高圧 処理装 置 、

薄膜真 空蒸発装 置 、膜分離 装置、遠 赤外線減圧 。常圧 乾燥

機 、マイ ク ロ波減圧 乾燥機 、噴霧 乾燥機 、加圧 ・減圧 か く

はん試 験機 、試料粉砕機 、超遠 心粉砕機  他

(3)オ ープ ンラボ   全 自動食塩 定量装置 、全 自動セ ンイ分析装置 、 アル コー

ラ トリー施設   ル アナ ライ ザー、水分活性測 定装 置 、 K値 測 定装 置  他

(4)バ イオ テ クノ   ク リー ンベ ンチ、高圧滅 菌機 、バ イオ リア ク ター装 置 、

ロジー 開放試   恒 温恒湿装 置、顕微鏡 及 び画像解析装 置  他

験室

2 利 用 金 額   1 , 8 9 0～ 47 , 9 7 0円 /日

【平成 10年 度報告】

設備使用実績は次のとお り。 (単位 :日 )

試 験 測 定

検 査 機 器

カロ エ 機 械

オー プ ン ラボ

ラ トリー施 設

バイオテ ク ノ
ロジー 開放試

験室

△
計

1 4 4 7 1 3 1 7 5

- 1 1 8 -



3 - 8  依 頼試験分析

食 品製 造企 業等 か らの依頼 に よ り、試験 分析 を行 う。

1 依 頼 試 験    一 般 生菌数 、大腸 菌群 、耐熱性 菌数 、 PH測 定、粘度測 定 、

色測 定、比重測 定、屈折率測 定  等

2 依 頼 分 析    灰 分分析 、水分分析 、たん ぱ く質分析 、脂 質分析 、繊維 分析 、

食塩 分析 、アル コール 分析 、脂 肪酸組成分析 、ア ミノ酸組成 分

析 、有機 酸組成 分析 、無機 質分析  等

3 手 数料金額    1 ,  8 5 0～ 44 ,  3 7 0円 /件

【平成 10年 度報告】

次のとおり試験分析を行つた。

区 分 申 込 件 数 試験分析件数

試 験 分 析 5 5 1 7 5

- 1 1 9 -



3-9 食 品加エリサーチプラザ

食品工業における業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者や

技術者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成 10年 度報告】

技術別、業種別に食品加エリサーチプラザを開催 した。

区 分 研 究 会 名 開催年月 日 出席者数 開催地

エ
チ
加

一
ザ

品
サ
ラ

食
リ
プ

北方系機能性植物研究会 10.  7. 1 3 5 札幌市

1 0 .  1 2 .  8 3 7

1 1 .  3 .  2 9 2 8

食肉加工技術研究会 1 0 .  4 .  1 7 2 8

1 0.  8.29 30 2 3 鹿追町

1 0 .  1 0 .   1 3 0 江別市

1 0 .  1 0 .  1 6 8 北見市

水産食品研究会 1 1 .  2 .  2 3 3 0

調味食品研究会 2. 8 1 0

漬物製造技術研究会 1 0.    7.   3 7 0

1 0 .   7 .  3 0 5 0

食品バイオ研究会 1 0 .   6 .  2 3 3 5

冷凍食品技術研究会 1 0 .  6 .  1 1 4 0

北海道納豆研究会 1 0 .  4 . 1 3 1 5

1 0 .  6 .  2 2 1 4

1 0 .  8 .  1 0 1 5

1 0 .  1 0 .  6 1 5

1 0 .  1 1 .  9 1 5

1 0 . 1 2 .  1 4 1 6

1 1 .  1 .  1 8 1 4

1 1.   2.   8 1 5

開催地は、食品加工研究センター以外での開催のみ記入。
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3-10 食 品カロエ研究センター通信

食品加工技術に関する各種情報のデータベースを作成 し、パ ソコン通信を利用 し

た各種技術情報等の収集提供や情報交換を行 う。

1 食 品加工研究センター通信の内容

(1)デ ータサー ビス

◆ 全 国の国公立試験研究機関及び大学の食品加工関係研究報告書をキーワー

ド等で検索 し、その全文を会員のファックスで、即座に取 り出すことができ

る。 (ファクシミリメールサービスの登録が必要)

◆ 当 センターが所蔵 している図書、定期刊行物を知ることができる。

◆ 当 センターが設置 している試験研究機器類を知ることができる。

◆ 当 センターの研究員に関する情報を取 り出す ことができる。

◆ 道 商工労働観光部が作成 したデザイナー情報カー ドの主な事業の概要報を

取 り出すことができる。

◆ 食 品加工技術に関する 「Q&A」 を利用することができる。

(2)電 子掲示板

自分が言いたいこと、みんなに知ってもらいたいことを書き込んだ り、他

の会員が書いたものを読んだ りと、どなたでも自由にメッセージを交換でき

る公開の告知板。

当センターでは、講習会、講演会、展示会などの案内を行 う。

(3)電 子メール

ネ ッ トワークを通 じて、会員同士が特定の相手 とメッセージのや り取 りを

することができる。

2 会 員加入手続き

「食品加工研究センター通信会員申込書」を当センターに提出する。

3 会 費等  入 会金 。会費は無料

4 運 用時間

原則 として24時間運用 (但し、年末年始及び毎週水曜 日9:0 0 ~ 1 8 : 0 0は休止)

【平成 10年 度報告】

食品加工研究センター通信の力日入状況等

員 数 ロ グ イ ン 件 数 取 出 件 数 取 出 枚 数

24 1 1 7 0 2 1 5 3 8 0

- 1 2 1 -



3-11 技 術情報の提供

【平成10年 度報告】
1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容 として、 4

回発行 し、関係機関、団体などに提供 した。

2 食 品加工研究センター研究報告書の発行

平成10年度研究成果発表会において、試験研究成果発表会要旨集を発行 した。

3 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた

図書、報告書類を一般に開放する。

<図 書 ・資料室利用時間>

月曜 日～金曜 日  9:00～ 17:00

- 1 2 2 -



3 - 1 2  そ の他

1 技 術審査

国、 団体等 か らの依頼 を受 けて、製 品の品質や新 開発技術 の内容 につ い て、審 査

を行 つた。

内 容 依 頼 者

部 月ll 審 査 件 数

カロ エ

食品部

発  酵

食 品部

応  用

技術部
計

推 奨 申請 に係 る技術

審 査 (1次 )

(社)優 良道産 品推

奨 協議会

2 2 2 2

推奨 申請 に係 る技術

審査 (2次 )

(社)優 良道産 品推

奨 協議会

8 3 3 4 1

研究開発助成に係 る

技術審査

側札銀 中小企 業新

技術研 究助成基金

1

研 究 開発助成 に係 る

技術審査

ほ くでん産業技術

振興基金

1 5 7

研 究 開発 助成 に係 る

技術審査

(社)北海道 中小企

業振興基金協会

1 2 3

△
計 3 2 3 5 7 7 4

2  展 示会 ・紹介展

セ ンターの試験研 究 と技術 開発成 果 を展示会等 に出展 し、技術 の普及振興及 び交

流 を図 つた。

展 一不
△
等 の 名 称 主 催 者 開催 地 開 催 期 間

平成 10年 度研 究発表会 食 品加 工研 究セ ンター 札 幌市 10. 4.21

' 9 8試
験研 究機 関お も しろ祭 り 北海 道 余 市 町 10. 9.

' 9 8え べ つ 物 産 ま つ り 江別 市 江別 市 10. 9.19～ 20

' 9 8えべつ消費者 まつ り 江別 市 江別 市 10. 10.

9 8食加研 展 食 品加 工研 究セ ンター 札 幌市 11.12～ 13

' 9 9北
海道 技術 ビジネ ス交流

会 /

特許流通 フェア北海道
'99

ネ

ヽ
・

ジ
会

庁

ビ
員

許

局

・
委

特

業

術

行

省

産

技
実

業

商

道

会

産

通

海
流

商

道

北
交

通

海

ス 札 幌市 11. 1.22～ 23

試係

会
関

表
工
発

加

果

品
成

食

同

度

合

年

関
０
機
１
究

成

研

平

験
北海道 本し幌 市 11. 2. 4
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3  講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究員を講師として派遣 した。

講 習 会 等 の 名 称 派 遣 日 派遣地
ル
い

畠
釈 者 派   遣   者

自家製チ‐ズ講習会 4.24

25
美瑛町 大雪地区農業改良普及センl‐

史

茂

士
ロ
村

部

田

阿

乳酸菌研究及応用研討曾 4.29
沐
傷
ム
ロ 中華民国生物産業発展協会 浅野行蔵

自家製チーズ研究会 6.16
17

町世
状
辛
天 大雪地区農業改良普及レサ‐ 日村吉史

柿本雅史

平成10年度北海道中小企業技術者研修 6 . 2 9
～ 7.3

士
―――
江 (社)北海道商I指導t/1‐ 長島浩二、人十川大輔

中サ良二、奥村幸広
井上貞仁、渡邊治
阿部茂、富永
一哉

田村吉史、柿本雅史

第二回製麺講習会 士
Ｗ
詢
碗
札 本田製粉株式会社 山木

一
史

△
●
羽
日
肇
晰
笙
刑
仕
秋
〓
冽 帯広市 (財)十勝圏振興機構 山木 携

焼耐製造技術講演会
市士
ロ
ー
八 熊本県 富永

一哉

技術講習会 帯広市 道立十勝圏地域食品加工技術センター 浅野行蔵

道東北プロック協議会大会 8.21
士
―――
紋

ま柵1ll‖II會会 浅野行蔵

給食指導担当者会議 市一ヽ■ 江別市立学校給食センター 池田隆幸

夏期洒造講習会 8 . 2 7

2 8

士
―――
旭 北海道酒造組合 下林義昭、富永

一哉
柿緋史

清洒酵母,麺研究会 東京都 日本醸造学会 浅野行蔵

水産加工食品衛生管理研修会 三石町 三石町役場
士
０
面
心
編
痴
＋
八

夏期出荷管理講習会
士
―――
綸
昴
札
北海道酒造組合 柿本雅史

全国焼菓子コンペ フォーラム 江別市 焼菓子コンペ実行委員会 山本
一
史

日本水産学会平成10年度秋期大会
第34回エキス研究会

9.23
士
ｌｌｌ
船
即
函 東京水産大学食品生産学科

士
脳

歯
呻
腑
円

HACCP基礎セミナー 9.24
十
叩
鱚
昴
＝
仙 経済部貿易経済交流課 浅野行蔵

水産加I食品セミナ‐ 10`
士
―――
＋
明
留
留萌水産物加I協同組合 太日智樹、佐々木茂文

北海道三桜榊社員研修会 10.23 十
１１１
詢
碗
＝
、 北海道三桜Ⅲ 柿本雅史

北海道水産加I促進連絡協議会研修会 11. 4 苦
―――
別江
水産加I促進連絡協議会

士
０
山
心
掘
堀
＋
八

地域新産業創造活動サポ‐卜事業 H . 5 浦河町 荻伏漁業組合
士
ル
山
心
将
堀
＋
八

メラノカルパの食用化講習会 11.19 江別市 lliマド研究会
優
準
普
昴

十勝フードビジネス研究会11月例会 11.20
士
――，
広帯
十勝圏振興機構 池田隆幸

第4回三国共同国際学術会議特別講演 11.21
～ 24

士
―――

国

崚

給
せ

ユ 骨]I器Iサ‖命
大学 阿部 茂
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講 習 会 等 の 名 称 派 遣 日 派遣地 依
福
秋 者 派   遣   者

,11夕ll手斎‖18 常〕古夕lζ開発と
パ11.25 ナ

ーーー
目
碗
＝
仙 札幌商I会議所 浅野行蔵

ム
〓
羽
日
肇
船
上
迫
薔
個 11.27 士

―――
鵬
鴨
＝
仙 北海道洒造組合 下林義昭、富永一哉

道央テクノポリス圏城等バイオ研究交流会講演会 11.30
士
―――
虚
距
吉

¨ 道央テクノポリス圏城等バイオ研究交流
△

池田隆幸

地t'サ技術講習会 12.  2
十
１１１剛 北海道地ピール協議会 富永一哉

実践、微生物検査の基礎講習会 12.  2 帯広市 十勝圏振興機構 人判|1大輔

日本技術士会生物工学部会 12.12 東京都 日本技術士会 浅野行蔵

バイオ&食品工業研究会第4回合同分科会 12.15 士
―――
“
”
■
“ バイオ&食品工業研究会会長 河野慎―

1颯常l凍
食品協会例会「HACCPと遺伝子解

士
――，
出
昴
＝
れ 北海道冷凍食品協会 清水條資

地ヒ
゛
→技術講習会

士
―――
出
”
＝
他 北海道地ピ‐ル協議会 富永一哉、柿本雅史

平成10年度冷凍食品協会新年研修会 1.29 士
―――
出
続
＝
■ (社)冷凍食品協会 二選

価
自
何
ニ
ス

な
11回食品mlI縣試験研究機関合同成果発表
=

札幌市 経済部地域産業課 一

一

連
憫
自
何
Ｅ
Ｘ

」ICA食品保健行政コース技術協力研修 2.  9
10
12

士
―――
江 士

―――
相
昴
＝
価 浅野行蔵、八十力1大輔

佐々木茂文、阿部茂
田中常雄、山本一史

!‖_監キI::l
柿本雅史

新技御朧道フォーラム
'99in札
幌 2.24

士
ｌｌｌ
出
昴
引
、 北海道科学,産業振興財団

と
貝
″
抹
↓
小
綺
胴

道北地区酒造研究会 旭サ1市 旭川酒造研究会同志会 下林義昭、富永
一
哉

実践的HACCP(食品衛生)システム導入セ
ナー

士
―――
饉
昴
＝
仙 腑NCI M B  l a p a n
N C I M B  C o . L t d
スコットランド

長島浩二

定置漁業経営研究会 市盟
昴
樹
“ 腑北日本海洋センタ‐ 太田智樹
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4 学 会議投稿

発 表 題 目 投稿者 投稿誌名

北海道産未利用水産資源の機能性評価と

食品素材の開発

太田智樹 日本農芸化学会

ブナサケを用いたカツォ節様カロエ食品の

開発

阿部 茂

大庭 潔

日本食品科学工学会

誌

I nh ib i t i on  o f  H IV -1  P ro tease  by
I [ a te r -So lub ie  L ign in -L i ke  Subs tance
froro an Edib le Mushroom, Fuscopor ia
ob l i qua

市村年昭

渡邊 治

丸山 進

B i o s c i .  B i o t e c h n o l .

Bi  ochem.

Mechan i ca l  P rope r t i es  o f  F reeze -
Thawed Trout  Gelat in  Gel

清水英樹

長島浩二

清水條資

Food  Sc ience  and
Techno logy

Internat  i  onal ,

Tokyo

キクイモカルスのレクチン(HT A )による

清酒用酵母の凝集

中川良二

人十川大輔

池田隆幸

長島浩二

日本醸造協会誌
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5  学 会における発表

発 表 題 目 発表者 発表 日 学会名

キクイモカルスレクチンの酵母凝

集能について

中川良二

人十川大輔

池 田隆幸

長島浩二

H10. 4. 1 日本農芸化学

会大会

担子菌C.r 0 1 f s i iのセルラーゼ遺

伝子の単離

人十川大輔

中川良二

池 田隆幸

長島浩二

H10. 4. 1 日本農芸化学

会大会

カバノアナタケ由来の水溶性 リグ

ニン様物質によるHIV  lプロテア
ーゼの阻害

市村年昭

渡邊 治

大淵 薫

丸山 進

H10. 4. 2 日本農芸化学
△

I n te rac t i on  be tween  redox -and

ca l c i u ru -s igna l i ng  i n  ca rd iac

musc le

T山泄i lleぬ

∫,3.31ualばg,L.R.ルnes

I.hrtt and I.I.SuZtti

H10. 4.21 Exper imenta l

B i o l o g y ' 9 8

キクイモ由来 レクチン(HT A )の

cD N Aクローニングとジャスモン酸

依存性発現

中川良二

人十川大輔

池田隆幸

長島浩二

H10. 5. 3 日本植物生理

学会大会

1 6 Sリボ ソームRN A配列 を利用 した

食 品 ミクロフローラの解析

長島浩二

人十川大輔

中川良二

池田隆幸

H10. 7. 3 日本乳酸菌学

会研究集会

ワインのマロラクティック発酵に

関与する微生物の解析

濱岡直裕

浅野行蔵

荒井隆益

中林  司

池田隆幸

H10. 7. 3 口Ｈ
　
△
〓

本乳酸菌学

強電解水のモヤシ製造工程への利

用

柿本雅史 H10. 7.17 北大先端研フ
・

ロシ
゛
ェクト 機 能

水の基礎 と応

用に関する研

究会

16S r R N A配列を利用 した食品ミク

ロフローラの解析

長島浩二

人十川大輔

中川良二

池田隆幸

H10. 8. 1 日本食品科学

工学会大会
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発 表 題 目 発表者 発表 日 学会名

乾燥化微生物スターターの製造と

食品への利用

浅野行蔵 H10. 7 日本化学工学

会室蘭大会

ワインのマロラクティック発酵微

生物について

濱岡直裕

池田隆幸

田村吉史

柿本雅史

富永一哉

浅野行蔵

中林 司

H10. 8. 7 日本化学工学

会室蘭大会

五炭糖からの機能性多糖類の主合

成

富永一哉 H10. 9。 10 生命工学連合

部会東北 ・北

海道地方部会

リン酸化多糖類のカルシウム吸収

促進効果

渡邊 治

原  博

青山頼孝

葛西隆則

H10.11.28 第28回日本栄

養 ・食糧学会

北海道支部会

食品としての組み換え作物 浅野行蔵 H10.11.27 第50回北海道

公衆衛生学会

キクイモ レクチンのcDN Aクローニ

ングと発現

中川良二

ノヽ十川大輔

池田隆幸

長島浩二

Hll. 2. 5 生命工学研究

推進会議ニュー

ハ
゛
イオ技術検討

会合同研究発

表会

赤フイン中に存在する乳酸菌につ

いて

池 田隆幸

濱岡直裕

相馬 さやか

中林 司

Hll. 3.26 池田町農業技

術研究所発表

会

サケ油茅L化物における牛乳成分の

酸化制御効果

佐々木茂文

太 田智樹

E.A.Decker

HH.3.31 口Ｈ
　
△
〓

本農芸化学

褐藻エゾイシゲ由来のα―グルコ

シダーゼ阻害

綾木 毅

栗原秀幸

太田智樹

カロ藤  剛

石井善暗

高橋是太郎

Hll 日本水産学会
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発 表 題 目 発表者 発表 日 学会名

共役型DNA ( C D N A )の抗腫瘍活性成

分に関する研究

鈴木里加子

官下和夫

太 田 享

太田智樹

河 田照雄

Hll 日本水産学会

ブナザケ臭の推定 とマスキング 西 田 孟

太田智樹

佐々木茂文

Hll. 3.31 日本水産学会

担子菌Cor t i c i u m  r o l f s i i由来

セルラーゼ遺伝子の単離 と発現

清水健志

八十川大輔

長島浩二

中川良二

奥村幸広

ｕ
ｎ 日本農芸化学

△
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出願年月 日 登録年月 日

呆実酒およびその製造方法 4. 12. 16 8.11.21

水産発酵グル化食品およびその製造方法 5. 6.30 8.  9.  5

大豆の軟化法 5.12.22 9. 6.20

生分解性を有する成形品用原料の製法と生

分解性を有する成形品の製法

6. 2.  7 10.

キクイモ由来 レクチン及びその分離精製法 6.10.19 9. 6.13

水産発酵食品およびその製造法 6.10.25 9.  5. 2

海洋生物を原料 とした代用皮膚 7. 6.26 9.12.26

アル コール飲料の製造法 7. 7.31 10. 9.25

芋L酸菌乾燥粉末の製造方法 8. 4.25

魚類ゼラチンの製造方法 9. 4. 4 12.

黄色ブ ドウ球菌の検出培地 9. 6.26

豆乳入 リアイスクリーム及びその製造方法

冷凍食品の離水防止剤 9.12. 5

キクイモ由来レクチンをコー ドする遺伝子 10  1.28

カ ドミウムを除去した魚介類エキスの製造

方法

10. 3.30

肉の焙乾食品およびその製造方法 10.

魚類 コラーゲンの製造方法 10.  8. 11

エンドグルカナーゼをコードする遺伝子 10. 9.30

カルシウム吸収を促進する多糖類食品素材

およびその製造方法
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7  視 察実績

平成 10年 度 の視 察者 は、 78団 体 、 1, 0 7 2人 でセ ンター業務 内容 の説 明、各

施設 の案 内、懇談 、意 見交換等 に よ り普 及指導 に努 めた。

○  月 別視 察状況

区 分 ＼ 月 4  月 5  月 6  月 7  月 8  月 9  月 10 月

視 察 件 数 1 3 12

視 察 人 数 136 44 184

区 分 ＼ 月 11 月 12 月 1   月 2  月 3  月 計

視 察 件 数 6 4 l 2

視 察 人 数 4 52 1,072
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